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JALグループ企業理念

JALグループは、全社員の物心両面の幸福を追求し、
一、 お客さまに最高のサービスを提供します。
一、 企業価値を高め、社会の進歩発展に貢献します。

JALグループが2010年の経営破綻を経て再生の機会をいただき、6年の日々が過ぎました。

この間、日本航空をご利用のお客さま、国内外の株主の皆さま、お取引先の皆さまには多くのご理解、

ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

2016年7月

世界で一番お客さまに選ばれ、
愛される航空会社へ

代表取締役社長　植木  義晴



●編集方針 「JAL REPORT 2016」は、JALグ
ループの企業価値、成長性などを
ご理解いただくため、各種ガイドラ
インを参考に、財務情報やCSR活動
を統合して報告するものです。

●報告期間 2015年4月 〜2016年3月（2015
年度）を原則としています。

●報告範囲 JALグループ

●発行日 2016年7月

JAL企業サイト　http://www.jal.com/ja/
JALの思いや事業活動などを網羅的に紹介しています。
●JALについて　
　http://www.jal.com/ja/outline/
●安全・運航情報
　http://www.jal.com/ja/flight/
●CSR情報
　http://www.jal.com/ja/csr/
●投資家情報　
　http://www.jal.com/ja/investor/

JAL REPORT 2016
2015年度の主な
取り組みや特にお
伝えしたい内容を
紹介しています。
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「ベスト・エコノミークラス・
エアラインシート」賞を受賞

SKYTRAX社主催の2015年「ワールド・エアライン・アワード」において
世界で最も優れたエコノミークラスシートに贈られる

有償旅客数／年間 有償貨物トン・キロ

40,194,998人 2,087,791千トン・キロ

日本のおもてなしを世界の空に

We are JAL

JALグループの経営基盤
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定時到着率、世界第1位
3冠達成

アジア・パシフィック
主要航空会社部門

第1位

JAL定時到着率

89.44 %

アライアンス
部門

第1位

JAL所属定時到着率

80.97%

主要航空会社
部門

世界第1位

JAL定時到着率

89.44 %

ALLIANCEbe global. be one.

エアベルリン

キャセイパシフィック航空

マレーシア航空

日本航空

ロイヤルヨルダン航空

アメリカン航空

フィンエアー

カンタス航空

ラン航空

S7航空

ブリティッシュ・エアウェイズ

イベリア航空

カタール航空

TAM航空

スリランカ航空

世界とつながる
　ようこそワンワールド アライアンスへ。ワン
ワールド アライアンスは世界を代表する15の
加盟航空会社を持ち、世界150カ国、1000都市
以上で最高レベルのサービスと利便性を提供い
たします。
　全ワンワールド アライアンス加盟航空会社
でのJALマイレージバンクのご獲得およびご利
用、また、JALマイレージバンクダイヤモンド、サ
ファイアおよびJGC会員の方は600以上のプレ
ミアム空港ラウンジのご利用など、特別なサー
ビスや特典をお楽しみください。

従業員数 運航路線数（旅客便）

31,986人

乗り入れ地

53カ国／地域　311空港171路線
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営業キャッシュフロー・投資キャッシュフ
ロー※1・フリーキャッシュフロー※2

営業収益

2012 2013 2014 2015
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13,093 13,447 13,366

親会社株主に帰属する当期純利益

2012 2013 2014 2015
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営業利益・営業利益率
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EBITDA※3・EBITDAマージン※4

有利子負債・D/Eレシオ
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1,358 812 618 1,051

フリーキャッシュフロー
営業キャッシュフロー 投資キャッシュフロー

（年度）

自己資本比率

ROE・ROA
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財務・非財務ハイライト

JALグループの経営基盤

用語解説
※1  投資キャッシュフロー：定期預金の入出金を

除く
※2  フリーキャッシュフロー：営業キャッシュフ

ロー＋投資キャッシュフロー
※3  EBITDA：営業利益＋減価償却費
※4  EBITDAマージン：EBITDA/営業収益
※5  ASK（Available Seat Kilometer）：旅客輸

送容量の単位。総座席数×輸送距離（キロ）
※6  ASKあたり航空運送収入：（航空運送収入−

燃油サーチャージ−関連会社燃油転売収入）
/ASK

※7  ユニットコスト：航空運送連結費用(燃油費、
収入費用両建ての関連会社向け取引を除く) 
/ASK

1株当たり当期純利益 1株当たり配当金額

2012 2013 2014 2015

473.36

（円）

458.45
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481.29
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ASK※5あたり航空運送収入※6・ユニットコスト※7
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（円）

2012 2013 2014 2015

8.5 8.8 8.9
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ASKあたり航空運送収入
ユニットコスト

（年度）

※ 2014年10月1日付で普通株式1株につき２株の割合をもって株式分割を行っており、１株当たり当期純利益と１株当たり配当金
額は、当該株式分割が2012年度の期首に行われたと仮定して算定表示しています。
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お客さまのお怪我

女性管理職数・比率

電力使用量※

航空事故・重大インシデント

ヒューマンエラーによる不具合

熱使用量（原油換算）※

再利用意向率・他者推奨意向率（国内線）再利用意向率・他者推奨意向率（国際線）

イレギュラー運航

産業廃棄物量※

水使用量※
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※ JALグループ側の問題点を指摘されていないケースを
　除きます。

※ お客さまの再利用意向率、他者推奨意向率：公益財団法人日本生産性本部　サービス産業生産性協議会が発表するJCSI
（Japanese Customer Satisfaction Index）の値

※ お客さまが機内や空港でお怪我をされ、医療機関を受
診された事例を対象としています。(社内統計)

※ 運航全体の安全に与える影響を考慮し、運航、整備な
ど、部門ごとに重点的に撲滅すべきヒューマンエラーに
よる不具合事例を対象としています。(社内統計)

※ 航空機システムの不具合などが発生し、目的地などが変
更される事態。直ちに運航の安全に影響を及ぼすもの
ではありません。

有償トン・キロ当たり二酸化炭素排出量
（2005年度比）

※空港・オフィス・整備工場（国内）
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Top Interview
中期経営計画が目指すJALグループの姿

　「世界で一番お客さまに選ばれ、愛される航空会社へ」、これは、私
が社長就任時に掲げたJALグループのビジョンです。2012年に策定
した「2012〜2016年度JALグループ中期経営計画」（以下、「中期
経営計画」）は、このビジョンを実現するために「JALブランドの追求」、

「路線ネットワーク・商品サービス」、「コスト競争力」の3点において、
競合他社に対して明確に差別化することを戦略として掲げています。
そして、この差別化を達成するために、「安全を守る取り組み」、「路線
ネットワーク」、「商品サービス」、「グループマネジメント」、「人財育成」
の5つの重要な課題を設定し、その解決に取り組んでいます。さらに、
これらの取り組みの成果を測るために「安全運航の堅持」、「顧客満 
足 No.1」、「5年連続営業利益率10%以上、2016年度末自己資本比
率50%以上」の3つの経営目標を掲げて、毎期その達成度をフォロー
しています。
　2015年度においては、営業利益率および自己資本比率が目標をク
リアし、財務面は順調に推移しています。一方で、安全運航の堅持お
よび顧客満足 No.1については、なお課題を残す結果となりました。
2016年度以降も、常に危機意識を持った「自立」、失敗を恐れず新し
いことに臆することなく取り組む「挑戦」、世のなかの変化に素早く対
応する「スピード」をキーワードに、全役員・社員が一丸となって、企業
理念・ビジョンの実現と経営目標の達成に向けて取り組んでいきます。

競争に勝ち抜くための3つの差別化

■JALブランドの追求
　近年の航空業界は、オープンスカイ協定の広がりによって、航空
会社の路線、便数、乗り入れ企業、運賃などに関する規制が自由化さ
れ、厳しい競争の時代に突入しています。また、LCCをはじめとする多
様な業態の航空会社が世界中で設立され、お客さまの選択肢が格段
に広がったことも競争に拍車をかけています。こうした激烈ともいえ
る競争環境においては、「この航空会社でなければならない」という魅
力を持った会社しか生き残っていくことはできません。言い換えれば、
お客さまに「やっぱりJALだよね」と感じていただけなければ、JALは生
き残れないということです。「JALブランドの追求」を戦略として掲げ
た背景にはこのような事情があります。
　JALブランドは、「伝統」、「革新」、「日本のこころ」の3つの要素によっ
て構成されています。
　「伝統」とは、日本で初めての定期航空会社として1951年に設立さ
れて以来、「日本の翼」として日本と諸外国の人的交流、経済活動を支
えてきたという歴史に裏打ちされた、普遍的価値すなわち本物を提
供できる力です。
　一方で、私たちは経営破綻を経験して、伝統に安住してはならない
ことを学びました。伝統を大切にしながらも、常に新しい価値を生み出
すために挑戦し、変わっていかなければならない、これが「革新」です。

トップインタビュー

JALグループの経営基盤

2012-2013 年度

高収益体質を本当に確立できるかが
試された期間

　決めたことを実行できず、その原因分析を十分に行わないまま、新たな計画策定
を行ってきた過去を反省し、「JALグループは変わった」こと、「ステークホルダーとの
約束を守れる会社になった」ことをお示しするために取り組みました。787型機の運
航見合わせや急激な円安といった厳しい事業環境に見舞われた2年間でしたが、新
商品の投入、サービス向上、生産性向上に取り組みました。結果として、営業利益率
10%以上を達成しましたが、増収減益となり、厳しい事業環境への対応が今後の課
題だと認識しました。

2014-2015 年度

経営基盤を整え、
成長の実現に向けた第一歩を踏み出した期間

　羽田の国際線発着枠の大幅増加による首都圏での競争激化、消費税増税による
需要への影響、円安による燃油費増といった非常に厳しい事業環境が想定されてい
ましたが、消費税増税による航空需要への影響は限定的で、かつ訪日需要の大幅な
増加や燃油市況の下落もあり、事業環境の厳しさは一定程度緩和されました。加え
て、全社一丸となったコスト削減および商品サービスの改善を継続的に行った結果、
2014年度に続き、増収となりました。当社事業環境の好転に加え、「重要な取り組み
課題」への対応により経営基盤を整え、成長に向けた第一歩を踏み出すことができた
と考えています。
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　そして最後に、「明日の空へ、日本の翼」という私たちの企業メッ
セージに込められている、「おもてなし」、「しつらえ」といった「日本の
こころ」を磨き続けることです。
　この3つがJALならではのブランド価値を生み出す源泉であり、
JALグループの全役員・社員は、日々の業務に取り組む際に常に意識
をするように心がけています。

■路線ネットワーク・商品サービス
　JALブランドの価値を高めるには、お客さまに利便性、快適性を実
感していただける路線ネットワークの構築と商品サービスの提供が必
須です。お客さまが望む場所に安全に時間どおりにお連れする、疲れ
を和らげる快適なシートをご用意する、おいしい食事と飲み物を楽し
んでいただくといったことについて、できる限りの取り組みを行わな
ければなりません。
　路線ネットワーク面では、採算性に十分配慮しながら自社路線の最
適化を図りつつ、提携各社の路線も最大限に活用して補完を図って
います。また、商品サービス面でも、お客さまに新たな価値をお届け
するために、「JAL SKY SUITE」に代表される、革新的な商品サービ
スの開発に注力しています。
　一方で、私は、最後はヒューマンサービスの優劣が勝敗を分かつと
考えています。なぜならば、ネットワークの拡充、機材の充実、便利な
予約システムの開発などはいずれも差別化のために欠かせない施策

中期経営計画のポイント

経営目標（3つの目標）

1.
安全運航はJALグループの存立基盤であり、社会的責務

であることを認識し、輸送分野における安全の
リーディングカンパニーとして、安全運航を堅持する。

2.
お客さまが常に新鮮な感動を得られるような
最高のサービスをご提供し、2016年度までに

「顧客満足 No.1」を達成する。

3.
景気変動やイベントリスクを吸収しうる収益力、

財務基盤として、「5年連続営業利益率10%以上、
2016年度末自己資本比率50%以上」を達成する。

重要な取り組み課題（5つの取り組み）

競争に勝ち抜くために（3つの差別化）

JALブランドの追求
安全運航の堅持、「お客さまに最高のサービスを提供す
る」ことを目標にフルサービスキャリアとしてのJALブラン
ド」を確立する。

路線ネットワーク・商品サービス
単に規模拡大のみを追うことなく「お客さまから一番に選
ばれるエアライングループ」となるため、利便性の高い
ネットワークを展開し、競合他社の先をいく安全を守る取
り組み商品サービスを常にご提供する。

コスト競争力
部門別採算制度のさらなる改善・浸透を図り、コスト競争
力を維持、向上することで、リスク耐性を強化し、成長を
実現できる経営基盤を構築する。

安全を守る取り組み

人財育成

グループマネジメント

商品サービス

路線ネットワーク

2016 年度

安定した成長により中期経営計画を達成し、
2017年度以降に備える期間

　為替および燃油市況の急激な変動といった外部環境のリスクに耐えうる体制を構
築するため、引き続き、単に規模拡大のみを追うことなく、「自立」、「挑戦」、「スピード」
をキーワードとして、「競争に勝ち抜くための差別化」に取り組みます。「JALブランド
の追求」、「商品サービスの向上」により多くのお客さまに当社を選んでいただくこと
と、収支管理を徹底することで、安定した「成長」により残された一年で中期経営計画
の目標を確実に達成します。加えて、2017年度以降を見据え、競争に打ち勝ってい
くための新たな取り組みの検討を進めます。2020年の東京オリンピック・パラリン
ピック開催を控え、首都圏空港容量の拡大や訪日需要の増加が予測されるなか、将
来のさまざまな世のなかの変化にも柔軟に対応できる企業体質を確立します。
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ですが、資金と時間を確保できればどの会社でも提供できる可能性
が高いからです。しかしながら、お客さまとの接点におけるヒューマン
サービスの優位性は、一朝一夕で築くことはできません。この点にお
いて、私は「JALグループの社員は他社に負けない」という絶対的な自
信を持っています。人の結びつきによってJALを選んでくださるお客
さまは、末永くJALを利用してくださいます。ヒューマンサービスの質
を高めることこそ、JALグループ最大の強みである人財を最も生かせ
る領域であり、競争に勝ち抜くための決め手となると考えています。

■コスト競争力
　航空業界は、競争の激化に伴うリスクに加えて、地政学的リスク、テ
ロや災害などのイベントリスク、資源価格の変動リスク、為替の変動
リスクなどの多様なリスクの影響を強く受けます。こうしたリスクが顕
在化したとしても、安全を守り、持続的な成長のために必要な投資の
財源を確保し、JALブランドを追求し続けるには、他社を凌駕するコス
ト競争力を実現し、一定の収益を確保しなければなりません。コスト
競争力を差別化要因としたのはこうした考えに基づいています。

2015年度を振り返って

■経営を取り巻く環境
　2015年度は、景気回復の継続、燃油価格の下落、訪日旅客の増加
などにより、全体として国内航空会社各社には追い風の事業環境とな
りました。年間の訪日外国人数は前年比47%増の1,974万人と過去
最高になり、国内線でも日本経済の回復、ローコストキャリア（LCC）
による需要創出などにより、旅客需要が増加しました。今後も、新興
国や資源国の経済成長の鈍化、中東を中心とした地政学的リスクな
どはあるものの、国内外の経済は回復傾向が続くと見られ、旅客需要
は国際線を中心に引き続き増加すると予測しています。また貨物需
要も底堅く推移すると想定しています。

日本発着国際線旅客数／訪日外国人旅客数

■経営目標の進捗状況と課題
①安全運航の堅持
　JALグループでは安全運航の堅持に向けて航空事故・重大インシ
デントともにゼロを追求しています。しかし、2015年度には航空事故
1件、重大インシデント3件※1を発生させてしまいました。ご搭乗いた
だいたお客さまをはじめ、関係する皆さまには多大なご心配、ご迷惑
をおかけしたことを心よりお詫び申し上げます。この事実を真摯に受
け止め、原因究明と再発防止の徹底に取り組んでいきます。
　また、その他の安全指標については、機内や空港でのお客さまの
お怪我が12件、航空機システムの不具合などによるイレギュラー運
航が73件、ヒューマンエラーによる不具合が63件と、昨年度と比べ
て横ばいで推移しています。今後も個々の事態に対しては直接的な
要因を明らかにして対応するとともに、その背景にある要因に関して
もより深く究明し、解決への的確な取り組みを行い、お客さまに安心
してご利用いただけるよう努めていきます。

2015年度の管理指標と実績
各指標 実績 概要

航空事故 1件

2016年2月23日
日本航空3512便
新千歳空港の誘導路を地上走行中、右エンジンに不具合が発
生。緊急脱出を実施し、その際に3名のお客さまが負傷（うち
1名の骨折）。

重大
インシデント

3件※1

2015年6月3日
日本トランスオーシャン航空610便
那覇空港において他の航空機が使用中の滑走路へ着陸。
2015年6月30日
日本トランスオーシャン航空002便（種子島近傍を巡航中）
客室与圧の低下により高度約3,000mまで降下。
2015年7月12日
日本航空38便
シンガポール国際空港において、誘導路上で離陸操作を開始。

※1  重大インシデント5件の内2件については現時点でJALグループ側の問題は指摘
されていません。

（万人）

（年）

日本発着国際線旅客数

20122011 2013 2014 2015

5,022

622 836 1,036 1,341

5,705 5,917
6,366

7,330
速報値

1,974

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000 訪日外国人旅客数

出典：国土交通省、日本政府観光局（JNTO）
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Top Interview

②顧客満足 No.1
　2015年度は、機内の居住性・快適性の向上を目指して国際線への

「JAL SKY SUITE」、国内線への「JAL SKY NEXT」の導入を進めた
ほか、社員一人一人のヒューマンサービス向上に向けて内外評価の
分析と活用を進め、顧客満足の向上に努めました。その結果、国際線
においては「またJALを使いたい」と思っていただける再利用意向率
は2013年度、2014年度に引き続き1位を維持できました。しかし、
国内線での再利用意向率は3位から5位に順位を落としました。「知人
にも勧めたい」という他者推奨意向率は、国際線では前年度の1位か
ら2位に、また国内線での他者推奨意向率は前年度と同じ3位にとど
まっています。
　残念ながら、私たちが目指す「顧客満足 No.1」の達成はいまだ厳し
い状況にあると言わざるを得ませんが、目指す思いは揺るぎません。
2015年度の結果分析をふまえ、中期経営計画の最後の1年、国内地
方路線への「JAL SKY NEXT」導入拡大など、商品サービスの改善に
スピード感を持って取り組み、お客さまに「やっぱりJALだよね」と心か
ら感じていただけるよう、目標達成に向けて邁進していきます。

再利用意向率／他者推奨意向率
（年度） 2012 2013 2014 2015

国際線
再利用意向率 3位 1位 1位 1位
他者推奨意向率 2位 2位 1位 2位

国内線
再利用意向率 6位 6位 3位 5位
他者推奨意向率 3位 2位 3位 3位

③5年連続営業利益率10%以上、2016年度末自己資本比率50%以上
　中期経営計画で掲げた、「5年連続営業利益率10%以上、2016年
度末自己資本比率50%以上」については、営業利益率は2012年度か
ら2015年度まで4年連続、自己資本比率は2013年度以来2015年
度まで3年連続して目標を達成しました。
　2015年度の営業利益率は15.7%と、前年度の13.4%から2.3ポ
イント増加し、自己資本比率も53.4%と前年度を0.7ポイント上回り
ました。2012年の中期経営計画公表時にお約束した数字を上回る業
績を実現し続けており、これは、お客さまに当社をお選びいただいた
ことに加え、社員の日々の努力の積み重ねの結果が数字になって表
れたものと評価しています。
　この結果に慢心することなく、航空業界を取り巻く環境の厳しさは
今後も続くことを前提として、中期経営計画の最終年度である2016
年度にも目標を達成すべく努力を続けていきます。

自己資本比率
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5つの重要な取り組み

■安全を守る取り組み
　JALグループの存立基盤である安全運航を堅持するため、全社
員に対してSMS（安全管理システム）に関する理解を深める取り組み
を続けるとともに、「新入社員安全セミナー」、「新任管理職安全セミ
ナー」も今後とも継続的に開催します。またノーマル・ライン・オペレー
ション・モニタリングの仕組みをグループ航空会社各社にも拡大しま
す。安全情報データベースについては、データ量の増加や分析機能
の充実を見据え、システムの再構築を検討します。

■路線ネットワーク
　国際線では羽田・成田の2大ハブ機能を充実・発展させる考えの
もと、2015年度は新たに3路線を開設しました。2016年度もさらに
ネットワークの利便性やお客さまの快適性の向上を図っていきます。
　アライアンスについては、ワンワールド内のネットワークをさらに充
実するために、TAM航空とのコードシェアを開始しました。また、ブリ
ティッシュ・エアウェイズおよびフィンエアーとの欧州線共同事業、ア
メリカン航空との太平洋線共同事業についても、コードシェアの拡充
やお客さまの利便性向上を図り、対象事業領域についての収入の最
大化に努めました。
　国内線は対他社競争力強化を主眼に置き、羽田発着路線には「JAL 
SKY NEXT」機材を優先的に投入しました。また、2014年度より実施
している、伊丹=松本線、伊丹=女満別線、新千歳＝出雲線、新千歳＝
徳島線、中部＝釧路線、中部＝帯広線の地方6路線における夏期の季
節運航については、地域の皆さまとともに路線運営を継続しました。
羽田空港発着枠政策コンテストに応募し発着枠の配分を受けた羽田
＝山形便は、地域と一体になった利用促進策が高い評価を得て、国土
交通省から3年間の延長配分を受けました。伊丹発着路線について
は、新千歳線を増便し、2016年度は「クラスJ」を設定したエンブラエ
ル190型機を各路線に順次導入する予定です。

■商品サービス
　ヒューマンサービスでは、JALフィロソフィの実践やJALブランドの
体現を基本としつつ、内外評価による施策の改善に取り組み、中期経
営計画残り1年で「顧客満足 No.1」を目指します。またマイレージプ
ログラムも「貯める」「使う」機会の一層の拡充に努めていきます。
　国際線では「高品質・フルサービス」を追求し、ゆとりのある「JAL 
SKY SUITE」機材の導入を推進しています。機種によっては座席数が
約20%減少する「JAL SKY SUITE」の導入は、それまでの航空業界の
常識を覆す大きな決断でしたが、お客さまには従来よりも快適な座席
を提供でき、国際線の再利用意向率は3年連続No.1となり、2015年
度には、SKYTRAX社による「ワールド・エアライン・アワード」の「ベス
ト・エコノミークラス・エアラインシート」賞を日本で初めていただき
ました。現在は、欧米路線を中心に運航していますが、今後は東南ア
ジアやホノルルなど中長距離路線にも拡大し、世界最高レベルの居
住空間を実現していきます。
　「便利さ・シンプルさ」を追求する国内線は、インターネットや無料
ビデオが楽しめる「JAL SKY NEXT」機材が2016年度中に対象全77
機に広がります。また、羽田空港で開始した「JALエクスプレス・タグ
サービス」も他空港への展開を図っていきます。

■グループマネジメント
　グループ全社員を対象とした「JALフィロソフィ教育」を継続的に実
施し、2015年度は首都圏において延べ69,165人が受講しました。
部門別採算制度については、2015年度はJALグループで新たに6社
が導入し、未導入の4社も2016年度中の導入を検討しています。こ
れらの取り組みにより、グループ社員一人一人が「売上最大、経費最
小」を意識して経営に参画する強固な組織運営体制を構築していき
ます。

■人財育成
　JALを自らつくり上げていく意志を持った人財を採用し、JALフィロ
ソフィを軸とした教育を通じて、グループの一体感の醸成に努めるほ
か、実力と人間性を兼ね備えた人財の育成に取り組んでいます。また、

「JAL教育センター」を活用し、プロフェッショナル人財の育成にも力
を入れています。さらに、実力主義による登用を前提として、2023年
度末までにグループ全体の女性管理職比率を20%以上にしていく計
画です。2015年度は「女性活躍推進・ワークスタイル変革フォーラ
ム」を開催し、組織横断的なプロジェクトチーム「なでしこラボ」も新設
しました。

JAL SKY SUITE運航路線（2016年7月1日現在）

ニューヨーク
ボストン

シカゴ

ロサンゼルス

ホノルル

ダラス・フォートワースダラス・フォートワース

サンフランシスコ

成田/羽田

ジャカルタ

シドニー

シンガポール
クアラルンプール

マニラバンコクバンコク

ハノイ

上海
広州

デリー

パリ

ロンドン
フランクフルト

モスクワ

ヘルシンキ

JAL SKY SUITE 777運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 767運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 787運航
成田発着路線
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CSRの取り組み

■大切に考える4つの分野
　JALグループでは社会からのご期待にお応えするよう本業である
航空輸送事業を通じてさまざまな社会貢献活動を推進しています。
　幅広いCSR活動のなかでも、私たちが特に大切に考え、JALらしさ
を生かして重点的に取り組んでいるものに「安全・安心」、「環境」、「日
本と世界を結ぶ」、「次世代育成」の4つの分野があります。
①安全・安心（→Ｐ74）
　安全運航の堅持はもちろん、あらゆるお客さまに安心して空の旅を
楽しんでいただくこと、航空会社だからできる災害への対応など、すべ
てのスタッフが、高い意識と具体的な行動によって取り組んでいます。
②環境（→Ｐ76）
　私たちの事業が環境に与える負荷の大きさを自覚し、事業活動の
さまざまな場面でエコの推進に努めています。航空機による大気観
測などJALならではのエコ活動も積極的に行い、美しい地球環境を守
るために貢献していきます。
③日本と世界を結ぶ（→Ｐ80）
　日本の各地、そして世界をつなぐ航空会社として、人や経済、文化
などの交流を促進し、地域の振興や平和な社会の実現に貢献できる
よう、さまざまな活動を進めていきます。
④次世代育成（→Ｐ84）
　次世代を担う子どもたちに、夢を持って前向きに未来に向かってほ
しいという願いから、幅広い年齢層に対応した社員参加のプログラム
を展開しています。

■東北応援の取り組み
　2013年6月に立ち上げたJAL東北応援プロジェクト「行こう！東北
へ」では、「地元振興」と「被災された方の応援」の両面からさまざま
な取り組みを実施しました。2016年度も引き続き東北応援を展開
します。
■地元振興：「より多くのお客さまを東北へお連れする」、「社員自らが
東北を訪れる」、「東北への関心をもっと高める」ことで、観光振興・産
業振興への貢献に努めています。

■被災された方の応援：子どもたちを中心に、笑顔を届ける活動に取
り組んでいます。

■地域活性化に向けた取り組み
　2015年度は「観光振興」と「農水産物」をテーマとした「新・JAPAN 
PROJECT」を立ち上げ、地域と一緒に地域の元気をつくる取り組み
を開始しました。インバウンド需要や国内の観光需要を地方に呼び込
んだり、地域の特産品販売などのお手伝いを続けていきます。

Top Interview

安全運航を堅持し、すべてのお客
さまに安心で快適な旅をお届けし
て、安全・安心な社会の構築に貢
献を

日本の産業や地方経済の活性化、
国際社会の相互理解の向上のた
めに

子どもたちが健やかに、夢を持っ
て未来に向かうための応援を

環境に与える負荷を認識し、気候
変動の緩和や生物多様性保全の
ために

私たちが
大切に考える
4つの分野

環境

日本と世界を結ぶ

安全・安心

次世代育成

台北＝青森・秋田チャーター便の様子

東北3県の体験飛行「明日のつばさ」の様子
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経営の透明性をさらに高めるための
コーポレート・ガバナンス

　経営破綻の反省に立ち、破綻後のJALグループは経営の透明性を
確保し、オープンな議論ができる組織をつくり上げることに腐心して
きました。コーポレート・ガバナンスについても、任意の委員会を設
置して、経営者の指名、報酬決定、懲戒などについて恣意的な決定が
行われることのない体制を敷いています。また、社外取締役の人数も
2016年度から3名に増員しています。コーポレートガバナンス・コー
ドに関しては、最高経営責任者の後継者計画および経営陣の報酬決
定の方法について課題を残していますが、この対応についても検討
を進めています。
　このように、コーポレート・ガバナンスの仕組みについて着々と整
備を進める一方で、私は、「魂」を込めなければいくら仕組みを整えて
も意味がないと考えています。魂が込められていなければ、いかに仕
組みを整えたとしても経営判断の誤りや不祥事は起こってしまうもの
です。JALグループにおいて、全役員・社員のガバナンス意識を高め、
仕組みに魂を入れる決め手となるのはJALフィロソフィです。JALフィ
ロソフィの教育には、役員、社員を問わず膨大な時間を費やしていま
すが、愚直にJALフィロソフィ教育を続け、役員および社員が正しい
考えに基づいて正しい行動を取るように促すことが、JALグループに
とって魂のこもった自発的なガバナンスを機能させるための最善の
方法であると考えています。全役員・社員の考え方や行動の拠り所で
あるJALフィロソフィを尊重し、そのうえに透明性の高い仕組みを築
いておけば、仮に経営執行の最高責任者である私が誤った判断や行
動をしそうになったとしても、必ず周りの誰かが止めてくれると確信し
ています。

ローリングプラン2016とその先に向けて

■ローリングプラン2016のポイント
　中期経営計画を策定した時には、3つの経営目標のうち「5年連続
営業利益率10%以上、2016年度末自己資本比率50%以上」という
財務目標の達成が最も難しいと考えていましたが、2015年度におい
て目標達成の可能性が高まってきました。
　業績予想においては営業減益となってしまいましたが、このローリ
ングプランを着実に達成することに加え、JALグループ全社員が一丸
となって増収増益を目指すことが中期経営計画の完遂と将来の成長
の足場につながることから、今のJALグループにとって重要だと考え
ています。
　その他の2つの目標達成については、経営者として実際に取り組ん
でみて、改めてその難しさを痛感しています。
　「安全運航の堅持」については、航空事故や重大インシデントにつ
ながりかねないヒューマンエラーをいかに少なくするかが大きな課題
です。JALグループの社員の安全意識は極めて高いにもかかわらず
ヒューマンエラーを発生している現実を見据えて、研修の充実や安全
管理システムの整備をより一層進めるとともに、全役員・社員一丸と
なって現場における取り組みを徹底していきます。
　「顧客満足 No.1」については、特に国内線の地方路線や地方空港
におけるお客さまの満足度が低いという事実をふまえて地方路線や
地方空港も含めた対策は既に実行しています。また、2016年度中に
対象全機への「JAL SKY NEXT」の導入を完了する予定です。お客さ
まの満足なくして、私たちのビジョンの実現はありえません。今後と
も引き続き、利便性の高いネットワークの拡充とハード、ソフト両面の
商品サービス力の向上に努めていきます。

■次期中期経営計画に向けて
　2017年度以降、経済・社会情勢や競争環境など、当社を取り巻く
環境は確実に変化していくものと考えられます。そして、2020年に
は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会（東京2020大会）の開
催を控え、首都圏空港容量の拡大が予測されるなか、より多くのお客
さまにJALをご利用いただける機会の拡大が見込まれています。
　私たちは、こうした機会を的確に捉えて、経営活動の基盤としてい
る日本に、より多くのビジネス流動、そして観光流動をもたらすこと
で、自社の成長を実現するとともに、地域や社会の発展に貢献してい
きます。そのために、大きな成長が見込まれる国や地域における需要
を取り込む仕組みや、成熟した市場においても私たちがお客さまにさ
らに選ばれる仕組みの構築といった、種々の課題に対し検討を進めて
いきます。また、10年から15年先を見据えて、成長性とリスク耐性を
兼ね備えた理想的な事業ポートフォリオの構築に向けた取り組みも進
めていく所存です。
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　機材調達については、2019年度から導入予定のA350と2021年
度から導入予定のMitsubishi Regional Jet（MRJ）の受領に向けた
準備を引き続き進め、次期中期経営計画の成功、持続的な成長の実
現を目指していきます。

「世界で一番お客さまに選ばれ、
愛される航空会社へ」に向けて

　現行中期経営計画の最終年度を迎えた今、私は、50年後、100年
後のJALグループについて思いを巡らせています。現在の航空業界
は、規制緩和の動きも受け、厳しい競争環境に晒されています。この
ような環境のなかでも「世界で一番お客さまに選ばれ、愛される航空
会社へ」というビジョンを実現すべく、JALグループならではの強み
を見つめ直し、どのような空の旅をお客さまに提供すべきか考え続
けています。
　JALグループの強みとは何か。私は社長になって、「JALグループ社
員約32,000人から構成される人財力である」との意を強くしていま
す。生命線であるとすら考えています。現時点におけるJALグループ
の好調な業績は、安全運航と最高のサービスの実現に向けた社員一
人一人の日々の行動から生み出された結果です。経営破綻後に採用
したJALフィロソフィと部門別採算制度は、JALグループ全社員の意
識や行動を劇的に変えてくれました。今、私たちは、安全性・定時性・
快適性・利便性を備えた最高の空の旅をお客さまに提供するために
一丸となっています。次期中期経営計画においても、社員の力を最大
限生かすべく、JALグループの方向性を明確に示していきます。
　私は、JALグループで初めて、運航の現場から社長に就任しまし
た。運航乗務員時代に現場で培った「当たり前のことを当たり前に行
う」ことの大切さは、経営者となった今でも私の礎です。JALグループ
の「当たり前」は、安全運航の堅持を大前提に、営利企業として利益を
追求すると同時に、公共交通機関としての責任を果たすことです。ど
ちらか一方に偏ることなく、この両者をバランスよく実現していくこと
が、JALグループの経営者に課された使命です。

　経営者の使命としてもうひとつ強調すべきことは、社員一人一人が
自分の価値観や個性を存分に発揮し、いきいきと働くことができる環
境の整備です。これなくして、JALグループの強みである人財力をさら
に高めていくことはできません。社員が安心して日々の業務に取り組
めるよう、経営者として現場の声に耳を傾け、支援を続けていきます。
　私は、社長就任内定の記者会見で、「世界で一番お客さまに選ば
れ、愛される航空会社を目指す」と宣言しました。これは、社長になる
にあたって私が最も強くこだわった思いです。「世界で一番」という言
葉には、単に規模を追うのではなく、世界中のお客さまに「やっぱり
JALだよね」と感じていただきたいという強い思いを込めました。JAL
グループ全役員・社員が一丸となれば、私は必ずや達成できると信じ
ています。
　JALグループはこれからも、安全運航を基盤とした最高のおもてな
しを提供することで、お客さまに一番に選んでいただける航空会社を
目指していきます。今後ともJALグループへのあたたかいご支援を賜
りますようお願い申し上げます。

Top Interview

代表取締役社長
植木　義晴
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安全運航の堅持、
JALフィロソフィの実践、
部門別採算制度の徹底
を通じて付加価値を創造し、
お客さまや社会のご期待に応えます。

JALグループの価値創造サイクル

JALグループの経営基盤

資 本

人的資本
グローバルで多様な人財

製造資本
フリートマネジメント

知的資本
運航ノウハウとブランド

自然資本
環境負荷抑制と保全

社会関連資本
航空ネットワーク

財務資本
持続的成長を可能にする

安定した財務基盤
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JALが取り組むべき課題

株主・投資家
債権者

お取引先

ステークホルダーとの対話

安全性
定時性
快適性
利便性

品質の向上

環 境
地 域
社 会

持続的成長
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人的資本

財務資本

グローバルで多様な人財
JALフィロソフィの実践を通じて、JALグループ企業理念を実現できる次世代の人財づくりに積極的に取り組んでいます。
また、JALグループは多用な人財活用と、ダイバーシティの推進が企業価値創造の源泉と考えています。

持続的成長を可能にする安定した財務基盤
戦争やテロ、疫病、自然災害などの世界的なイベントリスクに耐えうる高収益体質と強固な財務基盤の構築を目指しました。
部門別採算制度が浸透し、社員一人一人の取り組みの積み重ねで、こうした備えができました。

製造資本

自然資本

フリートマネジメント
JALグループでは経済性、および環境性能の高い機材の導入を進めています。加えて快適性の観点でJAL SKY SUITE機材の導入を進
め、JAL SKY Wi-Fiによるインターネット接続サービス、エンターテインメントなど機内での過ごし方にバリエーションを提供しています。

環境負荷抑制と保全
JALグループは、環境負荷の抑制と保全を経営の最重要課題のひとつに位置づけ、空のエコ・プロジェクト、
航空バイオ燃料の試験飛行、機内のごみリサイクルなど多方面で取り組みを進め、CO2削減目標の実現を目指しています。

知的資本

社会関連資本

運航ノウハウとブランド
安全運航の堅持を前提にJALの商品サービスに携わる全員が持つべき意識・価値観・考え方として、JALフィロソフィが存在しま
す。JALフィロソフィを通じて、一人一人がJALブランドを背負っていることを強く意識しています。

航空ネットワーク
主要都市のみならず地方においても、空路は生活路線として、また観光の足として不可欠な交通インフラです。
全国を網羅する航空ネットワークを社会資本として整備することは、JALグループの重要な使命と考えています。

連結従業員　31,986人

営業利益率　15.7％

航空機保有　226機

年間CO2排出量　854万トン

安全運航

国際線就航地　252空港

女性管理職比率　15.6%

自己資本比率　53.4%

JALブランド

国内線就航地　59空港
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部門別採算制度JALフィロソフィ

空港

貨物

予約

客室

グランド
ハンドリング

運航

セールス

整備

安全憲章

財務基盤

コーポレート・ガバナンス

企業理念



価 値

持続的な利益成長

次世代の人財創出

安全運航の堅持

最高のサービスの提供

環境負荷減

世界の人・国・地域への貢献
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世界で一番お客さまに選ばれ、
愛される航空会社を目指して。

TOP へ戻る



安全運航の堅持、JALフィロソフィの実践、部門別採算制度の徹底。
そのすべてを通じて企業理念の実現を目指します。

JALグループの経営基盤
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TOP へ戻る

　JALグループでは企業理念として「お客さまに最高のサービスを提供します」、「企業価値を高め、社会の進歩発展に貢献します」
の２項を掲げています。そのために最も重要なのが、航空会社としての存立基盤であり社会的責務でもある「安全運航の堅持」で
す。安全運航は、社員一人一人が確かな価値観を共有し、グループの一員としての参画意識を持つことによって成り立ちます。
　「安全運航の堅持」を前提に、企業理念実現のため、私たちが導入しているのが、「JALフィロソフィ」と「部門別採算制度」です。
JALの商品やサービスに携わる全員が持つべき意識・価値観・考え方であるJALフィロソフィは、JALグループ社員の日々の判断
や行動のベースです。
　また部門別採算制度の導入により、全社員の「JALフィロソフィ」を実践した活動の成果が、組織ごとに具体的に見えるようにな
り、個々の社員のやりがいや創意工夫を促しつつ、採算性の向上を目指します。
　JALフィロソフィの浸透と部門別採算制度の展開でJALグループ各社の自立的かつ健全な経営を確立するとともに、安全運航の
堅持を支える――。私たちはこれらの実践によって、企業理念の実現を目指しています。
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　「安全憲章」は一枚のカードにして、グループ内航空会社の全社員
に配布しています。

安全管理体制

JAL

安全統括管理者

運航本部長 整備本部長 客室本部長 空港本部長 貨物郵便本部長

運航安全推進部長 整備管理部長 客室安全推進部長 空港企画部長 業務部長

グループ安全対策会議

グループ航空安全推進委員会

社長

安全推進本部長

議長

委員長

J-AIR JTA JAC RAC HAC

議員

委員

社長

安全統括
管理者

安全担当
役員

社長

安全統括
管理者

安全担当
役員

社長

安全統括
管理者

安全担当
役員

社長

安全統括
管理者

安全担当
役員

社長

安全統括
管理者

安全担当
役員

安全憲章
　安全運航は、JALグループの存立基盤であり、社会的責務で
す。JALグループは安全確保の使命を果たすため、経営の強い意
志と社員一人一人の自らの役割と責任の自覚のもと、知識と能力
の限りを尽くして、一便一便の運航を確実に遂行していきます。
　そのために私たちは以下のとおり行動します。

・ 規則を遵守し、基本に忠実に業務を遂行します。
・ 推測に頼らず、必ず確認をします。
・ 情報は漏れなく直ちに正確に伝え、透明性を確保します。
・ 問題、課題に迅速かつ的確に対応します。
・ 常に問題意識を持ち、必要な変革に果敢に挑戦します。

すべてのスタッフが安全のプロフェッショナルとして
お客さまに安全で快適な空の旅を提供します。

報告内容からハザード（危険要素）を把握して、そのリスクを評価し、
これを低減することで、不安全事象の芽を未然に摘み取ることが可能
となります。今後このような未然防止型の安全管理を強化します。
　また、2012年度に策定した5カ年の中期経営計画において、3本の
安全の柱である「安全を守る人財の育成」、「安全を守るシステムの進
化」、「安全を守る文化の醸成」を推進し、安全の層を積み重ねてきま
した。中期経営計画の最終年度である2016年度も、引き続きこれら
を推進していきます。
　昨年度、御巣鷹山事故から30年が経過しました。私たちは、過去の
悲痛な事故の教訓を忘れることなく、社員一人一人が「お客さまの尊
い命をお預かりしている」ことを肝に銘じ、これからも、お客さまに安
心してJALの翼をご利用いただけるよう、全社員が一丸となって安全
運航を堅持していきます。

安全のリーディングカンパニーを目指して

JALグループの経営基盤

取締役専務執行役員　運航本部長、安全統括管理者
進  俊則

　JALグループ安全憲章にあるように、安全運航は、JALグループの
存立基盤であり、社会的責務です。いかなる状況においても安全確
保を最優先に行い、お客さまに快適な空の旅を提供することが私た
ちの使命です。
　私たちは、高い安全水準を維持し、さらに向上させるため、
安全運航に関わるリスクを管理する安全管理システム（Safety 
Management System）を構築しており、これについて継続的に改
善および強化を図っています。例えば、この安全管理システムにおい
て、これまで育成してきた高い安全意識を持った社員が、日常の運航
現場で発生する些細な事象について逐一報告を行い、体系的にその
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2015年度に発生したトラブルを真摯に受け止め、
必要な対策を講じています

2015年度に発生した安全に関わるトラブルと対策
　JALグループでは、お客さまに安心して搭乗いただけるよう、安全
に関わる情報を積極的に開示しています。
　2015年度は、航空事故が1件、重大インシデントが3件※1発生しま
した。また、その他の安全指標については、機内や空港でのお客さま
のお怪我が12件、航空機システムの不具合などによるイレギュラー
運航が73件、ヒューマンエラーによる不具合が63件と、昨年度と比
べて横ばいで推移しています。ご迷惑、ご心配をおかけした皆さまに
は改めてお詫び申し上げます。
　なお、下記に報告する航空事故、重大インシデントにつきまして、
JALグループとして、調査機関の調査に全面的に協力するとともに、
必要な対策を行っていきます。
※1  重大インシデント5件の内2件については現時点でJALグループ側の問題は指摘

されていません。

 航空事故※2

日本航空3512便の右エンジン不具合に伴う緊急脱出（2016年2月23日）
　2016年2月23日、日本航空3512便(新千歳空港発/福岡空港着)が新千歳空
港の誘導路を地上走行中、右エンジンに不具合が発生しました。煙が機内に入っ
てきたため、緊急脱出を実施し、その際に3名のお客さまが負傷されました。う
ち1名の骨折が判明しました。
　本件は、国土交通省運輸安全委員会に原因究明などの調査が委ねられていま
す。当面の対応として、社内全組織に対して文書により事例周知するとともに、
ボーイング737-800型機では、エンジン推力を一時的に上げ、エンジンへの着
氷を防ぐ操作を、より効果的に行う手順の設定などを行っています。

 重大インシデント※3

他社機の離陸中断後の日本トランスオーシャン航空610便の滑走路への着陸
（2015年6月3日）
　2015年6月3日、那覇空港において、全日本空輸1694便が離陸滑走中、管
制官の許可を受けずに離陸した航空自衛隊機が前方を横切ったため、離陸を中
止しました。その際、同滑走路へ進入中の日本トランスオーシャン航空610便に
対し、管制官が着陸のやり直しを指示しましたが、全日本空輸1694便が同滑走
路を離脱する前に、日本トランスオーシャン航空610便が同滑走路に着陸しまし
た。お客さまおよび乗員に怪我はございませんでした。本事例は、「他の航空機
が使用中の滑走路への着陸」事例として国土交通省により重大インシデントと認
定されました。
　本件は、国土交通省運輸安全委員会に原因究明などの調査が委ねられていま
す。当面の対応として、社内全組織に対して文書により事例周知するとともに、
全運航乗務員に対して注意喚起を行い、当該事例を反映した着陸復行訓練など
を行っています。

日本トランスオーシャン航空002便　機内与圧の低下（2015年6月30日）
　2015年6月30日、日本トランスオーシャン航空002便が種子島近傍を巡航
中、客室与圧が低下したため、管制上の優先権を要求し高度約3,000mまで降下
する事例が発生しました。その後、同機は目的地の関西国際空港に着陸しました。
お客さまおよび乗員に怪我はございませんでした。本事例は、「航空機内の気圧
の異常な低下」事例として国土交通省により重大インシデントと認定されました。

　本件は、国土交通省運輸安全委員会に原因究明などの調査が委ねられていま
す。当面の対応として、社内全組織への事例周知に加え、ボーイング737-400
型機全機の点検を行うとともに、抽気系統の定期的な健全性確認などを実施し
ました。

日本航空38便　誘導路上での離陸操作開始（2015年7月12日）
　2015年7月12日、シンガポール国際空港において、日本航空38便が誘導路
上で離陸操作を開始した事例が発生しました。滑走路誤認に気付いた機長によ
り離陸操作が中断され、ほぼ同時に管制から停止の指示も出され、誘導路上に
停止しました。お客さまや乗員に怪我などはございませんでした。
　本件は7月31日シンガポール当局および国土交通省より重大インシデントに
認定され、関係当局に原因究明などの調査が委ねられています。当面の対応と
して、社内全組織に対して文書により事例周知するとともに、全運航乗務員に対
して安全討議などの意識を高める取り組みおよび誘導路の走行手順の明確化を
行いました。

※2  航空事故：航空機の運航によって発生した人の死傷(重傷以上)、航空機の墜落、
衝突または火災、航行中の航空機の損傷(その修理が大修理に該当するもの)な
どの事態が該当し、国土交通省が認定します。

※3  重大インシデント：航空事故には至らないものの、事故が発生する恐れがあった
と認められるもので、滑走路からの逸脱、非常脱出、機内における火災・煙の発
生および気圧の異常な低下、異常な気象状態との遭遇などの事態が該当し、国
土交通省が認定します。

航空事故・重大インシデントゼロ
航空事故・重大インシデントともにゼロを目指します。
イレギュラー運航を減らします
お客さまに不安を与えるだけでなく、ご旅程に影響を与えてし
まうイレギュラー運航を低減させます。
お客さまをお怪我からお守りします
お客さま一人一人が機内や空港などでお怪我されるようなこ
とがないよう引き続き取り組みます。
ヒューマンエラーによる不具合を減らします
運航、整備、客室、空港、貨物、保安の分野ごとに選定した、
ヒューマンエラーによるリスクの高い不具合を低減させます。

JALグループでは、2016年度も
以下の目標達成に向けて努力していきます。

ＪＡＬグループ安全報告書
航空法第111条の6「本邦航空運送事業者による安
全報告書の公表」の規定に基づき、「ＪＡＬグループ
安全報告書」を毎年公表しています。ＪＡＬグループ
6社の安全に関わる取り組みなどを、できるだけわ
かりやすくご説明しています。

1
2
3
4

JALグループ安全報告書は以下URLからダウンロードできます。
http://www.jal.com/ja/flight/safety/report/
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　JALグループでは存立基盤である安全運航を堅持するため、経営
目標に掲げた「輸送分野における安全のリーディングカンパニー」と
して、安全を守る文化の醸成、安全を守る人財の育成、安全を守るシ
ステムの進化の3つの取り組みを行い、安全の層を厚く積み重ねて
います。
　今後も、航空業界における最先端かつ優れたシステムを積極的に
取り入れ、さらにJALグループ独自の取り組みを加えることで、未然
防止型のリスク管理を充実させ、最高水準の安全管理システムを確
立していきます。

●「安全を守る文化の醸成」
　「安全は全社員で守る」「三現（現地・現物・現人）主義※1」という考
え方に基づき、新入社員安全セミナーを28回、新任管理職安全セミ
ナーを8回開催しました。加えて各職場で「報告と情報共有」を徹底し
ました。

●「安全を守る人財の育成」
　事業運営に関わるすべてのスタッフが、安全管理システム(SMS）の
基本知識を確実に理解したうえで業務を遂行することを目指し、JAL
グループ全社員を対象としたSMS教育を実施・完了しました。また、
各職場に配置した安全リーダーによる取り組みを、職場の枠を超えて
安全リーダー間で共有を図ることにより、JALグループ全体での安全
に関する意識・行動を活性化していきました。

●「安全を守るシステムの進化」
　トラブル発生の芽を摘むノーマル・ライン・オペレーション・モニタ
リング※2の仕組みをジェイエア、日本トランスオ−シャン航空、琉球エ
アーコミューターに展開するとともに、安全パフォーマンスモニタリ
ング※3のための安全情報データベースをより報告と分析が行いやす
いものへと改修しました。
※1  安全アドバイザリーグループの畑村洋太郎氏が、ものごとの本質を理解するう

えで重要と提唱している考え方。
※2  不具合の発生につながる潜在的な要因を見出す予防的な仕組み。
※3  安全に関わる指標や目標の達成度を定量的かつタイムリーに把握する仕組み。

安全意識教育
マニュアルを磨く文化

JALグループ
独自の取り組み

世界標準の
取り組み

報告する文化

一人一人の技量・知識のさらなる向上
安全リーダー

SMS教育（安全知識教育）

ノーマル・ライン・オペレーション・モニタリング
リスク評価の拡充

安全パフォーマンスモニタリング

文
化

人
財

シ
ス
テ
ム

対策 対策 対策 対策

原因 事故安全上の
不具合

従来のリスク評価
発生した不具合そのものに着目して原因
調査を行い、再発防止策を講じる。

リスク評価の拡充
発生した不具合が事故に至るリスクを評価
し、事故に至らないための対策を講じる。

JALにおけるリスク評価

新入社員安全セミナー

3つの取り組みを通して、安全の層をさらに厚く
ＪＡＬグループの「安全を守る取り組み」

安全を守る取り組み

安全リーダー

社長

安全リーダー

安全推進本部

現業部門

安全リーダー安全リーダー

本部長

安全担当部門

安全リーダーは、各部門にて安全を守る取り組みを推し進め、安全管理担当部
門との密接な連携の要となる役割を担います。活発な双方向コミュニケーショ
ンの要となり、経営トップから一人一人の現業スタッフが一体となって、一層強
固な安全管理体制を構築します。

安全のリーディングカンパニーを目指して

JALグループの経営基盤
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　2005年、JALグループは国土交通大臣よ
り事業改善命令を受け、第三者視点の助言
をいただくべく、2005年8月に安全アドバ
イザリーグループを設置しました。
　メンバーは、ノンフィクション作家で評論
家の柳田邦男氏を座長とし、ヒューマンファ
クター、失敗・欠陥分析、組織運営・文化、
安全などに幅広い知識、経験を有する5名の
社外有識者によって構成されています。
■ 経営とのフォローアップ会議
　安全アドバイザリーグループの方々とは、
毎年、経営とのフォローアップ会議を開催し、
JALグループの安全への取り組みの進捗を
確認するとともに、その都度ご助言をいただ
いています。
　2016年3月のフォロー
アップ会議では、2005年
に受領した「高い安全水準
を持った企業としての再生
に向けた提言書」の振り返
りに基づき、今後に向けた
提言をいただきました。

　1985年8月12日、日本航空123便が御巣
鷹の尾根に墜落し、520名の尊い命が失わ
れました。その事故の悲惨さ、ご遺族の苦し
みや悲しみ、社会に与えた航空安全に対する
不信の前で、私たちは二度と事故を起こさ
ないと誓いました。

見学をご希望の方は事前にホームページよりお申し込みをお願いします。
http://www.jal.com/ja/flight/safety/center/

運航訓練部（2016年6月まで安全推進本部
運営グループにて勤務）

北川  健士朗

第三者からの助言を安全に生かす「安全アドバイザリーグループ」

JALグループの“安全の礎”「安全啓発センター」

経営とのフォローアップ会議

安全の層を厚くし、
厳粛な安全文化を継承する
　私たちは安全を「層」として捉えています。
　安全は、常に継続的で確実な取り組みが
行われ、社員一人一人が高い安全意識を持
つことで「層」が厚くなり、思いがけない落と
し穴やヒューマンエラーから事故につなが
ることを防ぐことができると考えています。
　JALは過去に悲惨な事故を発生させ、安
全上のトラブルを連続発生させました。これ
らの深い反省に立ち、負とされる過去の遺
産から将来に向けて前向きに学ぶための安
全啓発センターは、私たちにとっての安全の
礎です。
　御巣鷹山事故を経験した社員が1割未満
となった今だからこそ、私たち若い世代が
意識的に受け継ぎ、将来の世代に語り継が
なければならないと考えています。
　お客さまにとって「安全は当たり前」でな
ければなりません。一方、私たちにとって
は、当たり前ではなく、一人一人の弛まぬ努
力によって成し遂げるものです。
　社員一人一人が安全運航のために何がで
きるかを自ら考え、行動していきます。
　私は、本年6月から運航乗務員の訓練を
開始しました。安全啓発センターで学んだ
安全運航の重要性、お客さまの命を預かる
という責任をしっかり果たし、運航乗務員と
して最善を尽くしていきます。

　JALグループではこれからも、安全アドバ
イザリーグループによるさまざまな意見や
提言を、グループ経営や安全業務に生かし
ていきます。

安全アドバイザリーグループメンバー
柳田 邦男 氏（座長） ノンフィクション作家、評論家

畑村 洋太郎 氏 工学院大学教授・東京大学名誉教
授／専門分野：ナノ・マイクロ加工
学、生産加工学、医学支援工学、失
敗学、危険学、創造的設計論

鎌田 伸一 氏 防衛大学名誉教授／専門分野：組織
論、経営学

芳賀 繁 氏 立教大学教授／専門分野：交通心理
学、産業心理学、人間工学

小松原 明哲 氏 早稲田大学教授／専門分野：人間生
活工学

　そして事故の教訓を風化させてはならない
という思いと、安全運航の重要性を再確認す
る場として、2006年4月に安全啓発センター
を開設しました。
　JALグループでは、この施設を、JALグ
ループ全社員にとっての安全の礎とし、お客
さまの尊い命と財産をお預かりしていること
の重みを忘れることなく、社会に信頼いただ
ける安全な運航を提供していくための原点
として活用しています。
　安全啓発センターは、航空安全に関心の
ある方々にも公開しています。2016年3月
末までに社内・社外を含め178,312名の方
が来訪されました。
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あらゆる部門で安全文化を醸成し、社員一人一人の
「最高のバトンタッチ」を通じて、すべてのお客さまの安全を守り抜きます。

貨物
　貨物に関しては国際便、国内便ともに所定の時間ま
でに受託し、安全確認のうえ、重量や形状に応じた積

み付け指示書を作成します。ここで最も大切なのは、爆発物を回避す
ることと、機体の中央に重心がくるよう積み付け時のバランスを取る
ことです。搬入される貨物は通常、安全性を担保する「特定貨物確認
書」が添えられますが、それがない場合は爆発物検査やX線検査を実
施し、不審な結果が出た時は警察に通報します。また重量管理では、
計量した重量と受託書類上の重量に差異がある場合、原因を特定で
きるまで積み込むことはありません。

セールス
　JALホームページやご契約企業の皆さま、旅行会社
さまを通じてお客さまへJALグループ商品の販売をす

ることが私たちの主な仕事です。お客さまに安全で快適な空の旅を
サポートすることが私たちの使命と考え、お客さまからのご要望を関
連部署へ正確にバトンタッチし、安全運航の堅持に努めています。ま
た、収入の最大化を目指し、安全への十分な投資につなげています。
これからもご旅行やご出張でJALグループをご利用いただけるよう、
お客さまに寄り添う気持ちを大切にするとともに、常に安全を心に刻
みセールス活動を行っていきます。

空港
　空港スタッフにとって最も重要な安全管理は、セ
キュリティの確保です。お手続きカウンターでは、予約

されたご本人かどうか、持ち込み禁止のお手荷物はないか、周囲に不
審な人や荷物はないか細心の注意を払っています。安全に影響を及
ぼす危険要素を見逃さないよう、常に危機意識を持って確実なチェッ
クを繰り返すことが重要です。また空港にてお怪我をされないよう、
お子さまやご高齢の方の様子に目を配ったり、体調のすぐれないお客
さまには、空港内診察所へご案内するなど、あらゆる面で、お客さま
のご搭乗までの安全にも留意するよう心掛けています。

予約・発券
　航空券のご予約・ご購入やJALのサービスに関する
お問い合わせに対応する部署です。お客さまのご質問

にお答えするだけでなく、最適な運賃やルートのご提案、渡航先の情
報を提供し、安全で快適な空の旅をサポートすることが私たちの使命
です。予約の段階で不安全事象を未然に防ぐために、常に確認を重
ね、不安を感じた時は関連部署と情報共有することを安全策の基本
としています。また、お客さまからお手荷物についてお問い合わせい
ただいた際には、危険物に相当しないか入念な事前確認を行うととも
に、安全運航の堅持とスムーズなご搭乗につながるよう空港にも情報
を引き継ぎ、常に安全を意識して業務を遂行しています。

お迎えしてからお送りするまで全員でお客さまの安全を守る

JALグループの経営基盤
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運航
　運航乗務員は、お客さまの搭乗から降機までの安全
を責任を持って担います。そのためには最新の情報を

共有し、絶えず知識を磨くとともに、体調を管理し、平常心を保つこと
を心がけています。運航中は「いつもの音」、「いつもの振動」を感じて
いることが重要です。少しでも不安を感じたら運航乗務員同士やオペ
レーションコントロールセンターと相談のうえで判断します。また客
室乗務員とのコミュニケーションを密にし、不測の事態が発生した場
合には、お客さまの安全を第一に規定に従って適切に対処します。さ
らに出発前に、機体を外側から目視し、異常がないか確認するのも機
長の大切な役目です。

客室
　保安要員として飛行中のお客さまの安全を守ること
は、客室乗務員の重要な任務です。万が一の緊急事態に

対応するために知識や訓練を積み重ねるだけでなく、安全で安心な空の
旅をお楽しみいただけるよう常に五感を働かせています。時には機体の
異常、機内の異変を感知することもありますが、運航乗務員や地上の整
備士と連携して速やかに対応し安全運航に努めています。また、機内は
地上とは異なる環境であり、旅のお疲れなどから体調を崩されるお客さ
まもいらっしゃいます。お客さまのご様子には常に気を配り、お怪我やご
病気に備えて機内には医薬品や医療機器を備え、その取り扱いや応急
処置を繰り返し学んでいます。情報を共有し、チームで力を合わせて不
安全事象の未然防止を徹底することが、機内の安全確保の要です。

整備
　整備部門では、点検や修理、改修といった機体その
ものに関わる作業だけではなく、機体から取りおろさ

れたエンジン、部品に対する作業も担っています。機体や部品の種類
やメーカー、導入時期によっても整備方法が異なり、国家資格や社内
資格などを取得したスペシャリストが責任を持って担当しています。
整備士は、小さな違和感に気付くことが大切であり、お客さまにお怪
我などないよう、想像力を働かせ作業を行い、安全性・定時性・快適
性・利便性のあらゆる面で、お客さまに安心してご満足いただける、
より質の高い空間の提供を目指しています。

グランドハンドリング
　航空輸送において、航空機の誘導、手荷物・貨物・
郵便の搭降載、機内の清掃、機体の洗浄など、地上

サービス全般を担うのがグランドハンドリング業務です。そのなかで
搭降載業務は、貨物室内のシステム操作やドアの開閉操作など、機
種ごとの資格を所持した作業者が常に細心の注意を払い、作業にあ
たっています。積み付ける際の重量バランスは航空機を安全に運航
するうえで大変重要な要素です。到着機から貨物を取りおろす際に
も、航空機のバランスを考慮し、取りおろしを行うなど常に安全を最
優先に作業を行い、日々、お客さまに安全で快適な空の旅を提供でき
るよう努めています。
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第1部：すばらしい人生を送るために
第1章　成功方程式（人生・仕事の方程式）

人生・仕事の結果＝考え方×熱意×能力

第2章　正しい考え方をもつ
人間として何が正しいかで判断する
美しい心をもつ
常に謙虚に素直な心で
常に明るく前向きに
小善は大悪に似たり、大善は非情に似たり
土俵の真ん中で相撲をとる
ものごとをシンプルにとらえる
対極をあわせもつ

第3章　熱意をもって地味な努力を続ける
真面目に一生懸命仕事に打ち込む
地味な努力を積み重ねる
有意注意で仕事にあたる
自ら燃える
パーフェクトを目指す

第4章　能力は必ず進歩する
能力は必ず進歩する

第2部：すばらしいJALとなるために
第1章　一人ひとりがJAL

一人ひとりがJAL
本音でぶつかれ
率先垂範する
渦の中心になれ
尊い命をお預かりする仕事
感謝の気持ちをもつ
お客さま視点を貫く

第2章　採算意識を高める
売上を最大に、経費を最小に
採算意識を高める
公明正大に利益を追求する
正しい数字をもとに経営を行う

第3章　心をひとつにする
最高のバトンタッチ
ベクトルを合わせる
現場主義に徹する
実力主義に徹する

第4章　燃える集団になる
強い持続した願望をもつ
成功するまであきらめない
有言実行でことにあたる
真の勇気をもつ

第5章　常に創造する
昨日よりは今日、今日よりは明日
楽観的に構想し、悲観的に計画し、楽観的に実行する
見えてくるまで考え抜く
スピード感をもって決断し行動する
果敢に挑戦する
高い目標をもつ

私たちには、JALの商品やサービスに携わる全員が持つべき
意識・価値観・考え方として、JALフィロソフィがあります。
共通の判断基準として日々 実践し、JALグループ全員が心をひとつにして
信頼し合い、お互いを尊重し、相互理解を深めています。

JALフィロソフィ

JALグループの経営基盤
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ＪＡＬフィロソフィ
教育

浸透活動

役員・部長 管理職 一般職

ＪＡＬフィロソフィ教育

社員有志による自主勉強会

JALフィロソフィ発表大会・社内報・社内イントラ・社員意識調査

各本部・各グループ会社独自のＪＡＬフィロソフィ浸透活動

リーダー教育フォローアップ勉強会

リーダー勉強会

全社員が心をひとつにする
JALフィロソフィの浸透

　私たちには、JALの商品やサービスに携わ
る全員が持つべき意識・価値観・考え方とし
て「JALフィロソフィ」があります。一人ひとり
がJALフィロソフィについての理解を深め、
共通の判断基準として日々の業務で実践す
ることで、JALグループ全社員が心をひとつ
にして信頼し合える仲間となるのです。
　JALフィロソフィを浸透させるためには、
役員・社員など役職にかかわらず、国内・海
外各地のJALグループ全社員を対象とした

「JALフィロソフィ教育」を継続的に実施し
ています。また、職場の垣根を越えて部門
横断的に教育を実施することで、相互理解
も深まっています。
　JALフィロソフィ教育のファシリテーター
は、運航、客室、整備、空港など各職場から
集まったメンバーで編成されています。各
メンバーはJALフィロソフィ教育の教材制作
および東京地区における教育を担当するほ
か、時には国内各地を訪問し、出張教育を実
施します。米国、欧州、アジア・オセアニア、
中国各地区では、現地のファシリテーターが
日本語・英語の教材を用いた教育を実施し
ています。
　また2016年度からは、各本部・グループ
会社が主体的に企画・運営を担うJALフィロ

運航に関わるすべての社員と
JALフィロソフィを通じてつながる
　JALフィロソフィには『最高のバトンタッチ』
という項目があります。飛行機が一便、お客
さまをお乗せして大空へと飛び立つには、た
くさんの社員が関わっています。頭ではわ
かっているつもりでしたが、それは漠然とし
たイメージにすぎませんでした。しかし、JAL
フィロソフィ教育により、今まで会うことので
きなかったたくさんの社員と直接意見を交わ
す機会を得て、仲間の思いを知ることができ
ました。今では仲間が手渡してくれたバトンを
しっかりと受け取り次へとつないでいけるよ
う、JALグループの一員という意識を強く持
ち、客室サービスに
あたっています。私
たちの共通言語とな
り、全社員へ浸透し
たJALフィロソフィ
は、お客さまへのよ
りよいサービスの実
現に寄与していると
実感しています。

ソフィ浸透への取り組みもスタートする計画
です。
　今後もJALフィロソフィのさらなる実践に
つながるさまざまな活動を通じて、JALグ
ループ社員の一人ひとりが、お客さまに最
高のサービスを提供し、企業価値を高め社
会の進歩発展に貢献していくことができる
よう、引き続き人財の育成に取り組んでいき
ます。

羽田第2客室乗員部
川生  真理子社長と社員が同じテーブルを囲んで（2015年度役員受講数延べ94回）

JALフィロソフィ浸透に向けた取り組みの全体像
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部門別採算制度導入の
背景として

　部門別採算制度とは、会社経営は一部の
経営トップのみで行うのではなく、全社員が
関わりを持って行うべきものだという考えに
基づき、会社の組織をできるだけ細かく分割
し、それぞれの組織の仕事の成果をわかり
やすく示すことで全社員の経営参加を促す
経営管理システムです。
　2010年1月19日の経営破綻以前のJAL
では、“利益について責任を持つ部署”が明
確ではありませんでした。販売(収入)計画と
費用計画が別々に策定され、両者が結びつ
いていなかったため、収入が落ちても迅速
に対応して費用を抑制することができず、最
終的に収支を見ると赤字になっているという
状況が繰り返されていました。社員それぞ
れも企業の一員としての採算意識を持つこ
とがなく、他人任せで、危機意識や一体感が
欠けていたことから、遂に経営破綻を招く結
果に至りました。
　経営破綻後、同じ過ちを繰り返さぬよう、
各部門の役割と責任を明確にするとともに、
経営状況をタイムリーに把握し、市場の変化
に即座に対応していくための経営管理システ
ムとして、部門別採算制度を導入することとし
ました。それぞれの組織の役割と責任を明確
にし、組織ごとの収支を把握できるようにした
ことで、個々の社員もまた、自分の活動の成
果が具体的に見える仕組みになりました。

制度の概要と仕組み

　旅客運送事業の収支に責任を持つ新たな
部門として、「路線統括本部」を新設し、社内
の各部門からの協力に基づいて旅客運送事
業を営む体制としました。
　旅客機を運航するために社内から提供さ
れるサービスに対する対価を「協力対価」と
呼び、部門間での取引を行っています。互い
に取引を行うことにより、各部門で「収支」を
把握することが可能になり、利益の創出に力
を入れるようになりました。
　各部門の活動の結果として、収入や経費
がそれぞれの実績として計上されることによ
り、現在は個々の社員にも結果への責任意
識が生まれ、仕事に対するやりがいや創意
工夫につながっています。
　また経営活動の結果は「採算表」（その部
門の損益計算書）にタイムリーかつ早期に反
映され、活動の成果を日々確認できるように
なっています。

部門別採算制度で運用する
「経営サイクル」とは

　部門別採算制度の導入以降、各部門では
収入・費用の年次計画（マスタープラン）を作
成したうえで、年次計画を達成するため、月
次の経営サイクル（PDCAサイクル）を運用し
ています。
　月次サイクルは、毎月初めに各部門が至近
の環境をふまえて、マスタープランの達成に
向けた自部門の収入・経費の月次予定を作成
し、その月の取り組み内容を明確にします。
　月中は、予定達成に向けて進捗状況を把握
して、状況に応じて予定を達成するための対
策を講じます。そしてその月の実績が出たの
ち、予定と実績の差異分析を行い、差異の原
因を明らかにしたうえで、翌月の予定作成に
生かしていく仕組みです。
　年度初めの年次計画作成に加えて、毎月

「予定」を作成することで、環境の変化に迅
速に対応できる経営サイクルの運用が行える
ようになりました。具体的には、部門別採算制
度の導入前後で以下の図のような変化が起
きています。

「部門別採算制度」の導入前後の違い連結収支は小さな組織ごとの収支の集積

以 前

年度初めに
「年度予算」を作成

年初に立てた「年度予算」
を実績と比較
→経済・経営環境が変わって
　しまっているなかでの比較
　となるため、予算分析が活
　用されない

現在
年度初めに
「マスタープラン」を作成
かつ毎月「予定」を作成

「予算」は、与えられたもの、
「使いきるもの」との認識

自らの意思で
「マスタープラン」を作成、
「売上を最大に、
経費を最小に」を目指す。

次月達成目標である「予定」
を毎月作成し実績と比較
→変化した環境を前提に、
　分析結果を翌月の予定
　作成に活用する

グループ連結収支

会社 会社

本部 本部 本部 本部

部 部部 部

グループ グループ グループ グループ グループ グループ

会社

グループ社員一人一人が経営への意識を持つことで、
機動的かつ健全な企業経営を行っていきます。

部門別採算制度

JALグループの経営基盤
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組織を横断する業績報告会

　月次の採算管理サイクルを回していくた
めに、JALグループでは採算を確認し、以
後の対応策を検討する会議を階層的に行っ
ています。
　毎月、各部門での実績が出ると、「業績報
告会」を実施し、採算表を使って実績とマス
タープラン・予定を比較したうえで差異要因
を分析して、今後の施策・予定について検討
しています。さらに各部門の業績報告会の
後は、グループ全体での業績報告会を経営
幹部出席のもとに開催しています。
　「グループ業績報告会」は、各本部の本部
長や関連会社の社長が、経営幹部に自部門
の経営実績および今後の予定数値を報告す
る場です。社長以下、全役員、主要関連会社
社長などを中心に陪席者含め約120名が出
席し、企業理念実現のため、JALグループの
経営について全幹部で真剣に議論を重ねて
います。

株式会社JALナビアでの部門別
採算制度への取り組み
　株式会社JALナビアはお客さまからの予
約・発券、お問い合わせなどに対応するコン
タクトセンターです。
　従来から、生産性や応対品質を意識しな
がらお客さまからいただく電話への対応を
していたものの、自分たちの業務がJALグ
ループへの利益に貢献しているという意識
はあまりありませんでした。しかし部門別採
算制度の導入後、電話応対数や予約、発券
に結びついた件数などの応対内容に、より
きめ細かい収入を設定することで、自分た
ちが実際に働いた成果が具体的な数字とし
て「見える化」され、JALグループへの貢献
度が実感できるようになりました。自分た
ちで立てた計画の達成へ向けてのこだわり
が生まれ、皆が知恵を絞って所属部門の収
入を最大化するための創意工夫を行うなど、

「プロフィットセンター」としての意識が高
まっています。
　また同時に、JALフィロソフィの浸透も深
まり、「世界で一番お客さまに選ばれ、愛さ
れる航空会社」への窓口として、サービス品
質の一層の向上に努めています。

グループ会社への展開と
その成果

　部門別採算制度については2011年度か
らグループ航空会社、旅客ハンドリング会
社、グランドハンドリング会社、貨物ハンドリ
ング会社、整備会社、販売系関連会社など、
主要連結子会社への展開を進めています。
2015年度には新たに6社への導入を行った
結果、導入会社数は日本航空を含め合計32
社となりました。これによりJALグループ全
体の社員数の約93％をカバーしています。
　グループ会社への展開が進むなか、導入
各社においても、収支に対する社員の意識
の変化、社員の創意工夫による業務プロセ
スの改善や職場の活性化などの効果が表れ
ています。これにより各社の自立的かつ健
全な経営の確立や、高い生産性と利益水準
の実現といった目に見える成果も出てきま
した。
　また、部門別採算制度を導入している会
社間では、収支改善についての好事例や、
運用面での課題などの共有を行っています。

「全員参加の経営」に向けたJALグループ
全社員への浸透やPDCAサイクルの深化へ
の取り組みを大きく進めています。
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取締役専務執⾏役員
⻫藤　典和
財務・経理本部長

取締役専務執⾏役員
乘田　俊明
経営企画本部長、
事業創造戦略部担当

取締役専務執⾏役員
菊山　英樹
路線統括本部長

取締役専務執⾏役員
進　俊則
運航本部長、
安全統括管理者

代表取締役社長
植木　義晴
経営会議議長、グループ安全
対策会議議長、コーポレートブ
ランド推進会議議長、JALフィ
ロソフィ委員会委員長、CSR委
員会委員長

取締役会長
大西　賢

JAL取締役のご紹介

JALグループの経営基盤
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代表取締役専務執⾏役員
大川　順子
コミュニケーション本部長

社外取締役
岩田　喜美枝

社外取締役
小林　栄三

社外取締役
伊藤　雅俊

代表取締役副社長執⾏役員
藤田　直志
社長補佐

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6

31TOP へ戻る



JAL取締役のご紹介

JALグループの経営基盤

植木　義晴
代表取締役社長
経営会議議長、グループ安全対策会議議長、コーポレートブランド推進会議議長、
JALフィロソフィ委員会委員長、CSR委員会委員長

運航乗務員として安全運航などに関わる現場の経験・見識を極めて高いレベルで
習得し、2012年からは代表取締役社長として、中期経営計画の策定を指揮し、強力
なリーダーシップと決断力を発揮して確実に遂行しています。また、指名委員会・報
酬委員会などの委員としても取締役会の監督機能の強化に大きく貢献しています。

大西　賢
取締役会長

整備本部を中心に従事し、航空業界における多くの知見・人脈を獲得。2010年か
らは社長として経営破綻後の会社更生を早期に成し遂げました。現在は取締役会
長、取締役会議長およびコーポレート・ガバナンス委員会の委員としても取締役会
の監督機能の強化に大きく貢献しています。日本空港ビルデング株式会社社外取
締役、公益財団法人JAL財団理事長、一般財団法人航空保安研究センター代表理
事を兼職。

1 2

⻫藤　典和
取締役専務執行役員
財務・経理本部長

長年にわたり財務・経理を中心に従事し、財務・経理、
IR活動などに関する知見を深めています。また、現在
は取締役専務執行役員　財務・経理本部長として、株
主・投資家にわかりやすく透明性の高い情報開示や
株主利益に資する的確な経営判断に大きく貢献して
います。

藤田　直志
代表取締役副社長執行役員
社長補佐

本社および大阪・沖縄・パリ支店などで販売・営業部
門を中心に従事し、旅客販売統括本部長としては収
入部門全体を統率し、実績をあげてきました。また、
現在は代表取締役副社長執行役員として社長を補佐
し、経営体制の一層の強化と充実に大きく貢献してい
ます。

大川　順子
代表取締役専務執行役員
コミュニケーション本部長

客室乗務員として現場の経験・見識を積み、2010年
からは客室本部長として本部の各課題・目標を高い
経営視点・実行力で達成しました。現在、JALブランド
の価値向上と東京2020オリンピック・パラリンピック
競技大会に向けた取り組み推進に大きく貢献してい
ます。

3 4 5

進　俊則
取締役専務執行役員
運航本部長、安全統括管理者

運航乗務員として安全運航などに関わる現場の経験・
見識を高いレベルで習得しています。現在は運航本
部長として本部の各課題・目標の達成と高い経営視
点・実行力で大きく貢献しています。

乘田　俊明
取締役専務執行役員
経営企画本部長、事業創造戦略部担当

本社および沖縄・メキシコ支店などで支店運営、営業
企画、人事・労務、経営企画、広報などの各部門を歴
任し、高い実績をあげてきました。現在は中期経営計
画の策定とその確実な遂行に大きく貢献しています。

菊山　英樹
取締役専務執行役員
路線統括本部長

本社および大阪・米州支社などで、ITシステム、旅客
予約、人事・労務、経営企画などを歴任。現在は路線
統括本部長として、綿密で確実な路線収支の向上・安
定に大きく貢献しています。

6 7 8

伊藤　雅俊
社外取締役

お客さま視点でのマーケティングに長けたグローバ
ル企業の経営トップとして、豊かな経験と高い見識を
有しています。味の素株式会社代表取締役　取締役
会長、公益社団法人日本アドバタイザーズ協会理事
長を兼職。

岩田　喜美枝
社外取締役

女性の活躍支援・ダイバーシティ・CSR・ワークスタ
イル変革などの豊富な経験・実績をもとに、客観的な
視点から当社への適切な監督・助言を行っています。
公益財団法人21世紀職業財団会長、東京都監査委
員などを兼職。

小林　栄三
社外取締役

総合商社の経営のトップとしての豊かな経験と見識を
もとに、当社への適切な監督・助言を行っています。
伊藤忠商事株式会社会長、オムロン株式会社社外取
締役、朝日生命保険相互会社社外監査役などを兼職。

9 10 11

1 2 3 45678 9 10 11

32

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6



TOP へ戻る

Business Operations

JALグループのビジネスと財務
財務サマリー………………………………………… 34
CFOメッセージ …………………………………… 35
国際線事業 ………………………………………… 36

路線ネットワークの充実 ………………………… 38
商品サービスの充実 …………………………… 40

国内線事業 ………………………………………… 42
「地方創生」の担い手として地域の活性化に貢献 … 44
各地に展開するJALグループ路線 ……………… 46

航空機投資戦略および保有機材の状況 ………… 48
その他事業 ………………………………………… 50

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6

33



財務状況
（億円）

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

営業収益  ¥ 12,388  ¥ 13,093  ¥ 13,447  ¥ 13,366
営業費用   10,435   11,425   11,650   11,274
営業利益   1,952   1,667   1,796   2,091
経常利益   1,858   1,576   1,752   2,092
親会社株主に帰属する当期純利益   1,716   1,662   1,490   1,744
1株当たり当期純利益（円）※1   473.36   458.45   411.06   481.29

ASK（百万席キロ）※2   81,189   83,319   84,003   84,196
RPK（百万人キロ）※3   57,049   59,135   60,103   62,411

EBITDAマージン（%）※4   22.3   19.1   19.8   22.3
EBITDARマージン（%）※5   24.8   21.5   21.8   24.0
ユニットコスト（円）※6   8.5   8.8   8.9   9.3
  燃油費含む   11.5   12.2   12.3   12.0

有利子負債  ¥ 1,601  ¥ 1,342  ¥ 1,005  ¥ 926
自己資本   5,650   6,902   7,764   8,430
純資産額   5,831   7,110   8,007   8,705
総資産額   12,166   13,401   14,733   15,789
発行済株式（千株）※7   181,352   181,352   362,704   362,704

営業活動によるキャッシュ・フロー  ¥ 2,648  ¥ 2,479  ¥ 2,611  ¥ 3,123
投資活動によるキャッシュ・フロー   (2,644)   (1,312)   (2,305)   (2,889)
財務活動によるキャッシュ・フロー   (606)   (619)   (673)   (496)
※1  当社は、2014年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を行っており、1株当たり当期純利益は、当該株式分割が2012年度の期首に行われたと仮定

して算定表示しています。
※2 座席キロ（Available Seat-Kilometers）旅客輸送容量の単位。総座席数×輸送距離（キロ）。
※3 旅客キロ（Revenue Passenger-Kilometers）有償旅客が搭乗し、飛行した距離の合計。有償旅客数×輸送距離（キロ）。
※4 EBITDAマージン＝EBITDA/営業収益  EBITDA=営業利益+減価償却費
※5 EBITDARマージン=EBITDAR/営業収益  EBITDAR=営業利益+減価償却費+航空機材賃借料
※6 ユニットコスト=航空運送連結費用(燃油費、収入費用両建ての関連会社向け取引を除く)/ASK
※7  当社は、2014年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割を行っています。

輸送実績
2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

有償旅客数
（人）

国際線 7,525,038 7,723,293 7,793,704 8,080,676
国内線 30,020,440 31,218,734 31,644,018 32,114,322
合計 37,545,478 38,942,027 39,437,722 40,194,998

有償旅客キロ
（千人・キロ）

国際線 34,036,119 35,390,384 36,109,588 38,069,127
国内線 23,012,898 23,745,163 23,993,738 24,341,972
合計 57,049,018 59,135,548 60,103,327 62,411,100

有償座席利用率
（%）

国際線 76.1 76.5 75.7 78.8
国内線 63.1 64.0 66.1 67.9
合計 70.3 71.0 71.5 74.1

有効座席キロ
（千席・キロ）

国際線 44,745,317 46,235,058 47,696,816 48,327,267
国内線 36,443,994 37,084,260 36,306,359 35,869,126
合計 81,189,311 83,319,319 84,003,176 84,196,394

有償貨物トン・キロ
（千トン・キロ）

国際線 1,378,282 1,512,142 1,754,657 1,724,590
国内線 360,176 366,989 356,691 363,200
合計 1,738,458 1,879,132 2,111,349 2,087,791

財務サマリー

JALグループのビジネスと財務
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収益性と安定性を兼ね備えつつ、航空需要の伸びに適切に対応し
常に成長し続けることで企業価値の向上を目指します。

CFOメッセージ

財務方針について

　JALグループでは部門別採算制度に基づ
いて社員一人一人が「売上最大、経費最小」
を意識して高収益の実現を目指すとともに、
環境変化に機動的に対応できる体制を構築
したうえで、企業価値の持続的な向上に努
めています。
●財務安定性の充実
　航空運送事業特有の事業リスクに備える
ため、財務安定性の充実を重要な課題とし
て捉え、代表的指標である自己資本比率を
安全な水準に保持することに取り組んでい
ます。中期経営計画では2016年度末に自己
資本比率50％以上の達成を目標としていま
したが、利益の蓄積と堅実な財務運営によ
り、昨年度末は53.4％となりました。今後も
さらなる充実を図るべく60％まで高め、同水

準を維持したいと考えています。あわせて、
今後の成長投資に対する資金調達手段の多
様性・柔軟性を確保するため信用格付けの
維持・向上を目指しています。現在R&I(格付
投資情報センター)およびJCR(日本格付研
究所)より共に「シングルＡマイナス」を付与
されていますが、今後も信用格付けの一層
の向上に取り組んでいきます。
●投資管理・リスク管理
　投資の成果を着実に実現し、資産効率を
維持・向上できるよう投資管理を行ってい
ます。具体的には、厳格なハードルレートを
用いた投資採択基準の適用、投資後の定期
的なモニタリングを行う仕組みを構築して
います。また、起こり得る事業環境の変化に
伴う財務上のリスクを適切に把握するため、
定期的に将来の財務シミュレーションを実施
し、経営陣とその内容を共有しています。

●株主・投資家との建設的な対話
　私が株主・投資家の皆さまとの窓口とし
てIR責任者となっています。皆さまと積極的
に対話を実施するとともに、その内容につ
いて定期的に経営陣へフィードバックを行
い、ご要望やご意見を経営上の課題として
共有しています。
●資本政策
　株主資本コストを意識し、これを上回る
資本効率の達成を目指していきます。具体
的には、財務体質の健全性を確保したうえ
で、収益性と資産効率を高めることにより、
10％以上のROE（株主資本利益率）を維持
するよう努めます。
　また、株主の皆さまへの利益還元を経営
の最重要事項のひとつと捉えており、将来
の企業成長のための投資や内部留保を確
保しつつ、継続的な配当を通じて株主の皆
さまへの利益還元を積極的に行っていきま
す。具体的には、親会社株主に帰属する当
期純利益から法人税等調整額の影響を除い
た額の25%程度を株主の皆さまへの配当
に充てることとしています。
　なお、当社の財務状況、株価動向および
経済環境などを見据え、必要に応じて、財務
目標の見直しや株主還元のさらなる充実に
ついても柔軟に検討します。

2018年3月期以降の方向性

　2018年3月期以降、いたずらに規模のみ
を追わず、収益性に重きを置くという現在の
方向性を大きく変えることはありません。こ
れまでの5年間で培ってきた収益性と安定性
に、成長性をもっと皆さまに感じていただけ
るような経営を目指します。

取締役専務執⾏役員　財務・経理本部長

⻫藤　典和

収益性
● 事業規模だけではなく収益性も追求
● 資産効率・資本効率を意識

利益率 ROE

10%

安定性
●  自己資本比率を財務安定性と資本効率を両立させ

る適正な水準に維持
● 信用格付けの向上

自己資本比率 信用格付け

Aマイナス
Aフラット60%

成長性
●  収益性を維持した供給戦略
●  高効率の新世代航空機の導入

国内線ASK 国際線ASK

Chapter TOPへ戻る

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6

35TOP へ戻る



　2015年度は、円安基調やここ数年におけるビザ緩和を背景に、年間の訪日外国人
数が前年比47%増の1,974万人と過去最高になる一方、出国日本人数は前年割れと
なり、45年ぶりに訪日外国人数が出国日本人数を上回りました。
　JALでは、旺盛なインバウンド需要を積極的に取り込んだことで過去最高のロード
ファクターを達成するとともに、レベニューマネジメントシステムの活用と新商品投入
路線の拡大により単価の向上を図りましたが、燃油サーチャージ引き下げの影響によ
り、ユニットレベニューは前年度比2.6%の下落となりました。
　羽田・成田の2大ハブ機能の充実・発展を目指すなか、2015年度の羽田発着路線に
ついては、昼間帯発着枠において上海（浦東）線、広州線を開設するとともに、北京線を
増便しました。成田発着路線については、太平洋線共同事業パートナーのアメリカン航
空の最大拠点である、ダラス・フォートワース線を開設し、米国内および中南米エリア
との乗り継ぎの利便性を大幅に向上させました。
　機材については、欧州、東南アジア路線を中心に「JAL SKY SUITE」機材の導入を進
め、欧州路線は全路線で「JAL SKY SUITE」機材による運航を実現し、お客さまの快適
性の向上に努めました。

2015年度の振り返り

201420132012 2015 201420132012 2015 201420132012 2015 201420132012 2015

4,066
4,375 4,548 4,487

7,525 7,723 7,793 8,080

（億円） （千人） （百万人・キロ） （百万席・キロ）（%）

（年度） （年度） （年度） （年度）
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

3,000

6,000

9,000

0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

76.1 76.5 75.7 78.8

有償旅客キロ（左軸）
有効座席キロ（右軸）

34,036

44,745 46,235 47,696

35,390 36,109
38,06938,069

48,327

旅客収入 有償旅客数 有償座席利用率 有償旅客キロ／有効座席キロ

国内線　44%

2015年度
部門別

売上高比率

その他　13%

国際線　43%

国際線事業

JALグループのビジネスと財務
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　2016年度は燃油サーチャージの引き下げが見込まれるもの
の、引き続き新商品投入路線の拡大とレベニューマネジメント
システムの活用による単価向上や、インバウンド需要の取り込
みによってロードファクターを引き上げ、ユニットレベニューは
ほぼ前年並みとする計画です。
　変動する需給環境に的確に対応して経営資源を配分し、こ
れまでに構築してきたネットワークの利便性やお客さまの快適
性の向上を図ります。特に、導入を進めている787型機に加え
て、新たに777-200ER型機を「JAL SKY SUITE」仕様に改修し、

「JAL SKY SUITE」仕様機材の運航路線を拡大します。
　引き続き、増収増益という「成長」の実現に向け、ユニットレベ
ニューを重要業績評価指標（KPI）とし、路線ネットワークや商品
サービスの充実を図りながら、ユニットコストの変化率を上回る
ユニットレベニューの上昇を実現していきます。

2016年度の事業見通し
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JALは、単に規模拡大のみを追うことなく、採算性を十分に見極めたうえで、自社ネットワークを展開し、
ワンワールド加盟航空会社、およびワンワールド アライアンス外のパートナーともコードシェアを拡充し、
日本国内、そして世界を結ぶ利便性の高いネットワークを構築しています。

路線ネットワークの充実

成田=ダラス・フォートワース線
の開設

　2015年11月30日より、成田＝ダラス・
フォートワース線の運航を開始しています。
ダラス・フォートワース空港は、全米各都市
へのネットワークに加え、中南米エリアへ
の豊富なネットワークを誇っており、この路
線開設により、米国内および中南米エリア
との乗り継ぎの利便性が大幅に向上しまし
た。加えて、成田＝ダラス・フォートワース線
には、787-8型機に「ひとクラス上の最高品
質」をコンセプトとした「JAL SKY SUITE」仕
様機材を投入し、最大級のおもてなしでお
客さまをお迎えしています。

アメリカン航空との共同事業による
中南米ネットワークの拡大

　ダラス・フォートワース空港はアメリカン航空の最大拠点であり、5つ
のターミナルと7本の滑走路を持つ巨大空港です。世界3番目の総発
着数を誇り、その7割がアメリカン航空で占められています。
　同空港はアメリカ国内の豊富なネットワークに加え、航空渡航需要

の伸びが著しいメキシコを含む中南米エリア
39地点に週間414便のネットワークを持ち、
アメリカ国内各地への移動、および中南米各
地への乗り継ぎ利便性に優れた空港となって
います。
　さらに、メキシコ・ブラジル・ペルーなど
アメリカ以外の目的国へ同日乗り継ぎをす
る場合には、乗り継ぎ空港であるダラス・
フォートワース空港において、お客さまが受
託手荷物を受け取って預け直す必要がない
ため、乗り継ぎが非常にスムーズです。
　世界最大手のアメリカン航空との共同事
業は今年で6年目を迎え、運航便7路線11便
でスタートした日本＝北米ネットワークは、今
般の成田＝ダラス・フォートワース線を加え
て10路線15便にまで拡大しました。

国際線事業

JALグループのビジネスと財務

ニューヨーク
シカゴ

サンフランシスコ

ロサンゼルス

JAL運航路線
JAL&AA運航路線

羽田関西

成田

サンディエゴ

バンクーバー

ダラス・フォートワース

ボストン

JAL&AA日本＝北米路線ネットワーク

ダラス・フォートワース

ミネアポリス
インディアナ
シンシナティ
セントルイス
メンフィス

モンテレイ
サンルイスポトシ
アグエスカリエンテス
サン・ホセ・デル・カボ
グアダラハラ
レオン
ケレタリ
メキシコシティ

ワシントン（ダレス）
ボルチモア
フィラデルフィア
ワシントン
（ロナルド・レーガン）
ルイビル
ローリーダーラム
シャーロット
ナッシュビル
アトランタ
オーランド
マイアミ
ニューオリンズ
カンクン

ヒューストン
オースティン

デイトン
デトロイト
コロンバスオハイオ レキシントン

パナマシティ

ボゴタ

リマ

サンティアゴ
ブエノスアイレス

サンパウロ

39都市
 

 414便

10路線
 15便

ダラス・フォートワースにおけるアメリカン航空の主要ネットワーク
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　JALは航空連合「ワンワールド アライアンス」に2007年に
加盟し、現在は15社となった加盟会社との連携により以下の
ようなサービスをご提供しています。

●  JALマイレージバンク会員さまの、ワンワールド加盟航空
会社便でのマイル積算・特典利用。

●  JALのステイタス会員さま、JGC会員さまに、ワンワールド
加盟航空会社のプレミアム空港ラウンジ、セキュリティ優先
レーン、優先搭乗、手荷物許容量のご優待、プライオリティ
バゲージサービスなどをご提供。

●  お得な世界一周運賃「ワンワールド・エクスプローラー」や
「周回旅行運賃」などのワンワールド運賃をご提供。

●  スムーズなお乗り継ぎをサポートするワンワールド・グロー
バルサポート。
また、2015年には以下のようなワンワールドメンバー航空

会社とのネットワーク拡充を図っています。

●  ブラジルへのコードシェアにつき、既存のアメリカン航空
の路線に加え、2015年4月からブラジルのTAM航空と、
ニューヨーク・ロンドン・パリ・フランクフルト＝サンパウロ
線、およびニューヨーク＝リオ デジャネイロ線でのコード
シェアを開始。

●  サンパウロ・リオ デジャネイロからのブラジル国内線でも
TAM航空とコードシェアを実施し、JALコードシェア便が就
航するブラジル国内の都市は、2都市から13都市へ大幅に
拡大。
さらに、JALは提携のより深化した形態として、ブリティッ

シュ・エアウェイズおよびフィンエアーとの欧州線共同事業、
アメリカン航空との太平洋線共同事業を実施しています※1。
共同事業においてもコードシェアの拡充などを図り、対象事業
領域における合算収入の最大化を図りました。

　一方、ワンワールド以外の航空会社との提携については、
2015年10月から就航した羽田=広州・上海（浦東）線で、中国
東方航空・中国南方航空の運航する便にコードシェアを開始。
2016年度に入り、6月よりアラスカ航空の運航するロサンゼ
ルス、サンディエゴ、バンクーバー、サンフランシスコを発着
する路線においてコードシェア便を展開し、マイレージ提携も
実施します。

　今後も航空各社との協力関係を拡充し、お客さまの利便性
を高めるとともに、旺盛な訪日需要や日本経由で外国へ向か
う通過需要の取り込みにも対応していきます。
※1  独占禁止法適用除外を前提に、定められた事業領域にて参画企業が同

一企業のように事業活動を行うこと。具体的には、サービス品質向上・
ダイヤ調整・販売活動を一体となって行う。

JAL＋コードシェア

154カ国/地域 1,011空港

ワンワールド アライアンス加盟会社ほかとの提携

（2016年3月31日現在）
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ニューヨーク
ボストン

シカゴ

ロサンゼルス

ホノルル

ダラス・フォートワースダラス・フォートワース

サンフランシスコ

成田/羽田

ジャカルタ

シドニー

シンガポール
クアラルンプール

マニラバンコクバンコク

ハノイ

上海
広州

デリー

パリ

ロンドン
フランクフルト

モスクワ

ヘルシンキ

JAL SKY SUITE 777運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 767運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 787運航
成田発着路線

長時間におよぶ国際線フライトで、お客さまのストレスをできるだけ軽減するため、
「新・間隔エコノミー」やフルフラットシートなどを採用した「JAL SKY SUITE」機材への更新を進めています。
今後も順次、世界各地を結ぶ路線に導入を展開し、客室居住性の一層の向上に努めていきます。

商品サービスの充実

国際線事業

JALグループのビジネスと財務

ニューヨーク
ボストン

シカゴ

ロサンゼルス

ホノルル

ダラス・フォートワースダラス・フォートワース

サンフランシスコ

成田/羽田

ジャカルタ

シドニー

シンガポール
クアラルンプール

マニラバンコクバンコク

ハノイ

上海
広州

デリー

パリ

ロンドン
フランクフルト

モスクワ

ヘルシンキ

JAL SKY SUITE 777運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 767運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 787運航
成田発着路線

JAL SKY SUITE運航路線（2016年7月1日現在）

ニューヨーク
ボストン

シカゴ

ロサンゼルス

ホノルル

ダラス・フォートワースダラス・フォートワース

サンフランシスコ

成田/羽田

ジャカルタ

シドニー

シンガポール
クアラルンプール

マニラバンコクバンコク

ハノイ

上海
広州

デリー

パリ

ロンドン
フランクフルト

モスクワ

ヘルシンキ

JAL SKY SUITE 777運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 767運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 787運航
成田発着路線

ニューヨーク
ボストン

シカゴ

ロサンゼルス

ホノルル

ダラス・フォートワースダラス・フォートワース

サンフランシスコ

成田/羽田

ジャカルタ

シドニー

シンガポール
クアラルンプール

マニラバンコクバンコク

ハノイ

上海
広州

デリー

パリ

ロンドン
フランクフルト

モスクワ

ヘルシンキ

JAL SKY SUITE 777運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 767運航
成田発着路線
羽田発着路線

JAL SKY SUITE 787運航
成田発着路線

エコノミークラス／JAL SKY WIDER

すっきりとしたゆとりの足元空間新型のフルフラットベッド木目調の上品な空間

ビジネスクラス／JAL SKY SUITE Ⅲファーストクラス／JAL SUITE
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商品サービスの充実

JAL SKY WIDER
新・間隔エコノミー
　「ひとクラス上の最高品質」をコンセプトとし、エコノミークラスで
は通常より足元の広い「新・間隔エコノミー」JAL SKY WIDERを、ビ
ジネスクラスでは全席通路アクセス可能なフルフラットシートを採用
した「JAL SKY SUITE」機材の導入を進めています。2015年度には
777-300ER型機、767-300ER型機に加えて、「JAL SKY SUITE」仕
様の787型機の導入を開始しました。
　これにより「JAL SKY SUITE」機材は、合計で33機となり、ご利用
可能路線は22路線となりました。「新・間隔エコノミー」は前後間隔を
最大で10cm拡大することで大幅な居住性の向上を図り、他社との比
較において世界最大級のスペースを確保していますが、それに加え、
787型機のエコノミークラスは横9席配列が世界の主流を占めるな
か、787型機「新・間隔エコノミー」では、横8席配列を採用し、座席幅
でも+5cmのゆとりを実現しています。
　こうした取り組みが評価され、JALのエコノミークラスが世界のエ
アラインユーザーが選ぶSKYTRAX社による2015年ワールド・エア
ライン・アワードにおいて「ベスト・エコノミークラス・エアラインシー
ト」賞を受賞しました。
　 今 後 も777-200ER型 機 を「JAL SKY 
SUITE」仕様に改修し、東南アジア・ハワイ
を中心として投入を進めていく予定です。

国際貨物

　JALCARGOの商品は、「Temp.コントロール、スピード、プロテク
ト＆ケア、搭載保証」という、お客さまのニーズによって4つのカテゴ
リーで構成されています。
　さらに産業別のニーズに合わせて、より細分化した商品サービスを
ご提供し、多彩な商品・サービスでお客さまのあらゆるニーズにお応
えします。

■ Temp.コントロール：鮮度が重視される生鮮品、化学品をはじめ、より厳
格な温度管理が必要な医薬品をご希望の温度設定で輸送します。

■ スピード：輸送にかかる時間を短縮。お客さまの効率的な生産管理・在庫
計画をお手伝いします。

■ プロテクト＆ケア：精密機器、楽器、そして美術品といった、細心の注意を
要する貨物を、衝撃を抑制する取り扱いで輸送します。

■ 搭載保証：この便で確実に届けたい、というニーズに応える保証サービス
です。

　2015年度はその取り組みの一環として、新型の定温コンテナや旅
客便による完成車輸送を可能とする器材を自社開発しました。

787型機の一般的な9席配列

横9席

横8席

JAL SKY SUITE 787配列

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8

【Temp.コントロール】
定温コンテナ

高い保温能力のある蓄熱剤と真空断
熱材により、外気温に影響されない温
度管理を提供します。従来の輸送ステ
イタス情報に加え、輸送中の環境データ

（温度、衝撃、位置情報など）のリアル
タイムでの提供も可能となりました。

【プロテクト＆ケア】
完成車輸送器材

ハンドル付きの専用輸送器材により、大
型自動車を旅客便下部貨物室に搭載で
きるようになり、旅客便での完成車輸送
が可能となりました。
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　2015年度は、過去に運休した地方路線のうち6路線の季節
運航を継続しました。また天草エアライン株式会社とのコード
シェアを開始し、さらなる利便性向上と地域経済への貢献に努
めました。新仕様機材「JAL SKY NEXT」については、羽田空港
から各地方を結ぶ路線に加えて、伊丹空港発着路線にも順次拡
大しました。
　空港面では、お客さまの簡単・便利・シンプルなご利用を目
指した「JALスマートスタイル」のコンセプトのもと、「JALエクス
プレス・タグサービス」を羽田・新千歳・伊丹・福岡・那覇空港へ
展開しました。また羽田空港の保安検査場待ち時間をスマート
フォンのアプリでご案内するサービスを開始したことにより、ご
搭乗口までの移動もスムーズになりました。新千歳・伊丹・那覇
空港では、スマートフォンやパソコンを無料で充電できる「JAL
充電ステーション」を設置しました。
　運賃面では、新運賃「ウルトラ先得」の設定に加えて、繁忙期
における割引運賃の設定便を拡大し、帰省やご旅行などの目
的で多くのお客さまにご利用いただきました。事前購入型の乗
り継ぎ運賃については設定区間を拡充するなどの取り組みを
強化し、地域間の交流促進・地方活性化に努めました。また「ふ
るさと割」を利用した地域振興プロモーションを行うなど、国・
自治体が進める地方創生事業に参画し、各地域への誘客に貢
献できる取り組みを行いました。さらに、12月からは訪日旅行
需要喚起を目的とした新運賃「Japan Explorer Pass」を設定
し、海外からの多くのお客さまが地方を訪れる機会を創出して
います。
　航空券と宿泊プランを自由に組み合わせてつくる「JALダイナ
ミックパッケージ」については、パソコン・スマートフォンサイトの
全面リニューアルを行い、見やすさ、使いやすさの向上を図ると
ともに、オプショナルプランを大幅に充実させ、お客さまのご希
望にあわせたさまざまなアレンジが可能となりました。

国内線　44%

2015年度
部門別

売上高比率

その他　13%

国際線　43%

2015年度の振り返り

国内線事業

JALグループのビジネスと財務

30,020 31,218 31,644 32,114

201420132012 2015 201420132012 2015 201420132012 2015

（億円）

（年度） （年度） （年度） （年度）

（千人） （百万人・キロ） （百万席・キロ）（%）

0
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20,000
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0
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201420132012 2015

63.1 64.0 66.1 67.9
4,852 4,874 4,875 5,012

23,012

36,443 37,084 36,306

23,745 23,993 24,34124,341

35,869

有償旅客キロ（左軸）
有効座席キロ（右軸）

旅客収入 有償旅客数 有償座席利用率 有償旅客キロ／有効座席キロ
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　2016年度においても、夏期季節運航となる地方6路線や「コ
ンテスト枠」※1による羽田=山形線の1日2便運航の継続など、
ネットワークキャリアとしてお客さまの利便性向上と地域への
貢献に引き続き取り組んでいきます。新仕様機材「JAL SKY 
NEXT」については、2016年度中に対象全機への導入を完了
し、あわせて機内の無料ビデオプログラムのコンテンツ拡充や
機内インターネットの利便性向上を図ります。
　空港面では、新千歳空港に「ダイヤモンド・プレミアラウンジ」
を新設するほか、伊丹・福岡・那覇空港においても施設の拡充
を進め、新たな価値を創出、提供していきます。
　運賃面では、引き続き、個人化、WEB化を重点課題とし、
ソーシャルメディアやモバイル活用の促進と「JALダイナミッ
クパッケージ」の商品拡充を行います。また「Japan Explorer 
Pass」の多言語対応を進め、海外発のお客さまの選好性向上に
取り組んでいく計画です。
※1  航空会社の自助努力のみでは路線の維持・充実が困難な路線について、地域と

航空会社による路線充実にかかわる共同提案について評価を行い、優れた提案
の路線に対して羽田空港国内線発着枠を配分するもの。

JAL SKY NEXT「クラスJ」

ダイヤモンド・プレミアラウンジ（羽田）

2016年度の事業見通し
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日本の航空会社として、国内各地の経済活性化と地方創生への取り組みを応援するため、
JALグループでは、地方自治体とのタイアップ、インバウンドの獲得と地方への誘客など、
国内・海外の両マーケットに向けたさまざまな仕組みづくりを展開しています。

「地方創生」の担い手として地域の活性化に貢献

地方創生 × JAL

　日本の地方がそれぞれの特徴を生かし、自律的で持続的な社会を
築いていく地方創生。地方都市の人口流出や産業衰退が課題となっ
ている現在、地域の持つ伝統的な魅力や観光資源を広く発信し、国内
における地域間流動の創出や人的交流の拡大に取り組むことが求め
られています。
　JALグループはネットワークキャリアとしての強みを最大限に活用
し、運賃施策など各種営業施策による地域への旅行需要喚起を行
うとともに、地域と一緒に、地域の元気をつくっていく「新・JAPAN 
PROJECT」を通じて地域の魅力を高める取り組みを進めていきま
す。また、増加する訪日外国人旅行者の地方誘客への取り組みの実
施により、国内・海外双方のマーケットに対して日本の地域活性化に
向けたさまざまな取り組みを展開しています。

国内マーケットへの取り組み

■「ふるさと割」を利用した地域振興プロモーションの展開
　JALホームページの旅の提案サイト「JAL旅プラスなび」での地方
自治体とのタイアップ企画による地域の情報発信に加え、2015年度
は国・自治体が推進する地方創生プログラムのひとつである「ふるさ
と割」事業に参画しました。
　8自治体と連携して、ふるさと割クーポンの利用により「JALダイナ
ミックパッケージ」をお手頃な価格でご購入いただけるプランを用意
し、首都圏から各地域への誘客に貢献することができました。
　2016年度も「JALふるさと応援割」と題したJAL独自の取り組みと
して、「JALダイナミックパッケージ」での販売促進を通じた地方への
応援を継続していきます。

■「乗り継ぎ割引」の拡大で地域間需要を創出
　東京や大阪などの都市を経由して、地方から地方へ移動するため
の乗り継ぎ割引運賃を提供し、地域間流動の活性化に取り組んでいま
す。2015年度は、事前購入型の「乗り継ぎ割引28」について設定区間
を拡大するとともに、割引率も大幅に拡大し、地域プロモーションとあ
わせて、乗り継ぎを活用した新たな需要創出に取り組みました。
　2016年度も、JALグループの路線ネットワ−クを最大限に生かし、
特に地方各地への便の利便性の高い羽田空港経由での乗り継ぎ便
のご利用を促進することで、より一層地域間交流の活性化に貢献して
いきます。

海外マーケットへの取り組み

■訪日外国人観光客を日本各地へ
　日本を訪れる外国人観光客は急増しており、2015年はおよそ
1,974万人と過去最高を記録しました。観光庁の都道府県別外国人延
べ宿泊者数によると、いずれの都道府県も前年を大きく上回った一方
で、引き続き三大都市圏※1での滞在が中心となっています。またニー
ズの多様化により、訪日旅行の手配方法に関しても、パッケージ型の
団体ツアーから、個人で手配するスタイルに移行が進んでいます。
　こうした旅行手配の変化をふまえながら、海外からのお客さまを
日本の各地へご案内するための取り組みとして、国内線WEB運賃

「Japan Explorer Pass」を設定し、販売を開始しています。ご希望
便の72時間前まで販売し、日本に来てからも国内線の航空券手配が
可能となりました。今後も、よりフレキシブルに訪日観光の旅程を組
み立て、気軽に国内線を利用して日本各地を訪れていただくための
仕組みづくりとプロモーションに取り組んでいきます。

国内線事業

JALグループのビジネスと財務

訪日外国人旅⾏者数推移

2014

1,341

2013

1,036

2012

836

2011

622

2010

861

2015

1,974

2016
（予想）

2,150

（年）

（万人）

※出典：日本政府観光局（JNTO）

※1  日本の三大都市の都市圏である首都圏・中京圏・近畿圏

屋久島

古都京都の文化財

厳島神社
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インバウンドの増加と
地方創生がJALにもたらすこと
　人口減少に直面する日本において、今後国内線の大幅な需要の伸び
が見込めないなか、日本と異なる繁閑特性を持つ訪日市場は、通年で
安定した国内線の収入基盤を築くための新たなビジネスチャンスと捉
えています。市場の拡大を背景に、海外から直接日本の各地に乗り入れ
るチャーター便や海外LCCの地方空港への就航が増加しており、国内
線事業にとっても、国内航空のみならず海をはさんだ海外航空会社と
の競合関係が激化しています。
　私たちは「Japan Explorer Pass」WEBサイトの多言語展開をはじ
め、この運賃を利用した周遊型の広域観光に関する情報発信など、幅
広い国内線ネットワークを持つJALだからこそ実現できる観光体験の
提案を海外に向けて発信し、各地への誘客に結びつけていきたいと考
えています。
　日本の航空会社として、地方自治体
や訪日市場を取り巻くさまざまな事
業者とのパートナーシップを築きなが
ら、単に地点と地点を結ぶ線としての
役割を担うだけでなく、線から面への
取り組みへと発展させる役割が求め
られています。各ステークホルダーと
の連携を通じて、私たち自らも日本の
文化や自分たちの住む地域の価値を
再認識することが、地方創生の実現と
今後のJALの成長につながるのだと
思います。

国内路線事業部企画グループ
鈴木  洋亮

国内貨物

　2016年4月より国際貨物の基
幹システム刷新を受け、2014年
9月末に先行して刷新した国内貨
物の基幹システムとの一体運用
を実現しました。これにより、国内・国際の接続の輸送面において貨物
予約や動態管理面の利便性を高めるとともに、地方の農水産物の輸出
拡大と地方創生にも貢献していきたいと考えています。

INBOUND / 2015

2,136万人
年度
（2015.4～2016.3）

※出典：日本政府観光局（JNTO）

北海道／知床半島

青森／白神山地・青池

富士山

古都京都の文化財

白川郷・五箇山の合掌造り集落
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長崎

国内線事業

JALグループのビジネスと財務

日本トランスオーシャン航空株式会社（JTA）
代表取締役社長　丸川 潔

　沖縄の本土復帰前から「南西航空」として運航し、2016年で創立49年になる
「うちな〜の翼」です。もとは沖縄本島と離島をつなぐ生活路線でしたが、現在
はこれに加えて沖縄と羽田・中部・関西・小松・岡山・福岡を結び、737型機12
機で13路線、1日70便を運航しています。沖縄県では2015年度の観光入域者
数は過去最高を記録し、特にアジア圏を中心としたインバウンドは大きな伸びを
見せています。当社でも利用者の多くは観光のお客さまで、競合も多いのが実
情です。その対応策として、JALグループとしての最高品質に沖縄らしさを盛り
込み、またデスティネーションの魅力を広く発信して地域の振興に貢献していま
す。同時に今後とも一層の採算性追求を進め、地域路線を守り続けていきます。

琉球エアーコミューター株式会社（RAC）
代表取締役社長　伊礼 恭

　2016年で創立31年目を迎える「沖縄
圏域の離島を結ぶ翼」です。現在、沖縄本
島・那覇空港を中心に、北は奄美大島・与
論島、東は南・北大東島、西に久米島、南
西方向には宮古島・多良間島・石垣島・与
那国島の先島諸島を結ぶ12路線を1日
41〜43便運航し、ご利用の地元の皆さ
まの 足 の 役 割 を
担 い、地 場 産 業

の振興、さらには沖縄圏域の主要産業である
観光振興にも努めています。保有機材は、これ
まで39人乗りのDHC8-Q100型機4機と50人
乗りのDHC8-Q300型機1機の合計5機を保有
していましたが、後継機として2016年4月より
DHC8-Q400型機カーゴ・コンビ（CC）を導入し
ました。DHC8-Q400CC型機は、客席を50席と
し、貨物室を大型化することで、既存機材に比べ
客席数で約1.3倍、貨物スペースは約2.5倍に拡
充しています。新機材は2017年度末までに順
次既存全機の更新を進めていく予定で、離島在
住のお客さまやビジネス利用のお客さまのさら
なる利便性の向上、観光誘客のさらなる促進に
取り組んでいくとともに、離島地域の生鮮魚介
類や農産物などの大量高速輸送を通して、産業
振興のさらなるお手伝いも行っていきます。

ビジネスや観光のお客さまはもちろん、地方都市や離島を広く結ぶことで地域の方々にとっても欠かせない足となっている地方路線。
JALグループでは、地方路線の維持と高品質なサービスのご提供を通し、地方創生と地域社会への貢献に努めています。

各地に展開するJALグループ路線
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日本エアコミューター株式会社（JAC）
代表取締役社長　加藤 洋樹

　1983年にJAL60%、奄美群島12市町村40%の出資により奄美群島路線の維持発展
のために創立し、今年33周年を迎えました。当初は、19人乗りのDO228型機3機での
4路線の運航からスタートし、現在は、74人乗りのDHC8-Q400型機10機、36人乗り
のSAAB340B型機9機で、鹿児島空港を拠点に、鹿児島県内の種子島・屋久島や奄美
群島の島々、そして福岡から中四国方面や島根県の隠岐の島など、離島路線を中心に
西日本各地を結ぶ20路線を運航しています。
　2017年1月には、快適性、経済性にすぐれたエアバス・グループの48人乗り最新鋭
のターボプロップ機であるATR42-600型機を導入し、順次機材の更新を進めていくこ
とで、これからも鹿児島の離島路線をはじめとし、西日本の各地をきめ細かく結びJAL

グループの利便性の高いネットワークサービスを提供していきます。

株式会社ジェイエア（J-AIR）
代表取締役社長　大貫 哲也

　J-AIRは大阪（伊丹）空港を拠点に、「地域と地域を結ぶことでお客さまに喜
んでいただけるネットワークをご提供する」ことを目的にJALグループの地方
路線の主翼として、31路線、1日192便を運航しています。
　JAL国内線の約2割の便数を担っており、これまでのCRJ200型機（50席）、
エンブラエル170型機（76席）に加え、当社機材としては初めてクラスJ座席
を備えたエンブラエル190型機（95席）を本年5月より大阪（伊丹）−鹿児島
線、7月より大阪（伊丹）−仙台・福岡線に導入しました。会社創立20周年を迎
える2016年度は、各地の主要空港から、さらに広範囲な地方ネットワークの
拡充を進めていきます。

　J-AIR運航の約5割が東北発着路線であり、震災復興支援として東北各空港で子供たちを招いた体験飛行
や航空教室を開催するなど、社会貢献活動にも積極的に取り組んでいます。
　私たちは、J-AIRらしい「お客さまの心に寄り添う、地域に密着した温かいサービス」をご提供することによ
り、JALグループが目指す「世界で一番お客さまに選ばれ、愛される航空会社」を全社員で実践しています。

株式会社北海道エアシステム（HAC）
代表取締役社長　桑野 洋一郎

　丘珠空港をハブとして釧路・函館・三
沢、離島の利尻・奥尻を結ぶ「道民の翼・
島民の翼」です。2011年度にJALグルー
プから離れ、2014年度に再度傘下に入
りました。36人乗りSAAB 340B型機3
機を保有し、1日26便を運航しています。
北海道は非常に広く、札幌から釧路へは
車で5時間かかりますが、航空機なら45
分です。丘珠と釧路・函館を結ぶ路線は

毎週のように利用されるビジネスのお客さまが多数です。一方、北海道
全体ではインバウンドが急増しており、新幹線も開通した今後は離島へ
と足を延ばすお客さまも増えると見込まれます。当社では、お客さまと
の距離が近い小型機のよさとJALグループらしい高品質のサービスを
強みとし、ビジネス利用のお客さまに加えて、個人や小グループをター
ゲットに一層の観光誘客にも力を入れていきます。

（2016年7月1日現在）
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■ JALグループ航空機投資推移 ■ JALグループ機材数推移

2014 2015 2016（予） 2014 2015 2016（予）

1,610

1,910 2302241,870 226

（年度） （年度）

投資対効果の十分な検証を
実施することを前提に、快適な旅を提供するための
機材計画を進めています。

快適性と環境に配慮した航空機導入

　航空機については、2015年度は787型機を6機受領し、経年化し
た777、767型機の退役を順次進めました。またグループ航空会社に
おいても、日本トランスオーシャン航空で737-800型機、琉球エアー
コミューターでDHC8-Q400CC型機、ジェイエアではE170型機2機
を受領しています。
　2016年度の航空機投資額は1,910億円を見込んでいます。旧型
機に比べて燃料効率が20％高く、低騒音の787型機は新たに7機を
受領して合計33機になり、またグループ航空会社においては、ジェイ
エアでは初めて「クラスJ」を採用したE190型機の初号機、日本エアコ
ミューターでは快適性と経済性に優れた小型機ATR42型機の初号機
を導入する予定です。これによって、2016年度末時点のJALグルー
プの総機材数は、国際線85機、国内線145機の合計230機となる見
込みです。

居住性の向上を目指す客室改修

　客室改修については、顧客選好性向上の取り組みを継続し、国際
線機材では、客室仕様を一新して快適性を高めた「JAL SKY SUITE」
仕様の777-200ER型機を導入する予定です。国内線機材では、居住
性に優れ、機内インターネット接続も完備した「JAL SKY NEXT」へ
の改修を2016年度に完了し、全77機が揃う予定です。ジェイエアの
ERJ型機についても、機内インテリアの刷新とともに、新たに機内イ
ンターネット接続サービスの導入を進めます。
　さらに2017年度以降の計画として、機内の居住性や燃料効率の
高いエアバス社のA350型機や、低騒音で環境への負荷も少ない三
菱航空機社の小型機MRJ型機の新規導入も控えています。今後と
も、お客さまの快適性と利便性の一層の向上に向けて取り組んでい
きます。

航空機投資戦略および保有機材の状況

JALグループのビジネスと財務

（億円） （機）
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※1  リージョナルジェット略

大型機
777-300ER 13機
777-300 4機
777-200ER 11機
777-200 12機

中型機
787-9 3機
787-8 23機
767-300ER 32機
767-300 9機

小型機
737-400 12機
737-800 51機

RJ機※1

EMBRAER170 17機
CRJ-200 9機
DHC8-Q400 10機
DHC8-Q400CC 2機
SAAB 340B 13機
DHC8-Q300 1機
DHC8-Q100 4機

40機

67機

63機

56機

合計226機
（2016年3月31日現在）
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その他事業

JALグループのビジネスと財務

その他の事業においても、お客さまの利便性向上を通じて
JALグループの企業価値の最大化に努めています。
主要2社での概況は以下のとおりです。

　商品企画にあたっては、各方面の
担当が専門知識に磨きをかけ、多様
化するお客さまニーズを的確に把握
し、本物志向と徹底した品質管理を
貫き、“高品質で安心感ある旅”をつ
くり出しています。
　国内商品・海外商品ともに、期首の

「白いパンフレット」をはじめ、方面・
時期など多種多様な期中・スペシャ
ル商品パンフレットをご用意しているほか、「JMB会員さま向けの専用パンフレット」
も制作しています。

株式会社ジャルパック

　株式会社ジャルパックは、需要動向にあわせてタイムリーに各種
商品を展開することで、増収を図りました。
　2015年度の海外旅行の取り扱い人数は、欧州方面の情勢不安な
どの影響により、前期を11.7％下回る24万3千人となりました。国内
旅行の取り扱い人数は、「JALダイナミックパッケージ」が好調に推移
したことにより、前期を5.6％上回る242万9千人となりました。
　以上の結果、営業収益（連結消去前）は1,722億円（前期比
1.4%増加）となっています。
　2016年度においても、引き続きお客さまの声をお聞きしながら、
多様化するニーズに対応し“JALパックならでは”の快適な旅や体験を
お届けするよう努めていきます。

株式会社ジャルカード

　株式会社ジャルカードは、インターネットやダイレクトメールによる
積極的なキャンペーンを実施するとともに、主要空港ではタブレット
を活用した受け付けを開始し勧誘スタッフを増員するなど、新規会員
の入会増加に努めました。また、TVミニ番組の提供や文化イベント
協賛により認知度向上を図り、商品面ではパイロット姿のミッキーマ
ウスのデザインカード「JAL・JCBカード（ディズニー・デザイン）」を
発行しました。これにより、会員数は2015年3月末より9万1千人増加
し、312万9千人となりました。
　取り扱い高については、マイルが2倍貯まる特約店の拡充やカード
利用促進につながる施策の実施、上位カードへの新規加入や切り替え
を推進したことで、堅調に推移しました。以上の結果、営業収益(連結消
去前)は204億円（前年同期比4.2％増加）となっています。
　2016年度においても、日々の消費生活を旅につなげることで、人
生に、旅という喜びを実感できるクレジットカードとして、お客さまに感
動と喜びの機会をご提供していきます。
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JALグループでは企業理念に、お客さまに最高のサービスを提供することを掲げています。
最優先である「安全」を確保しつつ、定時運航を確実にすることこそ航空会社としてあるべき基本品質であり、
私たちにとっての誇りある使命。そのベースのうえに、お客さまの視点に立ったきめ細かな心配りを積み重ねていくことが、
JALグループが大切にする“サービス品質”です。

JALが提供する基本品質

定時性

JALグループの考えるサービス品質

アジア・パシフィック
主要航空会社部門

第1位

JAL定時到着率

89.44 %

アライアンス
部門

第1位

JAL所属定時到着率

80.97%

主要航空会社
部門

世界第1位

JAL定時到着率

89.44 %

定時性

快適性

利便性

※1  2010年はアライアンス部門が設定されておらず、アジア・リージョナル航空会社部門（現在は設定なし）で受賞

お客さま

安全

定時到着率で4度目の三冠

　JALは、航空会社の定時到着率など、さまざまな分析を行っている米国のFlightStats社
より、2015年1月〜12月の国内線・国際線をあわせた運航実績について、主要航空会社部
門（Major International Airlines）で世界第1位に認定されました。そのほか、アジア・パ
シフィック主要航空会社部門（Asia-Pacific Major Airlines）でも第1位、アライアンス部門

（Airline Alliances）でもJALが所属するワンワールドが第1位に評価され、JALが対象となる
3部門すべてにおいて第1位となりました。
　過去、三冠を獲得した航空会社は世界でJALだけであり、今回は2010年※1、2012年、
2013年に続いて4度目の三冠獲得となりました。
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全社員がベクトルを合わせて

　お客さまのお時間を大切にするため、安
全を最優先とした「定時運航」は公共交通機
関に欠かせない基本品質のひとつ。その実
現は、お客さまの定時出発へのご理解・ご
協力とともに、JALグループ全社員一丸と
なっての取り組みなくして、なし得るもので
はありません。
　航空機の運航には、予約・空港・航務・グ
ランドハンドリング・貨物・整備・運航・客室・
セールス、その他サポート部門や本社企画
部門など、数多くの部門が関わっています。
共通の目標である定時運航に向けては、一
便一便のフライトに対して各部門のスタッ
フがベクトルを合わせ、一人一人確実な業
務にあたることが重要となります。また同時
に、部門と部門、スタッフとスタッフが業務
のバトンをしっかりとつないでいくことも不
可欠です。

　つまり、私たちがいかに「ベクトルを合わ
せ」て、次につなぐ仲間のことを思い浮かべ
ながら「最高のバトンタッチ」を行えるかが、
定時運航を実現する大きな鍵です。
　また、定時性をより一層向上させていくた
めには、「昨日よりは今日、今日よりは明日」
と創意工夫を重ねる必要があります。各部
門内の業務はもちろんのこと、部門を超え
た提案、ほんのわずかな改善・改良策であっ
ても、今後も日々、取り組みを積み重ねてい
きます。

JALフィロソフィの実践が生む
定時性

　JALグループでは、定時運航を含めたJAL
の商品やサービスに携わるうえで持つべき
意識・価値観・考え方を示した「JALフィロソ
フィ」を、全社員が常に業務に反映できるよ
う日々学んでいます。
　40項目から構成される「JALフィロソフィ」
のなかには、「ベクトルを合わせる」「最高の
バトンタッチ」「昨日よりは今日、今日よりは
明日」という項目もあります。つまり、社員一
人一人が「JALフィロソフィ」を確実に実践す
ることが、お客さまに安全かつ出発・到着の
定時性に優れた快適な空の旅を提供するこ
とにつながるのです。
　私たちは、これからも「JALフィロソフィ」
を胸に、安全運航の堅持を前提としたさらな
る定時性向上にチャレンジし、日本の交通機
関が誇る高い定時性品質を世界に向けて発
信し続けていきます。
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確かな予約・発券作業と同時に、
お客さまに対して出発時刻など
の必要な情報をお伝えします。

マーシャラーが左右の翼端監視
員とともに、着陸した飛行機を
正規の駐機位置に安全・確実に
導きます。

お客さまの搭乗手続き・お手荷
物預かりをするとともに、搭乗
ゲートまでの案内や移動の所
要時間、搭乗時刻のご案内をし
ます。

機体への給油は、天候、お客さ
ま・乗務員の人数、貨物の積載
量に基づき、適切な量の燃料を
搭載します。また、無駄を生じさ
せないことで環境に配慮するこ
とも意識しています。

翌日にスムーズな案内ができる
よう団体のお客さまの座席のア
サインやボーディングパスの事
前準備、お手伝いが必要なお客
さまの確認を実施しています。

便の到着後、整備士は機体のへ
こみや傷など約50の定められ
た項目に従って点検。乗務員か
らの故障や不具合の報告に基づ
き処置をします。

座席やお手洗いなどの清掃、お
客さまがご使用になる毛布やま
くら、機内誌などの整頓と補充
など、快適な機内環境を迅速に
整える役割を担っています。

機内食を載せたトラックは、衛
生面はもちろんのこと、定時運
航を実現するため、時間厳守で
工場を出発し、機内食の搭載を
行います。

予約・発券 スポットイン チェックイン 給油

空港 整備チェック 機内清掃・機用品搭載 ケータリング

　安全運航と定時運航は、お客さまの安心と信頼を得るためにエア
ラインとして厳守すべき最も大切な約束です。航路の所要時間は風
向きによっても変わります。また出発・到着機が重なる時には待機が
必要な場合もあります。そうした条件のもとでも定時性を維持でき
るよう、運航に関わるあらゆる部門・スタッフが迅速かつ的確な行動と

「最高のバトンタッチ」を心がけています。私たちはこれからも、職種
を超えた連携や改善提案を通じて、世界品質の安全性・定時性確保
に注力していきます。

前日 出発前便到着前〜直後

一便一便のフライトに向けて、すべてのスタッフが心をひとつに。
緻密な業務と的確な連携を通した「最高のバトンタッチ」を心がけています。

定時到着率世界No.1を支える連携体制

JALグループの考えるサービス品質

定時性
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出発直前 ブロック
アウト

前便に乗務した運航乗務員から
の報告、整備士からの整備状況
の確認後、飛行計画の打ち合わ
せ、客室乗務員とのブリーフィ
ングを行います。

お客さま一人一人に検査の事前
準備にご協力いただきスムーズ
かつ厳正なチェックを実施して
います。

お客さまをお迎えする準備を
速やかに整え、ご搭乗中にはス
ムーズなお席のご案内や適切
な手荷物収納などの客室安全を
確認し、定時出発を目指します。

天気、空港など運航に関わるあ
らゆる情報を収集し、適切な高
度や飛行経路、方式を選択でき
るよう運航乗務員に情報提供を
行っています。

お乗り継ぎのお客さまが次の
便にスムーズに乗り継げるよ
う、最短ルートでご案内してい
ます。お手伝いの必要なお客さ
ま、小さなお子さま連れのお客
さまが安心して降機いただける
ようにサポートします。

お手伝いが必要なお客さまの優
先搭乗や機内には持ち込めない
べビーカーのお預かりを行うな
ど、お客さまのスムーズな搭乗
を実現するためにさまざまな対
応をしています。

お客さまの人数や荷物・貨物の
サイズ、重量などのデータをも
とに綿密な計画を立て、正確か
つ迅速なウェイトバランスを実
現しています。

お手荷物の取り間違いが発生し
ないよう、お客さまにご確認を
お願いしています。旅の締めく
くりとして、なるべくお手荷物を
早く返却できるよう心がけてい
ます。

保安検査場

客室乗務員

航務・ロードコントロール

搭乗ゲートでの
お出迎え

搭乗ゲート 手荷物・貨物搭載

手荷物返却運航乗務員

到着

フライト中
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旅のひとときをより一層心地よく

ひとクラス上を目指した国際線
 
　国際線は、空港ラウンジ、座席、機内食、さまざまなタッチポイン
トにおいて「高品質・フルサービス」を追求し、お客さまが常に新鮮な
感動を得られるような商品サービスのご提供を目指しています。特に

「ひとクラス上の最高品質」をコンセプトとした「JAL SKY SUITE」機
材では、これまでにない機内快適性を実現しました。
　また既存機材の機内エンターテインメントでは300以上のプログ
ラムを配備していますが、「JAL SKY SUITE」機材の多くではさらに
インターネット接続サービスも実施しています。お客さま一人一人が
ご自身にあった機内の過ごし方をお選びいただけるよう、さまざまな
サービスをご提供しています。

JALグループの考えるサービス品質

快適性

居心地よく快適なフライトをお楽しみいただくため、JALではハード・ソフト面でも一層の充実に取り組んでいます。
お客さまの視点を大切に、居住性・利便性に配慮を重ねた、質の高いサービスのご提供に努めます。

エンター
テインメント

Wi-Fi

座席

ラウンジ

機内食

機内販売

お客さま

Noise 
Management

Lighting 
Management

Temperature
Management

JAL SKY PREMIUM

JAL SKY SUITE Ⅲ

56

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6



JAL SKY NEXT ファーストクラス

国内線の快適性も大幅に向上

　国内線では｢便利さ・シンプルさ｣を追求し、お客さまにご満足して
いただけるような商品サービスのご提供を目指しています。2014年5
月から導入した｢JAL SKY NEXT｣機材は、幹線のみならず各地方を結
ぶ路線にも展開を進め、2016年内にJAL国内線保有機材の全77機
へ導入完了の見込みです。全便・全席で革張りシートを採用し、機内イ
ンターネット接続サービスもご利用いただけます。グループ航空会社
においても、品質を向上させた客室仕様を展開していきます。
　また、｢JALスマートスタイル｣のコンセプトに基づき、より速く手荷
物をお預けいただける｢JALエクスプレス・タグサービス｣をはじめと
し、お客さまの利便性向上策に向けてさまざまな取り組みを進めて
いきます。

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6

57TOP へ戻るChapter TOPへ戻る



JALらしいおもてなしの心を基本に、一人一人のスタッフが志をひとつにしてご提供するヒューマンサービス。
お客さまのストレスを軽減し、旅の時間を快適にお過ごしいただけるよう、常に機内すべての状況に目配りしています。

おもてなしの心で最高のサービスを

JALグループの考えるサービス品質

快適性

お客さま一人一人の快適性を重視

　機内での快適性をつくり上げるものは、機体・座席などのハード、
機内食・機内エンターテインメントなどのソフト、そして客室乗務員一
人一人によるおもてなし＝ヒューマンの3つの要素です。
　JALグループでは、客室乗務員は空の旅の安全を守るとともに、日
本らしいおもてなしの心に基づいた細心のサービスを心がけていま
す。お客さまのお好みや機内サービスに期待するものは千差万別で
す。ご搭乗の瞬間からお客さま一人一人を心に留め、お声掛けするタ
イミングひとつでもお客さまのお気持ちにそえるよう、感知する力を
磨き上げ、状況にあった対応を行っています。
　お食事のサービスでは、食材によっては客室乗務員がひと手間加
えてできたての味わいに近づけ、最高の状態でご提供できるように準
備をします。そして、美しい所作や的確なご案内に加えて何よりも「お
いしく召し上がっていただきたい」という「思い」を大切にしてご提供し
ています。また、長時間のフライトではお客さまが自由にお飲み物や
スナックをお取りいただける「SKY OASIS」も設置しています。
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機内環境の快適さをつくる心配り

　閉鎖された空間で長時間をお過ごしいただく機内では、お客さまに
少しでも快適にお過しいただけるよう、客室乗務員は、温度、光、音と
いった部分でも、常に高品質なサービスをご提供するよう配慮してい
ます。
　例えば、薄着のお客さまが多いリゾート路線では、機内の温度を基
準より高めに設定し、夜間フライトでは、快適にお休みいただけるよう
に機内の静寂を保つ一方で、お休みになれないお客さまが、いつで
も客室乗務員に声がかけやすいように待機するなど、お客さまのご様
子に合わせた工夫を行っています。
　また、機内の清潔や調和を保つことも客室乗務員の役割です。安
全確認も兼ねてお客さまに気持ちよくお化粧室をお使いいただける
ようこまめに設えたり、何かお困りのお客さまがいらっしゃらないかを
早めに感知し、さりげないお声掛けをします。
　常にすべてのお客さまに目を配り、到着まで快適にお過ごしいただ
けるよう、これからも創意と工夫を重ねていきます。

外部からいただいた評価

　JALは「2015年度JCSI（日本版顧客満足度指数※1）第4回調査結
果」の国際航空部門「ロイヤルティ（再利用意向）」で3年連続、「顧客満
足度」では初の第1位の評価をいただきました。
　しかし国内線では1位獲得には至っておらず、今後も国際線も含
め、引き続きサービス品質の向上に努めます。
　また、2014年12月よりボーイング787型機に導入したシート「JAL 
SKY WIDER Ⅱ（スカイワイダーツー）」が、2015年度「グッドデザイン
賞」を受賞しました。国際線エコノミークラスシートでは、ボーイング
777-300ER型機、767-300ER型機に導入した“新・間隔エコノミー”
の第1弾「JAL SKY WIDER（スカイワイダー）」が2013年度に同賞を
受賞しており、連続受賞となりました。
　これら外部評価を励みに、JALグループの翼をご利用いただくすべ
てのお客さまにご満足いただけるよう、私たちはこれからもチャレン
ジを続けていきます。

※1： サービス産業生産性協議会に関するHP

http://www.service-js.jp/modules/contents/
?ACTION=category&cat_id=81

JAL SKY WIDER
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JALグループの考えるサービス品質

快適性

　「お客さまに最高のサービスを提供しま
す」という当社の企業理念には、お客さまに
世界一の「安全性」「定時性」「快適性」「利便
性」をご提供し、世界一の顧客満足を目指す
という意味が込められています。
　また2012〜2016年度の中期経営計画
においては、お客さまが常に新鮮な感動を
得られるような最高のサービスを心に置き、
2016年までに「顧客満足 No.1」を達成する
ことを経営目標のひとつとしています。
　当社の考える顧客満足とは、お客さまの
再利用意向と他者推奨意向を高めて、収益
を上げ、日本の航空会社として社会の進歩
発展に広く貢献していくという大きな流れを
目的としたものです。
　そして、顧客満足につながるすべての考
え方、価値観、行動はJALフィロソフィから始
まります。私たち全社員にとって、土台とな
る行動指針とも言えます。

　サービスは、ハード・ソフト・ヒューマンの
3つから構成されると当社では考えていま
す。この3つがしっかりと組み合わさった時
に最高のサービスが実現できます。居住品
質が高い機内座席、おいしい機内食をご用
意し、客室乗務員が心をこめてサービスする
ことでお客さまにご満足いただくことを目指
しています。
　当社では、サービスを企画するスタッフ、
その準備・サポートをするスタッフ、そして
実際にお客さまにサービスをご提供するス
タッフ全員がJALフィロソフィを実践し、お客
さまの心に寄り添い、ハード・ソフト・ヒュー
マンの3つの側面すべてにおいて高い品質
を実現できるよう今後もチャレンジしていき
ます。

ハード・ソフトの充実と、JALでこそのヒューマンサービスで
心のこもった最高のサービス品質を目指します

〔商品・サービス企画本部〕業務部業務グループ
馬場 ひかり（左）、浦澤 利幸（右）
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新たな価値の創造

ダイバーシティの実現
性別・出身会社・

国籍・年齢などの属性に関係なく、
社員一人一人の能力・経験・
感性・価値観を活かし、活躍する

制　度 風土醸成、意識改革

ワークスタイル変革 人財育成

ダイバーシティの実現
性別・出身会社・

国籍・年齢等の属性に関係なく、
社員一人ひとりの「能力」・「経験」・

「感性」・「価値観」を活かし、活躍する

新たな価値の創造

制 度 風土醸成
意識改革

ワーク
スタイル
変革

人財育成

一人一人の活力を生かしてお客さまに選ばれ、
愛される航空会社になるためにJALグループ企業理念を
実現できる次世代の人財づくりに力を注いでいます。

JALグループの人財

多様な人財が活躍できる職場環境づくり

多様な人財が活躍できる職場を目指して

　JALグループでは、多様な人財の活躍を推進していくことが新しい
企業価値を創造していくための源泉となるとの考え方から、性別・出
身会社・国籍・年齢・性的指向・性自認・障がいの有無などによらず、
誰もがいきいきと活躍できる会社を目指し、以下のようなダイバーシ
ティ推進への取り組みを続けています。

■ 活躍のためのインフラ整備
　多様な人財が活躍するためのインフラ整備として、共通の育成プ
ログラムを整えているほか、人事データベースのグループ共通化
を進めています。そのうえで、JALグループの経営やマネジメント
における役割の大きさが一定以上のポストを「グループマネジメント

（GM）ポスト」と位置づけ、報酬・処遇を統一し、出身会社によらず、
実力と意欲のある社員を登用する「GM制度」を導入しています。
■ 海外スタッフの育成
　「グローバルHR方針」を策定し、海外地区採用のスタッフの育成に
も力を入れ、日本派遣制度や日本語教育制度、グローバル研修など
の育成プログラムを整備しています。
■ ワークスタイルの変革推進
　2014年度より、「ワークスタイル変革推進室」を新設し、全社員が
これまで以上にやりがいを持って働き、活躍できるよう、社員の意識
改革とインフラ整備を加速しています。
■ ダイバーシティの推進
　2014年度より経営の明確な意思として、女性の活躍推進を目標に
掲げ、具体的な施策に取り組んでいます。全社員総活躍に向けた取り
組みをより一層深化させていくことを目的に、2016年4月より人事部
に「ダイバーシティ推進グループ」を新設しました。当該組織において
は、高年齢者雇用の促進や障がいのある方の活躍の場を増やす取り
組みなどについても、積極的に進めていきます。また、LGBT（性的マ
イノリティ）への理解を深める研修などを通じ、多様な価値観を認め
る風土を醸成し、働きやすい職場の実現や組織の活性化につなげて
いきます。

　これからもJALグループ全社員が、豊かな個性を生かし、新たな価値
を生み出していける企業風土を醸成すべく、努力を続けていきます。

執行役員　人財本部長
小田  卓也

　JALのフライト一便一便にはたくさんの社員が関わっています。私
たちは、それぞれの役割を担う一人一人の力が一本の線となり、途切
れることなくつながってこそ最高のサービスをお客さまに提供できる
と考えています。つまり、社員の力こそがJALグループを支える礎と
なっているのです。また、お客さまに心からのおもてなしを提供する
には、知識や技術など日々のスキルアップだけではなく、人間性も磨
いていくことが必要です。社員一人一人が魅力ある人間に成長して
いくため、その手助けすることが私の役目だと思っています。
　社員が自分自身の可能性を信じて、新しいフィールドに果敢にチャ
レンジし、経験の幅を広げ、真のリーダーとして活躍していくため、
JALグループではさまざまな制度や教育プログラムを整えています。
また、「異なる経験や価値観、新たな視点を持つ多様な人財の力を総
動員し、新たな価値を生み出し続けていくこと」こそが、「激化する競
争に打ち勝つための経営戦略」という考えに立ち、実力主義を前提
に、出身会社や採用地域を超え、能力と意欲のある社員の活躍の場
を広げてきました。
　これからもこの考え方を変えることなく、JALグループに集う全社員
がより一層その力を発揮できるよう、ダイバーシティ（多様化）やワー
クスタイル変革を推進し、また、健康経営についても真剣に取り組ん
でいきます。

Message

62

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6



JALグループ共通の教育・育成プログラムの充実

　JALグループでは、それぞれの職種、グループ会社で行う教育・研
修のほか、リーダー人財、安全・サービスのプロフェッショナル人財の
育成に主眼を置いた、JALグループ共通の教育・研修プログラムを充
実させています。
■ 新入社員教育
　入社直後に行う新入社員教育では、JALフィロソフィ、安全、ブラン
ドなど、JALグループの基礎を学びます。2016年は4月1日から4日
間、JALグループ34社1,100人を超える新入社員と、指導する先輩
社員が東京に集合し、合同で新入社員教育を行いました。学習はグ
ループ各社混成による班編成で進めます。JALグループ全体としての
一体感醸成がここから始まっていきます。
■ JALグループ基本教育・研修体系
　JALグループ各社・各部門では、お客さまへの最高のサービス提供
を目指し、共通の教育・研修体系を策定しています。

　教育・研修は大きく「階層別研修」「経営力向上研修」「スキルアッ
プ研修」「キャリア研修」「女性活躍」「活動型研修」「自己啓発（通信教
育講座）」と体系化しており、各教育・研修は、仲間との一体感を深め、
仕事に対する熱意を向上させる部門間交流型での実施を基本として
います。特に「経営力向上研修」では、ビジネススキルをさらに向上さ
せるため、合理的かつ効果的に問題解決できる力やファシリテーショ
ン（会議運営）するための知識・技術の習得、また基本的なマーケティ
ングの考え方の理解を目的として「論理思考・問題解決」、「ファシリ
テーション」、「マーケティング基礎」の3つの研修を新たに設定し、JAL
グループ社員であれば誰でも任意で参加できる形式にしました。
　「JAL教育センター」を中心に、より一層のプログラムの質の向上、
効果の最大化に向けた取り組みを続け、JALフィロソフィを体得・体現
し、JALグループ企業理念を実現できる人財づくりをこれまで以上に
推進していきます。
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新しい価値の創造を目指して
　働き方の見直しを率先して行ってきた調達本部では、場所にとらわれない働き方を実現し、外国人や育児
や介護などで勤務時間に制約のある社員でも働きやすい環境を整えています。また、社員一人一人が生産
性高く働くことによって生み出された時間を活用し、部内で人財育成のための調達教育を開催しています。
　社員が業務に必要なビジネススキルを学ぶプログラムを提供し、個々のスキルアップにも寄与していま
す。今後も、社員が社内外で得た知識や経験を生かし、既存の枠組みにとらわれない多様な価値を創出する
ことで、お客さまの多様なニーズにお応えできる商品サービスを提供できる航空会社になるよう、不断の取
り組みを続けていきます。

誰もがその能力と個性を存分に発揮し、活躍できる職場となるよう
職場環境の整備に努め、さまざまな取り組みを進めています。

ワークスタイルの変革を目指して

　社員一人一人が力を発揮し活躍するためには、誰もが働きやす
い環境を整備することが不可欠との考えから、JALグループでは、
2015年度より「ワークスタイル変革」に全社一丸となって取り組んで
います。
　全社員がやりがいを持って働き、生産性を高めます。その結果、生
み出された時間を余暇の充実や自己啓発、自身の健康的な生活など
に充て、仕事もプライベートも充実させるといったワーク・ライフ・バ
ランスを推進します。さらに、仕事において自身の経験や学びを還元
することで、新たな価値を生み
出し、その価値で会社も成長し
ていきます。こうした「ライフ」と

「ワーク」の相乗効果による真
の生産性向上を目指し、JALグ
ループでは次のような取り組み
を続けています。

■ 具体的な取り組み
①スタートアップ・ワークショップ
　全社のさきがけとして、2014年度から社内の1部門が、ITツール
の導入、勤務管理ルールの変更、ペーパーレスやフリーアドレス化
に取り組み、前年比大幅な残業削減を達成しました。それを受けて
2015年7月より、全社の意識改革がスタートしています。まずは、
JALグループ全間接部門の約4,000人の社員を対象にワークショップ
を開催し、先行取り組み部門の社員が講師として、自らの体験や取り
組みの目的や計画、業務効率を上げる具体的なスキルなどについて
語りました。

②業務ルール・「見える化」
　業務効率や時間当たりの生産性を意識して働くための仕組みづく
りとして、会議の開催、電話やメールの使用、退社時刻に関する全社
ルールを新たに制定しました。また、勤務実績報告会を新設し、各部
門長は自部門の課題を分析し、対応策を報告しています。部門ごとの
時間外労働や年休取得などの勤務状況の「見える化」を進めるととも
に、部門独自の工夫や取り組みなどの情報を共有することで、時間内
に仕事を終えることのできる風土を根付かせていきます。

③ITツール・オフィスファシリティー
　場所にとらわれない働き方を可能にするためのインフラ整備を強
化しました。現在は既に、運航や客室部門へのタブレット端末の導入
や、間接部門への携帯電話・モバイル端末の導入、VDI（仮想デスク
トップ）の活用などIT機器への投資が実施済みです。また、資料の電
子化や社内情報の共有化、決裁権限基準の見直しなどにより、業務
プロセスの効率化も図っています。さらに、在宅勤務などについて
も、社員が利用しやすくするべく、定期的に制度・運用を見直してい
ます。

　これからもワークスタイル変革を推進し、誰もがフェアに活躍でき
る環境を整え、真のダイバーシティを推進するための土台づくりに取
り組んでいきます。

JALグループの人財

ワークスタイルの変革

オフィスのフリーアドレス化、レイアウト変更で場所にとらわれない働き方を実現
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　JALの企業理念である「全社員の物心両
面の幸福を追求」し、「世界で一番お客さま
に選ばれ、愛される航空会社」となるため
には、その原動力となるJALグループ全社
員の心身の健康が不可欠であり、社員と
家族の健康は、会社にとってもかけがえの
ない「財産」であるとの社長メッセージのも
と、健康推進プロジェクト「JAL Wellness 
2016」を設定し、社員・会社・健康保険組合
が一体となって「健康づくり」に取り組んでい
ます。
　このプロジェクトでは、医療費分析などに
基づき、①生活習慣病、②がん、③メンタル
ヘルスを重点課題として、社員と家族一人
一人が健康についての自己管理意識を高
め、適切な生活習慣を身に付けること、定期
的に健康診断・がん検診を受けることで自
分の身体の状況を把握すること、自分のスト
レス度を自ら把握し対処する能力を身に付
けることを目指しています。
　一人一人の健康意識を高めるため、自分
と家族の健康診断結果や健康課題に基づく
行動宣言を盛り込む“参加型”の小冊子「JAL 
Wellness 2016 My Book」をJALグルー
プ全社員およびOBに配布しています。
　また、5カ年計画であるこのプロジェク
トでは、毎年施策内容・実施状況を、主要
グループ会社と健康保険組合で構成される

「施策検討会議」や「評価会議」で議論し、次
年度の活動に反映するとともに、進捗状況
について、役員会に報告しています。

■ 医療専門職によるフォローアップ
　定期健康診断のほか、職種ごとに必要と
される各種フォローアップを実施するため、
常勤の産業医・保健師・臨床心理士・薬剤師・
フィットネストレーナーなどの医療専門職が
きめ細かく対応しています。
　特に、時差や気圧・湿度の低い機内環境
のなかで「運航の安全」や「最高のサービス」
を提供するため、運航乗務員（約2,000人）
には法定の航空身体検査に加え、社内の常
勤精神科医と内科医による全員面談での
早期健康指導を行うほか、客室乗務員（約

5,000人）には、専属トレーナーによる乗務
前後のストレッチ指導を行っています。全客
室乗務員に配布されているタブレット端末に
はこのストレッチの動画レッスンが収録され
ており、各自が自宅や宿泊先のホテルで実
践することにより、万全の体調で次の乗務に
臨めるよう努めています。

■  各職場で健康活動を推進するWellness
リーダー

　職場における健康増進の推進役として、
全国の事業所で、130人以上の「Wellness
リーダー」を任命し、健康に対する意識改革
や行動変容を促すための「Wellness活動」
を展開しています。
　主な活動としては、職場単位で健康セミ
ナーやウォーキング大会、運動会の企画・開
催、体組成計を使った測定会の全国巡回な
ど、楽しみながら継続して生活習慣病の予
防に取り組んでいける活動を行っています。
また会社や健康保険組合も「階段（利用）の
すゝ め」、「昼寝のすゝ め」の奨励、本社事業所
の喫煙所の閉鎖などを実施して、社員の健
康づくりをサポートしています。

（2015年度は、これらの活動に約1,700人
の社員が参加しました。）

■ 活動の成果
　このような取り組みもあり、JALグループ
社員および家族の1人当たり医療費は、国民
1人当たり医療費（60歳未満）に比べて各年
齢層で平均20%程度低く推移しています。

2年連続で「健康経営銘柄」に選
定、日本航空健康保険組合も文
部科学大臣賞を受賞
　JALは経済産業省および東京証券取引所
により、初代銘柄選定に引き続き、この度
2年連続で「健康経営銘柄2016」に選定さ
れました（選定25社中2年連続は14社）。ま
た、JALグループ一体となった健康経営の
取り組みについて、日本航空健康保険組合も

「平成27年度体力つくり優秀組織」として、
文部科学大臣賞を受賞しました。

JALグループは会社の大切な財産である「人財」が心身ともに健康で
安心して業務を遂行できるよう健康経営を推進し、
安全運航を堅持するとともにお客さまへ最高のサービスを提供します。

「全社員の物心両面の幸福を追求」するには社員の健康が大前提

乗務前のストレッチ指導

健康経営
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JALグループにおける取り組み

■「JALなでしこラボ」の設置
　2015年11月より、新たに社長直轄のク
ロスファンクショナルチーム「JALなでしこ
ラボ」を発足させました。女性活躍推進の取
り組みをグループ全体で進めることを目的
とした「グループプロジェクト」と、多様な人
財が活躍する環境の実現に向けて研究を進
める「なでしこラボプロジェクト」を大きな2
つの柱とし、ワークスタイル変革や社員の
意識改革も視野に入れながら活動していま
す。また、「JALなでしこラボ」では、JALグ
ループ社員誰もが参加可能なコミュニティ
づくりを目的としたランチ会や、経営トップ
や社外講師の講話を聴くフォーラムなども
開催し、社員のダイバーシティに関する理
解を深めるとともに、全社員の就業継続の
意識を高める取り組みも行っています。

※ JALグループでは、「女性活躍推進法」の施行にあわ
せ、行動計画の策定義務のない社員300人以下の
会社も含め、全43社で行動計画を策定しています。

なでしこ銘柄に連続選出
　JALは経済産業省および東京証券取引所により、2014年度と2015年度のダイバーシティ
経営企業「なでしこ銘柄」に続けて選出されました。女性をはじめとする多様な人財の活躍推進
を今後の厳しい競争に打ち勝つための重要な経営戦
略と位置付け、さまざまな取り組みを進めてきたこと
を評価いただきました。今後も多様な人財が活躍でき
る企業を目指し、JALグループー丸となって取り組ん
でいきます。

JALグループでは、女性をはじめとした多様な人財が活躍できる会社を目指し、
ダイバーシティ（多様性）を推進しており、社員全員の働き方改革や意識改革の取り組みによって、
JALグループの女性管理職比率を現在(2016年3月31日)の15.6%から2023年度末には20%に引き上げる目標を立てています。

多様な人財が輝くJALであるために

JALの取り組み

■「環境の整備」
① 育児休職は最大3年間取得可能です。

2015年度の利用者は述べ782人（2015
年度実績：男性2人、女性780人）、育児休
業復職率は71.3%（業務企画職100%、客
室乗務職70%）です。また、各自の事情に
あわせて復職時期を変更することもでき
ます。

② 深夜勤務免除、育児のための短時間勤務
制度などを整え、多くの社員が利用して
います。

③ 一時保育補助、月極保育補助、育児用品
レンタル補助、および家事代行などの補
助サービスが利用できます。

④ 2016年度より新たな休職制度として、「配
偶者転勤同行休職制度」「不妊治療休職
制度」を導入。社員のライフステージにあ
わせ、就業継続できるような仕組みを整え
ました。また、同年4月に客室乗務職にお
ける契約社員制度を廃止し、在籍する契
約社員を正社員として雇用するとともに、
2016年4月以降に入社する客室乗務職に
ついては正社員として雇用します。

⑤ 介護休職制度を拡充し、特定目的積立休
暇制度（失効する年次有給休暇の積立制
度）の介護事由での取得を認めるなど、介
護する社員をサポートしています。

■「人財育成の強化」・「風土の醸成」
　適材適所、実力主義を前提に、これまで女
性があまり配置されてこなかった部門への
配置を拡大しています。客室乗務職の海外
配置は3期目となるほか、意欲のある社員が
さまざまな経験・キャリアを積むことができ
るよう海外を含めた配属を進めています。ま
た、女性社員を対象にした研修も継続して
実施し、育成の強化に努めていきます。
　管理職の業績評価には、女性を含めた部
下の人財育成を取り入れ、さらに35歳以下
の女性社員を部下に持つ管理職と人事部が
面談するなど、人財がより一層豊かに育まれ
る風土づくりを進めています。

■女性社員の研修
「ママ・カフェ」…育児休職から復職した社員
同士のネットワーキングづくりを目的とした
研修です。

「顧客価値創造プロジェクト研修」…女性なら
ではの視点や経験を生かし、お客さまに選
ばれる商品サービスなどの価値を生み出す
ことを目的とした研修で、女性社員の能力
開発に寄与しています。

JALグループの人財

女性活躍推進をはじめとしたダイバーシティの推進

日本航空は「次世代支援
認定マーク（くるみん）」
の認定を受けています。
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LGBTの取り組み

　JALグループでは、女性、障がいのある方、定年退職後も継続雇
用を希望する社員など、多様な人財の活躍推進に取り組んでいます
が、今年3月に発信された社員に対する植木社長メッセージ「多様な
人財のさらなる活躍推進のために私たちが取り組むべきこと」では、
ＬＧＢＴに対する理解の促進に取り組むことも触れられています。
　これからも、経営陣はもとより、ＪＡＬグループ全社員が、e-ラーニ
ングなどを通じ、ＬＧＢＴに対する正しい認識と理解を深めるべく引き
続き取り組んでいきます。
※ LGBTとは、Lesbian（レズビアン）、Gay（ゲイ）、Bisexual（バイセクシャル）、

Transgender（トランスジェンダー）の頭文字を取った、性的マイノリティ（少数
派）を表す総称です。

障がいのある社員の活躍の場が広がっています

　JALサンライトでは、今年度企業理念を新たに、「障がいを仕事の障
がいとしない環境をもとに多様性を活かし、新たな価値を創造し続け
ます」としました。また、2016年2月15日、羽田航空機整備センター3
階に、JALグループ社員向けの喫茶室「SKY CAFÉ Kilatto(キラット)」
をオープンしました。
　「Kilatto」は軽度の知的障がいのある社員が運営の中心を担ってお
り、その名前には、社員の個性、特性が星のごとく輝くカフェになって
ほしい、という願いが込められています。約16種類のコーヒー、紅茶
を1杯、1杯丁寧に淹れて提供をしているとともに、対面にて金銭の授
受をしているレジで、元気なあいさつと笑顔で“常に明るく前向きに”
を日々実践しています。
　さらに、天王洲本社14階の応接スペースにおける、お客さまへの
給茶サービスにおいても、知的障がいのある社員が活躍しています。

代表取締役専務執行役員　コミュニケーション本部長
大川  順子

　JALグループでは2014年度以降、多様な人財の活躍推進を経営戦
略のひとつとして位置付け、女性をはじめとするさまざまな人財が力
を発揮し活躍できるよう、人財育成や支援体制を強化してきました。
　その第一歩として「真に女性が活躍する企業」となるべく、2015年
11月に発足したのが「JALなでしこラボ」であり、これを軸に女性活躍
推進による企業価値の向上に努めています。
　女性活躍推進のキーワードは心理面と機能面、すなわち「意識改
革」と「ワークスタイル変革」です。それは私自身の経験から感じてい
ることでもあります。私は長く客室本部に在籍し、自身もライフイベ
ントを経験、休み方や働き方を選択しながらキャリアを築いてきまし
た。同様の経験をいかなる職場でも可能にするには、まずは、男女双
方の一人一人の異なる感性・能力・経験等を最大限に発揮できる、意
識改革をも含めた環境整備が必要です。それにより女性が諦めなけ
ればならなかった多くのことが可能になり、それは女性を育成し成長
させ、JALグループの新たな価値につながると考えています。女性活
躍推進は、女性優遇ではないのはもちろん、長く働くということだけ
でなく、真のキャリアアップが実現できることを目指します。
　JALグループには「JALフィロソフィ」という全社員が拠って立つも
のがあります。その限り、社員の方向性がぶれることはありません。
これを土台に、女性のみならず多様な人財が個性を発揮して活躍し、
これをJALグループの強み、競争力の源泉として、企業価値を高めて
いく取り組みを、これからも力強く推進していきます。

Message
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外国人のJALグループ社員と情報共有する
英語版社内広報誌を編集しています
　学生時代からエアラインビジネスに憧れ、故郷ミャンマーでJALのヤンゴン支店に就職
しその後、シンガポール支店で発券やセールスサポートを担当していました。日本に来た
のは2年前。当時の上司が日本勤務の募集を紹介してくれ、上司の「You can do it」の言
葉でチャレンジしようと決めました。昨年からは社内広報誌「ROUTE」の英語版を日本人
の同僚と2人で編集しています。経営情報や海外支店の情報を海外の仲間ともっと早く
シェアしたいと思い、以前は隔月刊だったものを月刊にしました。忙しさは増しましたが、
そうした提案が通るのはうれしかったですね。日本文化や海外スタッフの紹介など英語版
独自の記事も書いています。日本語はまだ難しいですが、会議では皆が意見を聞いてく
れます。社内にはほかにも外国人は多く、違う文化を持つ者が集まれば考え方も変わりま
す。それがダイバーシティの意義なのだと思います。

日本航空株式会社 コミュニケーション本部
コーポレートブランド推進部 インナーブランディンググループ

ロサン ズアル

個の力を発揮しつつ互いにサポートしあい
男女とも育児などでの休暇を取りやすい環境です
　各国の国際空港や航空会社と折衝して、運航路線や発着時刻の計画を組むのが私た
ちの部署の仕事です。アメリカとは朝8時以降、イギリスとは夜8時以降といった時差を超
えての電話会議や、フェース・トゥ・フェースで話し合うための海外出張も多いのですが、
近年は各グループとも女性社員も配属されています。当グループの女性は、運航スケ
ジュールの策定や発着枠の管理を担当しており、年に数回、各国航空会社が集まる会議
ではJALのヘッドを務めています。また、小さな子どもを持つ社員も大勢いますので、育
児休暇、有給休暇、前日申請ＯＫの出退社時間の変更などの社内制度をできるだけ利用し
やすいよう皆でサポートしています。子どもが病気の時などは父親である社員も問題なく
休める環境になっていますし、最近では国際結婚した妻の海外での出産に立ち会うため、
1カ月の休暇を取得した社員もいました。部下それぞれ家庭の状況もパーソナリティも違
います。互いに配慮し、受け入れる土壌ができてきたなか、個々のパーソナリティを発揮し
ながら組織としてまとまるよう見ていくのがグループ長の任務だと考えています。

日本航空株式会社 路線統括本部 路線計画部 国際路線計画グループ グループ長
内藤 建一郎

国籍・性別を問わず、さまざまな人財が活躍するJALグループ。
誰もが働きやすく、能力を存分に輝かせる職場であるよう配慮しています。

JALグループの人財

ダイバーシティの実践
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女性が多数を占める職場だからこそ
ステップアップへのチャンスも多彩にあります
　JALグループの総合コンタクトセンターであるJALナビアは、社員の97.5%、管理職も
９0.0%が女性です。私自身は大阪センター長として事業所の管理とスタッフの育成を行
うと同時に、会社全体の運営にも携わっています。キャリアのスタートは客室乗務員でし
た。客室乗務員として初めて労務部への職種変更を経験し、日本アジア航空の関西空港
支店長、JAL大阪空港支店客室乗員室長、成田の客室乗員部長を経て2013年から現職
です。こうした多くのチャンスをもらえたことが現在の仕事につながっています。今では私
のように職種を超えてキャリアを築いていく社員も珍しくありません。育児休暇や子ども
の看護休暇のほか、JALナビアでは子どもの小学校就学まで４時間勤務を選ぶことができ
ますし、男女とも退職後７年以内なら元の部署に再就職できる制度もできました。
　また、2016年度よりワーク・ライフ・バランス活動の一環として「なでしこnavia」を立ち
上げました。より女性がいきいきと輝ける職場環境づくりに取り組むとともに、2018年度
末までに役員・部長級以上の女性管理職の倍増を目標にしています。働く女性たちには、
チャンスを逃さず、ぜひともステップアップを目指してほしいと願っています。

株式会社JALナビア 執行役員 大阪センター長
古田 恭子

海外でのキャリアを積む希望をかなえ
結婚後、ヘルシンキに単身赴任しました
　自分自身のキャリア形成のため、以前から海外支店の勤務を希望していました。現在は
ヘルシンキ空港で、現地で委託しているグランドハンドリング会社の管理や、本社との調
整に当たっています。お客さまは日本だけでなくヨーロッパ各地からいらっしゃいます。そ
れぞれ文化が違うし、ご要望もいろいろ。フィンランド人にとってのよい接客と、JALなら
ではのおもてなしを調和させ、常に心のこもったサービスのご提供を目指しています。実
は、ヘルシンキ異動の打診があったのは結婚と同時期でした。迷いはありましたが、夫も
応援してくれ、単身赴任を決断しました。望んでいた仕事ができ、今は毎日が本当に充実
しています。仕事と余暇のメリハリがあり、男女問わず働きやすい環境です。休暇を取っ
て日本に帰る際も、周囲の理解がとてもありがたいですね。JALでは女性の海外赴任は決
して難しいことではありません。ここで確かな実績をつくり、後輩たちへの道を切り拓い
ていければと思っています。

日本航空株式会社 ヘルシンキ空港所 旅客セクション アシスタント・マネージャー
平野 愛子

２人の子どもの誕生時に育児休暇を取得
家庭と仕事ともに豊かな時間を持てる環境です
　担当しているのは機内客室の整備です。シートや照明、空調、エンターテインメント、ト
イレなど、お客さまが肌に触れ、目にするすべての設備が対象になります。着陸から離陸
までの短時間に集中する作業も、数日間かけての徹底した改修・整備もあります。勤務は
夜間も含めたシフト制で平日を家で過ごす日もあり、仕事を持つ妻とは結婚当初から家事
の分担をし、長男と長女の誕生時にはそれぞれ約１カ月の育児休暇を取得しました。整備
に必要な資格試験対策中は家族にも負担をかけるので、育休中はその恩返しとして家事
と育児に専念できました。制度があるだけでなく、取るのが当たり前という環境がうれし
いですね。私の後も何人もの男性社員が育児休暇を取り、皆で自然にカバーして問題なく
作業を進めています。家族と充実した時間を過ごせているからこそ、仕事にも存分に力を
注げます。今後も家庭と仕事を両立するさまざまな制度を皆で積極的に活用できる、JAL
ならではの社内風土を大切にしていきます。

株式会社JALエンジニアリング
成田航空機整備センター 運航点検整備部 電装客室整備室 客室整備課 第6係係長

大谷木 健太
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株主・投資家
　JALは、株主総会が株主との建設的な対
話の場であることを認識し、株主の視点に
立って、招集通知などでの正確な情報を十
分な検討期間を確保して提供するととも
に、株主総会におけるわかりやすい情報提
供を行い、株主が適切な権利行使ができる
環境を整えます。また、当社は、代表取締
役、財務・経理担当役員などが積極的に対
話に臨み、経営戦略・事業戦略・財務情報
などについて、公平性・正確性・継続性を
重視し、双方向の良好なコミュニケーショ
ンを図るIR（インベスター・リレーションズ）
活動を展開しています。

お客さま
　中期経営計画では2016年度までに「顧
客満足 No.1」を達成することを目標とし、
JALフィロソフィをベースに全社員が一丸
となって、お客さまが常に新鮮な感動を得
られるような最高のサービスを提供するこ
とにより、JALグループ企業理念の「お客さ
まに最高のサービスを提供します」を実現
できるよう日々取り組んでいます。

お取引先
　持続可能な社会づくりを目指し、サプラ
イヤーの皆さまとともに、CSRに配慮した
調達活動を推進します。「JALグループCSR
基本方針」に基づいた、「JALグループ サ
プライヤー行動規範」を策定し、取引開始
前にご同意をいただきます。また、機内食
や機内提供品など特定の商材を扱うサプ
ライヤーに対しては、Sedex※1のプラット
フォームを用いたCSR情報の提供・共有
を実施します。サプライヤーとのコミュニ
ケーションの場として間接材提供サプライ
ヤーを中心とした連絡会を開催していま
す。2015年度は、合計115社の参加があ
りました。

※1  Sedex Information Exchange Limited。
英国NPO法人。CSR調達情報を共有可能
とする。
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地域社会
　企業市民として、地域社会との信頼関係
を築き、事業を通じてよりよい地域・社会づ
くりに貢献していきます。人財、ノウハウ、
情報などの資源を活用して次世代の教育
支援など、さまざまな社会貢献活動を行っ
ていきます。

従業員
　JALグループ企業理念とJALフィロソ
フィに基づき、全社員が働きやすい職場環
境づくりを推進しています。実力と人間性
を備えたリーダーを中心に、社員一人一人
が魅力あふれる人間として成長し、より一
層活躍できるよう、引き続き、ダイバーシ
ティやワークスタイル変革に取り組んでい
きます。
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CSR基本方針

JALグループは、将来の世代により良い社会を繋げることを目指し、
日本の翼として、本業である航空輸送事業を通じて、

社会からのご期待にお応えするとともに、さまざまな社会問題の解決に取り組みます。

私たちが大切にするJALフィロソフィを核として、
JALグループだからこそできる社会貢献活動を
4つの分野で推進しています。

JALグループのCSR

CSR方針

事業 事業以外

JALフィロソフィ

JALグループ全体で
取り組みを推進します

JALグループ企業理念
JALグループは、全社員の物心両面の幸福を追求し、
一、お客さまに最高のサービスを提供します。

一、企業価値を高め、社会の進歩発展に貢献します。

社会の一員として、
広く社会に貢献します
社会の一員として広く社会課題
を捉え、解決に努めます

本業である航空運送事業
を生かします
航空運送事業を通じて、
社会課題の解決に努めます

JALだからこそできることを追求します
グループ全社員共通の意識・価値観・考え方である
JALフィロソフィを取り組みの根底に据え、
JAL独自の取り組み・価値につなげます

日本と世界を結ぶ

環境

次世代育成

安全・安心

社会課題
の解決

CSR

4つの重点領域を主軸
に据え、必要に応じて事
業との連携を図りなが
ら、グループ全体で取り
組みを推進します
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活動指針と
4つの
取り組み

JALグループのCSR活動は、JALグループ企業理念の実現に向け、私
たちの行動指針であるJALフィロソフィを実践することを通じて推進
します。また、国連が提唱する「グローバル・コンパクト」参加企業とし
て、人権・労働・環境・腐敗防止の10原則を実施しています。

環境

日本と世界を結ぶ

安全・安心

次世代育成

環境に与える負荷を認識し、
気候変動の緩和や生物多様性保全のために
　航空機は大量の燃料を消費して運航し、地球環境に少なからず
負荷を与えています。JALグループではその自覚に立ち、少しで
も環境負荷を小さくすべく、事業活動のあらゆる場面で、さまざま
な工夫を行っています。加えて、航空会社だからこそできる環境活
動として航空機による大気観測を1979年より発展させながら継
続して実施しています。上空からの森林火災発見通報活動なども
含め、JALグループなら
ではの「空のエコ」を推
進し、空から見る地球が
いつまでも美しくあるよ
う、日本の豊かな自然と
ともに、将来の世代につ
なげていきたいと考え
ています。

日本の産業や地方経済の活性化、
国際社会の相互理解の向上のために
　航空輸送は重要な社会インフラのひとつであり、その事業は公
共性をあわせ持っています。社会から航空会社にご期待いただく

「結ぶ」機能はさまざまです。航空ネットワークを維持し、利便性
の高い航空輸送サービスをご提供するという基本的な役割に加
え、生活路線や地方ネットワークの維持と改善、美術展の輸送協力
による文化交流、観光振興を通じた地方経済の活性化や震災から
の復興支援など、地域と地域、人と人を結んで、社会の進歩発展に
貢献していきます。

子どもたちが健やかに、
夢を持って未来に向かうための応援を
　大空を飛ぶ、世界の人々とつながる——、そんな夢をかなえる
ための事業を営む私たちは、現代の子どもたちに、もっと夢をもっ
て、未来に向かってほしいと願っています。楽しくコミュニケ−ショ
ンを取りながら遊ぶ「折り紙ヒコーキ教室」や、地球環境をともに考
える「そらエコ教室」、航空会社の仕事をお話しする「お仕事講座」
や「工場見学」など、幅広い年齢層に対応した社員参加のプログラ
ムを通じて、次世代を担う子
どもたちの、夢あふれる未来
を応援しています。

安全運航を堅持し、すべてのお客さまに安心で快適な
旅をお届けして、安全・安心な社会の構築に貢献を
　一便一便、安全運航を堅持していくことは、私たちにとって最も
重要なCSR活動であり、存在価値そのものです。そのうえで、安全
を最も重要視する私たちの思いと取り組みをお伝えすること、BCP

（事業継続計画）を整えて、災害時にも航空会社だからできる対
応を継続することなどにより、社会のお役にも立ちたいと考えてい
ます。また、バリアフリーやユニバーサルデザインの推進、ストレッ

チャー（簡易ベッド）装着などに
よる医療搬送のご支援、食物ア
レルギーの方にもご参加いた
だけるツアーの企画など、より
多くのお客さまに安心してご旅
行を楽しんでいただけるような
取り組みも進めています。

事前体験プログラム
（写真提供：日本身体障害者補助犬学会）

私たちが
大切に考える
4つの分野

美術展輸送協力 折り紙ヒコーキ教室

航空機に搭載されている大気観測機器
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　私たちは、お客さまへ安全で確実な機能
的価値を提供することを、すべてのサービ
スの基盤としています。しかし、それだけで
は私たちが目指す「こだわりの品質」とは言
えないと考えています。常に、お客さま視点
を徹底し、「感動」を提供することが重要だか
らです。
　「こだわりの品質」を目指すため、既存のユ
ニバーサルデザイン7原則に加え、私たち独
自の3原則を付加することにより、JALユニ
バーサルデザイン10原則を設けています。
　“みんなにやさしいJAL”を追求するため、
JALらしい美しさと品質の良さ・心地よさ・
安心感をお客さまに提供していきます。

国内空港にサービス介助士を配置
　2006年1月より全国の空港スタッフを対
象に「サービス介助士※1」資格取得に向けた
教育を開始しました。お手伝いを必要とされ
るお客さまにより信頼していただけるサービ
スを提供するため、JALが就航しているすべ
ての国内空港（42空港）に有資格者256人を
配置しています。（2016年4月1日現在）
※1  サービス介助士資格：公益財団法人日本ケアフィット共育機構認定。高

齢者や障がい者へのおもてなしの心と介助技術のための個人資格。

米国路線はCRO※2がご対応
　JALが運航する米国路線では、米国航空アクセス法（the 
Air Carrier Access Act）に基づき、お体に障がいのあるお
客さまが快適に航空機をご利用いただけるよう、各種サービ
スをご提供しています。ご利用に際してご質問、お困りのこと
がある場合には、空港の職員にお申し出いただきますと、CRO

（Complaint Resolution Official）が対応します。
　JALが就航しているすべての米国路線の発着空港に有資
格者60人を配置しています。（2016年4月1日現在）
※2  CRO：米国の障がい者に関する適用規定についての特別な教育を受

けているスタッフのこと。

バリアフリーに対する考え方／基本原則

こだわりの品質
JALが目指すのは、お客さまの感動を呼ぶ

“みんなにやさしいJAL”へ
ユニバーサルデザインで、こだわりの品質を備えた

親近感
安心感
信頼感
充足感

定時性
快適性
利便性

安全性（存立基盤）

J
A
L
が
提
供
す
る
価
値

心
理
的
価
値

機
能
的
価
値

心理的価値の実現

JALユニバーサルデザインの3原則

心地よく、満たされた
実感を生むために

機能的価値の実現

誰もが簡単に、
楽に使えるために

ユニバーサルデザインの7原則

JALユニバーサルデザイン3原則

原則
1

品質が優れていて
美しい

機能を伴った十分な品質と素材を生かした美し
さがありますか。

原則
2 心地よさが感じられる お客さまにもスタッフにも心地よい環境が用意

されていますか。

原則
3 安心感がある 安心して長く使える仕組み、サービスとなって

いますか。

ユニバーサルデザイン7原則

原則
1 誰もが公平に使える

さまざまな心や体を持つ私たち一人一人にとっ
て、誰もができる限り使えるように配慮されて
いますか。

原則
2 柔軟な使い方ができる

自分に合った使い方やペースで使えますか。
暗い、騒がしいなどさまざまな環境での使用が
考慮されていますか。

原則
3 簡単に理解できる 複雑すぎず、意味や使い方がすぐわかるように

考えられていますか。

原則
4 情報が認知しやすい

複数の伝達手段がありますか。
伝えるべき情報はわかりやすく
整理されていますか。

原則
5

失敗に対する
寛大さがある

危険に気が付くようになっていますか。
誤った使い方をしても事故を防ぎ、再び元の状
態に戻れるよう工夫されていますか。

原則
6 身体的負担が少ない さまざまな体格の人が、楽な姿勢かつ楽な力で

使うことができますか。

原則
7

使いやすい大きさと
広さがある

さまざまな体格の人が、楽に使える大きさや広
さに配慮されていますか。

有資格者がお手伝い

いつでもどなたにも安心してJALグループ便をご利用いただけるよう
きめ細かなおもてなしの心で、
すべてのお客さまにやさしいJALを目指します。

JALグループのCSR

安全・安心
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事前体験プログラム

　JALグループでは、障がいを
理由に航空旅行をためらって
いるお客さま向けの活動にも
力を注いでいます。そのひと
つが発達障がいのお子さまに
向けた航空教室開催です。発
達障がいのお子さまの社会参画促進には公共交通機関を自由に利用
できることが不可欠ですが、空港の独特の雰囲気や航空機の大きな
音などがハードルとなり、航空旅行そのものを諦めてしまうケースが
あるといわれています。そのようなお子さまと保護者を対象に、現役
運航乗務員と客室乗務員による航空教室と格納庫見学をセットにし
た、飛行機を好きになっていただくためのプログラムを地域の療育セ
ンター協力のもとで開催しています。参加者からは「これだったら飛
行機に乗れるかも！」という声を多くいただきました。
　また、補助犬同伴での航空旅行経験がなく、手続きなどに不安を感
じておられる補助犬使用者を羽田空港にご招待し、搭乗口を通って機
内で着席するまでの搭乗の流れを実際に体験していただくイベント
も開催しました。

写真提供
日本身体障害者補助犬学会

空港を使いやすく

　羽田空港ではお客さま・空港スタッフの声をもとに、ターミナル入
口のサイン、ターミナル内の各種ご案内サイン、看板などを改修い
たしました。「わかりやすい文字表現」「一目でわかる記号表示(ピクト
グラム)」「色分けによるご案内」など、多くのお客さまにお使いいただ
きやすいユニバーサルデザインに配慮しています。また多数のモニ
ターを配置し、天候やそのほかの理由により運航に遅延・欠航などが
発生した際、これまで以上に素早く的確な情報をお届けできるように
しています。
　保安検査場では、お客さまにストレスなくスムーズに通過いただけ
るよう、検査場前にお手荷物の仮置き台と検査の流れの説明パネル
を設置しています。検査前のご準備がしやすくなり、待ち時間の短縮
につながっています。

機内を快適に

　JALグループは、小さなお子さまからご高齢のお客さま、お手伝い
が必要なお客さまなど、ご利用いただくすべての皆さまに、機内でも
安心・快適な旅をお楽しみいただける商品とサービスのご提供を目
指しています。
　「JAL SKY SUITE」「JAL SKY NEXT」をはじめとした機内の座席の
仕様、アレルギーやご病気をお持ちのお客さま向けの多様な機内特
別食など、多くのお客さまのご要望にお応えできる、ユニバーサルデ
ザイン視点を取り入れた商品サービスの徹底に努めています。もち
ろん、新しい商品サービスの開発だけでなく、ハード面での使いやす
さも重要です。例えば、機内のトイレでは鍵を閉めると照明がつき、
閉め忘れを防ぐことができます。今後もこうしたお客さまの使いやす
さを考えたさまざまな工夫を取り入れ
ていきます。
　また、これらソフト・ハードの商品・
サービスに加え、さまざまな体験教育
を通じて、客室乗務員一人一人がおも
てなしの心と行動でお客さまにサービ
スをご提供するようにしています。

旅のお手伝い

プライオリティ・ゲストへのサポート
　JALグループでは、お体の不自由なお客さまや、病気や怪我をな
さっているお客さまを「プライオリティ(優先)・ゲスト」とお呼びし、ほ
かのお客さまに優先してお迎えしています。
　1994年、他社に先がけて「プライオリティ・ゲストセンター」を開設
して以来、さまざまな状況にあわせた柔軟な対応を継続しています。
センターには経験を積んだスタッフが待機し、お客さまからのご相談
にお応えしています。

•  パラリンピックなど、障がい者スポーツ団体の渡航協力
•  海外での心臓移植のための渡航協力を含む、ストレッチャーを利用した医

療搬送
•  アメリカン航空、ブリティッシュ・エアウェイズとのプライオリティ・ゲスト

関連共同事業
•  障がい者向けイベントを通じた啓発活動

JALスマイルサポート
　「JALプライオリティ・ゲストサポート」、「JALファミリーサービス」
をご利用のお客さまや、赤ちゃん連れ、妊娠中のお客さま向けに、空
港※1には「スマイルサポートカウンター」を設置しています。ユニバー
サルデザインに配慮した高さの低いカウンターと椅子をご用意し、
サービス介助士または社内にてサポート訓練を受けた空港スタッフ
が、お客さまに安心してご搭乗手続きをしていただけるようお手伝い
いたします。空港内でご利用いただけるベビーカーや車椅子の貸し出
しもあります。
※1  全国8空港（羽田・成田・伊丹・関西・新千歳・中部・福岡・那覇空港）に開設。設

置のない空港ではご案内カウンターで承っています。

持ちやすさと環境への配慮を兼
ね備えたUDマグカップ

56 手荷物

数字で区別

一目でわかる記号表示（ピクトグラム）

色分けによるご案内
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「エコ・ファーストの約束」･「空のエコ」

　JALグループは2010年に地球環境保全の取り組
みを一層推進していく｢エコ・ファーストの約束｣を行い､エコ・ファース
ト企業としての認定を受けました。現在も企業活動のさまざまな部門
で着実に行動計画（Ｐ78-79）を実行することにより「空のエコ」を推進し
ています。航空機のCO2削減目標としては「2020年度までに2005年
度対比有償トンキロ当たりのCO2を23％削減」を掲げ、2015年度まで
に14.9%削減を達成しました。また、2016年度にはエコ・ファースト推
進協議会に加盟しました。

環境指針

重要な社会インフラである航空輸送という責務を担う者は、同
時に地球環境への配慮という責務も担わなければならないと
いう認識のもと、JALグループは、環境負荷の抑制と保全を経
営の最重要課題のひとつに位置付け、次世代にこの豊かな地
球を伝えるために、そして空から見る地球がいつまでも美しく
あるように、「空のエコ」を実現し続けます。

エンジン洗浄
飛行機のエンジンは、飛行により内部に空気中の細かなちりなどが蓄積され汚れていきます。この汚れは、飛行
中に空気を取り込み圧縮し燃焼させるエンジンの燃費性能を低下させ、結果として余分な二酸化炭素（CO2）の
排出につながります。そこでエンジン内部を定期的に洗浄することで、これらの飛行中に付着した汚れを洗い落
としています。これにより、汚れのために低下していたエンジン性能は回復し、およそ1％の燃費回復につなが
ります。このようなエンジン洗浄はボーイング777型機（PW4000型エンジン）、767型機（CF6型エンジン）、
737-800型機（CFM56型エンジン）に対して200〜300日間隔で実施されています。

補助動力装置（ＡＰＵ）の利用削減　客室シェード施策
窓の日よけ（シェード）を下ろすことにより、日射による機内温度上昇を抑え、機体後部にある補助動力装置（ＡＰ
Ｕ）によるエアコン利用時間を短縮し、ＣＯ2排出量を低減しています。

航空機による大気観測CONTRAILプロジェクト　森林火災報告
航空機の特性を生かした社会貢献活動として、大気観測・ＣＯＮＴＲＡＩＬプロジェクトへの参加、森林火災報告な
どにより、社外研究機関への協力を行っています。

連続降下方式（ＣＤＯ）の採用
安全を確保し所定の条件を満たしたしたうえで、スロープを降りるような連続降下方式を積極的に取り入れ、 
CO2排出量を低減しています。

Reduced Flap・Delayed Flap & Gear・Idle Reverse
安全を確保しつつ、空気抵抗を増加させないために、浅いフラップ（主翼後縁の高揚力装置）の利用、ギア（車
輪）やフラップを出すタイミングを遅くするなど工夫をしています。また、滑走路などの条件を満たす場合には、
逆噴射をアイドルで行うなど、ＣＯ2排出量を低減しています。

移動時に片側エンジンを停止するEngine Out Taxi
駐機場への地上移動では、所定の条件を満たしたうえで片側のエンジンを停止させることにより、ＣＯ2排出量
を低減しています。

整備

飛行中

駐機中

降下時

着陸時

着陸後

水使用量※1

430
千m3

電力使用量※1

120
百万kWh

熱使用量（原油換算）※1

46,770
キロリットル

航空輸送による環境負荷の大きさに鑑み、
整備からフライト中、着陸後まで、あらゆる過程で、
未来に向けた「空のエコ」推進に取り組んでいます。

JALグループのCSR

環 境

CO2排出量/
有償トン・キロ

85.1
%

（2005年度比）
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機内ごみのリサイクル

　JALグループは航空機から出るごみのリサイクルに2007年から取
り組んでいます｡飲料缶、新聞紙、機内誌、ペットボトルのリサイクル
を空港ごとにマニュアル化して確実に実施しています｡一方で､国際
線の航空機から出る機内食残渣などの食料廃棄物は検疫上の制約に
より、現在は焼却処分しなければならないのが実態ですが､フードロ
スの減少などの自助努力に加え、国際航空運送協会（IATA）と連携し
た国際的な共通ルール作成を通じ､将来的にリサイクル率をいっそう
向上させるよう取り組みを進めます｡

生物多様性に対する取り組み

出水市に渡来するツルたちとともに
　JALグループは、生物多様性の保全活動の一環として、かつて取り
組んでいた鹿児島県出水市に越冬のために渡来するツルたちの保全
活動支援を再開しました。2015年2月、「鹿児島県ツル保護会」に対
し、今後の協賛を表明し、
2016年度には保護活動
支援を積極的に進めてい
きます。

ＯＩＳＣＡ「子供の森」計画 in タイ
　公益財団法人オイスカの「子供の森」計画は、子どもたちが学校な
どで苗木を植え育てていく活動を通じ、持続可能な豊かな社会を築く
力を養い、地球緑化を進めていく1991年開始のプログラム（2015
年度末時点で36の国・地域の約4700校が参加）です。JALグループ
ではこの計画を航空輸送面でサポートするとともに、チャリティ・マ

イルを通じて寄付を募り
ました。2015年 度 に 皆
さまにご協力いただい
たチャリティ・マイルは
1,701,000マイル（苗木
代約8,500本分に相当）
になりました。

航空機による大気観測CONTRAIL
プロジェクト

　1979年、JALグループでは東北大学による温室効果気体に関す
る研究への協力として、国内定期便（当時の東亜国内航空。後の株
式会社日本エアシステム）を利用し、上空でCO2濃度の観測を開始、
現在の仙台＝札幌間の観測に至ります。また、1984年より国際線
の定期旅客便による大気観測では世界で初めての試みとして、2年
間、同じく東北大学に協力し、成田＝シドニー間などで上空のCO2

濃度を観測しました。現在、JALグループはこれらの実績を生かし、
CONTRAILプロジェクトに参加しています。これは、国立研究開発法
人国立環境研究所、気象庁気象研究所、株式会社ジャムコ、公益財
団法人JAL財団との共同研究プロジェクトで、地球温暖化メカニズム
を解明することを目的とし、定期旅客便として運航される航空機の広
範囲・高頻度での飛行という特性を生かした環境活動のひとつです。
特にオーストラリアから日本へのフライトでは1993年から観測を継
続し、国際線定期旅客便を用いた温室効果ガス観測では世界最長の
観測記録となっています。観測は航空機貨物室に搭載された2種の
自動観測機器、もしくは特別な許可のもとで搭乗した研究者・JALグ
ループ社員により手動ポンプを用いて行われます。得られた大気サ
ンプルや測定データを関連研究機関で分析することで、これまでに
もさまざまな事実が明らかになっており、この分野で世界の研究に
貢献しています。

バイオジェット燃料

　大幅なCO2削減の切り札として各国で開発が進められているのが
バイオジェット燃料です。JALは2009年1月に747-300型機による
アジア初の非食料系バイオ燃料を使用した試験飛行を実施しました。
その後、国産バイオ燃料製造の可能性を探る「次世代航空機燃料イ
ニシアティブ」の設立メンバーとして国内有力企業・機関50社と検討
を行った結果、原料コストで優位性がある都市ごみなどの廃棄物を原
料とする複数の製造プロセスでその可能性が認められました。今後
は、将来の商業化に向けた検討を積極的に推進していきます。

最終処分率※1

1.2
%

リサイクル※1

2,600
トン

ＣＯＮＴＲＡＩＬプロジェクト
http://www.jal.com/ja/contrail/

※1 空港・オフィス・整備工場（国内）

産業廃棄物※1

3,475
トン
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　私たちは、環境負荷の抑制と保全を経営の最重要課題のひとつに位置付け、そのために何をすべきかという活動計画を立てています。その私
たちの決意をまとめたものが行動計画です。

行動計画1　地球温暖化の防止に向けた取り組みを積極的に推進します。
約束項目 達成状況

2020年度までに、JALグループ航空機の有償トンキロ当たりCO2

排出量を、2005年度対比23％削減するよう努力します。

●787-8/-9型機増機による稼働時間の大幅増により、2015年度の有償トン・キロ当たりCO2

排出量は前年度比1.5％改善し、2005年度対比14.9%削減
●年平均1.5%改善（2005〜2015年度の平均値）の目標は達成

省燃費・低騒音機材への更新（ボーイング787型機、737-800型
機、エンブラエル170型機など）を進めます。

●低燃費機材の787-8/-9型機を6機､737-800型機を1機、エンブラエル170を2機導入し、
777-200/300型機、767-300型機を8機退役

エコフライト活動を推進します。
●主に5つのエコフライト活動（Engine Out Taxi, Idle Reverse, Reduced Flap, Delayed 
Flap & Gear）を日常的に実施することによる年間のCO2削減量は､約42,000トン

搭載物の軽量化に努めます。
●世界最先端の新型軽量貨物コンテナを2,900台、軽量パレット1500枚導入済み｡コンテナ1
台当たり約40%の重量軽減を実現｡年間のCO2削減量は約6,900トン

エンジンの水洗いなどの諸施策により、
CO2排出量の削減に努めます。

●777型機、767型機、737-800型機のエンジン洗浄を概ね200〜300日間隔で実施。洗浄効
率向上策として新機器（Eco Power）を導入｡年間のCO2削減量は約25,000トン

各国の航空管制などの関係省庁や当局と協力し、燃料効率の優れ
た先進的な運航方式を、今後も積極的に導入します。

●先進的な運航方式を取り入れた当社の羽田＝サンフランシスコ線が環境負荷を軽減する路線
としての認定を取得済み。

●CDO（Continuous Descent Operations）を、サンフランシスコ国際空港、関西国際空港、
鹿児島空港、那覇空港で実施

●ハワイ、オーストラリア、北米西海岸（ロサンゼルス、サンフランシスコ、バンクーバー、ダラ
ス）、パラオ路線ではUPR（User Preferred Route）による運航

●効率的な代替空港（ホーチミンの代替）の選択を拡大
●上記施策による年間のCO2削減量は、推定6,000トン程度

植物由来（非食料）のバイオ燃料の研究開発と実用化に
協力します。

●循環型社会の実現にも寄与する「都市ごみなどの廃棄物から国産バイオ燃料製造」の2020年
（東京オリンピック）頃の実現に向けて､産官学のオールジャパン体制での取り組みを推進

地上施設（オフィス、工場など）における
省エネルギー活動を推進します。

●整備施設（ハンガー、ドック）のLED化、使用するパソコンをデスクトップ型からラップトップ型
へ転換するなどさまざまな節電活動、節電照明器への更新を促進

●経済産業省の省エネ優良事業者（Sクラス）に認定

行動計画2　環境社会活動、環境啓発活動を積極的に推進します。
約束項目 達成状況

環境社会活動を継続することにより、長期的視点で環境保全に貢
献するとともに、次世代を担う子どもたち、社会の皆さま、そして
社員の環境意識向上に努めます。

●｢空のエコ･プロジェクト｣ＣＯ2排出量削減などのフライトでの環境分野の課題について､運航
乗務員を中心に活動

●｢ＪＡＬそらエコ教室｣子どもたちを対象とした機長らによる環境啓発講座を開催（年間16回
実施）

●お客さまと協力して、客室シェード施策や定時運航率向上に取り組み、CO2削減に寄与

航空機による大気観測プロジェクト､森林火災通報プロジェクトへ
の協力を継続します｡

●｢森林火災通報プロジェクト｣2003年から運航乗務員がシベリア上空などで夏期に実施｡上
空から火災を発見した場合に北海道大学・JAXAを中心とした研究チームに報告し､人工衛星
による早期火災検知の研究に協力｡

事業活動のさまざまな側面で、環境を守るための具体的な計画を立て
着実な行動によって成果に結びつけています。

JALグループのCSR

環境　行動計画
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行動計画3　資源循環型社会の実現および環境保全に努力します。
約束項目 達成状況

国内事業所から出る産業廃棄物の最終処分率2％以下を
目指します。

●2015年度の総量は前年比1.8％増加。最終処分率は1.2％となり目標（2%以下）を達成

水の使用量の削減に努めます。 ●排水の再利用や節水活動により水の使用量は前年度比3.0%減少

化学物質（PRTR法対象）の取扱量および排出量の削減に
努めます。

●2015年度の総取り扱い量(全462物質)は前年度比4.0%減の64トン（2014年度の最終地は
66.5トン）

航空機機内から出る機内誌や新聞紙、アルミ缶、ペットボトル、
貨物梱包資材などの不用品や制服のリサイクルに努めます。

●飲料缶、新聞紙、機内誌、ペットボトルのリサイクルは規定化して確実に実施。IATA、空港会
社とも連携し、機内廃棄物処理の包括的な取り組みを継続して推進

●2015年度のリサイクル総量は2,600トン

行動計画4　空港周辺の環境保全に努めます。
約束項目 達成状況

低騒音機、騒音軽減運航方式を積極的に導入し、
空港別の騒音問題に積極的に対応します。

●｢ICAO（国際民間航空機関）バランス･アプローチ｣で航空会社が担うべき｢航空機の音源対
策｣および｢騒音軽減運航方式｣に積極的に取り組んでおり、JALグループの機材は、音源対策
としては最も厳しい、ICAO Chapter4基準に適合

●騒音軽減運航方式として、離陸時は騒音軽減離陸方式で運航し、特に羽田空港、伊丹空港で
は、より厳しい運用を継続して実施

●着陸時の騒音軽減方式としては、Reduced Flap、Delayed Flap、Idle Reverseなどを行
い、サンフランシスコ国際空港、関西国際空港、鹿児島空港、那覇空港では大幅な騒音軽減、
CO2削減となるCDO（Continuous Descent Operations）を実施

航空機、自動車などからのNOxなどの排出物削減にも努めます。

※ 航空機エンジンが排出するNOx、HC、COなどに関して、ICAOでは排出物
に規制値を設けており、日本の航空法でも同様の規制値が設定されていま
す。特に､NOxについては厳しい基準が設けられています。

●JALグループ機材のエンジンは、すべての規制値およびNOx規制のICAO CAEP6/CAEP8
基準（型式証明の時期で適用基準が異なる）に適合

行動計画5　生物多様性に配慮します。
約束項目 達成状況

お客さまや広く社会の皆さまに、生物多様性の大切さを伝えます。
「JALグループ生物多様性方針」に従い事業活動を行います。

●JALグループの航空運送事業は、生物多様性に間接的な影響を与える可能性を認識し、｢JAL
グループ生物多様性方針｣を設定し、遵守

「国連生物多様性の10年」の取り組みに協力します。また、タンチョ
ウなど日本の美しい自然を守り、その大切さをお伝えする活動を
推進します。

●｢国連生物多様性の10年｣ロゴの機体塗装、JALアマミノクロウサギの森､生物多様性に配慮
した認証コーヒーの機内提供、タンチョウフォトコンテストの実施
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1964年夏にアテネから運んだ「聖火」とCity of Tokyo号の乗務員

日本の翼として、日本と世界を結んできた
JALならではの取り組みにより、地域経済の活性化や
国内産業の発展、そして国際的な
コミュニケーションの進化に貢献します。

JALグループのCSR

日本と世界を結ぶ
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1964

1971

1972

1976

1992

1998

2000

2002

2004

2006

2008

2009

2010

2012

2014

2020

札幌（冬季）オリンピック
聖火輸送

ミュンヘンオリンピック
ミュンヘンに臨時ジャルパックセンターを設置

モントリオールオリンピック
日本選手団輸送のため、チャーター便を運航

バルセロナオリンピック
日本オリンピック委員会のオフィシャルエアライン指定

長野（冬季）オリンピック
聖火輸送
JOCのオフィシャルエアラインパートナーとなり、輸送による活動を支援

シドニーオリンピック
日本代表選手団の「オフィシャル・エアライン」指定
特別塗装機の７４７-４００型機を、国内線に就航

ソルトレイク（冬季）オリンピック
特別塗装機を就航

アテネオリンピック
機体に「がんばれ！ニッポン！」を塗装した特別機の７７７-３００型機を国内線に就航
JAL客室乗務員が、アテネ五輪バスケットボール日本代表メンバーに選出される

トリノ（冬季）オリンピック
特別塗装機を就航

北京オリンピック
特別塗装の７７７-３００型機を国内線に就航

東京招致
特別塗装機の７６７-３００型機を就航

バンクーバー（冬季）オリンピック
特別塗装機を就航

ロンドンオリンピック
東京招致
特別塗装機を就航

ソチ（冬季）オリンピック・パラリンピック
特別塗装機の777-200型機を
国内線に就航

東京オリンピック
東京オリンピック聖火輸送

東京オリンピック・
パラリンピック

2016 リオデジャネイロオリンピック・
パラリンピック
特別塗装機を就航

東京2020オリンピック・
パラリンピックに向けた活動

　JALは1964年、アテネから日本まで聖火を
運びました。以来、数多くのオリンピック・パラリ
ンピック大会で、アスリートたちの支援を続けて
きました。JALグループはこれまでも、これから
も、「伝統」「革新」「日本のこころ」を持って、JAL
ならではの価値発信を行っていきます。日本に
いらした外国人のお客さまが安心して日本での
ご滞在をお楽しみいただけますように。お体に
ご不自由をお持ちのお客さまがストレスを感じ
られることなく、快適にご旅行ができますよう
に。そして、より多くのお客さまに日本津津浦浦
の魅力ある観光資源に触れていただけますよう
に。2020年、聖火は東京に帰ってきます。JAL
グループはこれまで培った経験を生かし、東京
2020オリンピック・パラリンピック大会の成功を
社員一丸でサポートしていきます。
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地域 マーケット
人を呼び込む

魅力を伝える
販売を増やす

魅力をつくる
魅力を高める

地域とともに活動し続ける
JAL地 域

地域の持続的な発展

交流人口拡大 地域産業の
活性化 雇用の拡大 定住人口増加

世界

日本全国

インバウンド・
広域観光の促進

地域の食・
特産品の拡販

観光資源

地域の食・
特産品

観光の基盤
の強化

6次産業化

JAL Guide to Japan

　海外のお客さまに日本に興味を持っていただき、お迎えすることを
目的として2004年に開設した訪日外国人向け情報案内サイトです。
日本各地の魅力をお伝えし、地域振興活性化にも役立つサイトづくり
を心掛けています。現在は世界26地域・7言語※1で展開しており、今
後さらなる多言語化を目指します。2014年にデザイン・コンテンツ
をリニューアル、日本Webグランプリ企業グランプリ部門「プロモー
ションサイト賞」優秀賞を受賞しました。
※1  英語・仏後・独語・露語・中国簡体字・香港繁体字・台湾繁体字

JAL 新・JAPAN PROJECT

　2011年5月より展開してきた地域コラボレーション企画「JAPAN 
PROJECT」を 発 展 さ せ、新 た に2015年9月 に「JAL新・JAPAN 
PROJECT」として活動を開始しました。「観光振興」と「農水産物の6
次産業化」を柱として、観光資源・特産物の発掘・創作からプロモー
ション、販売・購入まで活動範囲を広げ、地域とともに地域の持続的
な発展に取り組んでいきます。

　青森県では、藍染めの染料である藍の健康機能に着目してつくら
れた「あおもり藍フィナンシェ」を国内線機内でご提供したほか、藍の
定植、さらに藍を使用した製品の共同開発に取り組むなど、地域とと
もに産業の発展に取り組んでいます。

おもてなし人材育成

　JALは、規制緩和により特例が認められた地域限定の通訳観光ガイ
ド（特区ガイド）の人材育成を支援するため、客室乗務員や空港スタッ
フを派遣して、特区のひとつである九州域内での育成研修や有資格
者向けフォローアップ研修を実施しています。接客経験の豊富な社員
のノウハウを提供し、マナー、身だしなみ、クレーム対応など、ロール
プレーイングを交えながら、実践的なスキルアップを図ることに貢献
しています。

JALグループのCSR

日本と世界を結ぶ

藍の定植の様子

伊丹発青森行きの機内にて提供
していたあおもり藍フィナンシェ

82

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6



JAL笑顔の贈り物プロジェクト
　東日本大震災で被災した小学生に、ご家族と一緒の旅をプレゼン
トし、未来への新たなステップを踏み出すきっかけにしてもらいたい
というJALグループ社員の思いにより始まったプロジェクトで、JAL
グループ社員の募金および同額のマッチング・ギフトで費用を賄い、
社員ボランティアが同行して旅のお手伝いをします。2013年夏のス
タート以来、これまで
宮城県、岩手県の被災
地から60家族145名
様を3泊4日の沖縄旅
行へご招待し、明るい
太陽と青い海に囲まれ
て、笑顔あふれる楽し
い時を共有しました。

東北の子どもたちと一緒につくる明るい未来「明日のつばさ」
　3月12、13日の2日間で株式会社ベネッセホールディングスと共同
で、青森空港、仙台空港、花巻空港の3カ所で各県内在住の小学生を
招待し、航空教室と体験飛行を実施しました。
　震災から6年目に入る最初の週末に、将来を担っていく小学生に、
それぞれの進路を考えるきっかけのひとつとして、空の仕事に触れる
経験と自らの郷土への思いを深める経験を提供したいという両社の
思いが一致し、開催に至りました。運営においては、運航乗務員や客
室乗務員をはじめとするさまざまな職種のJALグループのスタッフ
がボランティアとして参加しました。

東北支援活動

　JALグループは、JAL東北応援プロジェクト「行こう！ 東北へ」として
社会への感謝の気持ちを東北の応援という形に変えて、航空運送事
業を通じて、さまざまな角度から東北の産業振興と観光需要の創出、
被災された方々の応援に取り組んでいます。

東北コットンプロジェクト
　2011年に始まった「東北コットンプロジェクト」は、津波被害を受け
稲作ができなくなった農地で、綿の栽培、紡績、商品化、販売を、参
加する被災地の農業法人やアパレル関連企業などが共同で行い、農
業の再生、新産業と雇用の創出を目指す震災復興プロジェクトです。
JALグループでは、社員ボランティアによる種まき、草取り、収穫と
いった現地農作業のお手伝いに積極的に参加、現地派遣ボランティ
ア数は、延べ300人を超えました。
　また、社員自らも収穫した綿を使ったオリジナル製品を企画し、機
内でのご提供品やマイル交換商品として採用しています。
　2015年度は、12,000枚のオリジナルハンカチを商品化しました。

台北＝青森・秋田チャーター便
　2015年11月5日から14日にかけて台北から青森・秋田両空港へ、
両県自治体のご協力のもと、国際線チャーター便を合計2往復で365
人、ほぼ満席のお客さまを乗せて運航しました。
　青森空港到着の際は、青森県知事をはじめ地元の方々とともにね
ぶた囃子による迎賓セレモニーでお迎えしました。運航したボーイン
グ787型機は青森空港初就航でもあり、チャーター便到着後に地元
の園児の皆さまを招いて航空教室を開催しました。
　また、海外から秋田県へのJALチャーター便は初の就航ということ
もあり、お客さまは秋田空港到着ロビーでなまはげやあきた舞妓、そ
して地元の方々から歓迎を受け、4泊5日で東北の魅力をお楽しみい
ただきました。
　「東北の魅力を台湾の方々へ伝えてほしい、そしてまた東北へ来
てほしい」という願いを込めて、両空港では青森産ロゴ入り特製りん
ご、秋田名菓などの特産品を、帰路の機内では県産品をご提供しま
した。

秋田空港到着口で台湾か
らのお客さまを歓迎

青森市内の園児へボーイング787型機をお
披露目
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下記ウェブサイトより当教室開催のお
申し込みを受け付けています。
皆さまの街でも「JAL折り紙ヒコーキ
教室」を開催できることを楽しみにして
います。

これからの社会を担う子どもたちに、大きく夢を育み、
豊かな未来を創造してほしいという願いから
私たちにできるさまざまなプログラムを通じて、応援を続けています。

折り紙ヒコーキ教室

　1枚の紙を「切らない」「貼らない」でつくること、また「動力なし」で「よ
く飛ぶこと」が折り紙ヒコーキの特徴です。
　JALグループでは、折り紙ヒコーキ協会の技術指導を得て、2007年
より「JAL折り紙ヒコーキ教室」を開催しています。
　協会による指導員養成講座を受講し認定指導員の資格を取得した、
運航乗務員・客室乗務員・整備士・空港のスタッフに加え、セールス・予
約・間接部門などさまざまな部門・職種の社員約450人が、国内外のさ
まざまな地域に出向き、教室を開催しています。
　北海道から沖縄までの各地の小学校や公民館、また、「空の日」には羽
田空港をはじめとする各地の空港、アメリカ・ヨーロッパ・アジアなど海
外地域を含め、2015年度には130回の教室を開催しました。
　約10,500人の参加者に折り紙ヒコーキの折り方や飛ばし方をお教え
し、親子や子ども同士でコミュニケーションを図りながら遊ぶことの楽
しさを伝えています。

JALグループのCSR

次世代育成

折り方のコツと飛行の理論がプ
ラスされた1枚の紙は、よく飛ぶ
折り紙ヒコーキに大変身します。
この教室で工夫・驚き・大歓声を
一緒に体験しましょう。

https://www.jal.com/ja/
csr/soraiku/
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JAL工場見学 〜SKY MUSEUM〜

　JALグループでは、格納庫で空の旅を終えて翼を休める飛行機を無料で見学できる
ツアーを実施しています。
　この活動は、創業間もない1950年代半ばより現在に至るまで続けており、2013年
には「JAL工場見学〜SKY MUSEUM〜」としてリニューアルしました。飛行機を間近で
見られる格納庫見学のほか、1951年の会社設立以来、世界の空を切り拓いてきたJAL
の歴史やフライトを支えるスタッフの仕事紹介、制服や仕事体験コーナーなど、子ども
から大人までが楽しみながら航空知識を深められる施設となっています。施設内では、
運航乗務員、客室乗務員、整備士、空港スタッフの経験者がそれぞれの経験を生かしな
がらご案内します。2015年度には12万人を超えるお客さまがご来場されました。

東北の未来を若者に託す「SKY BATON」

　JALグループが次世代育成と被災地支援のために立ち上げた東北の
未来を若者に託す「SKY BATON」では、被災した子どもたちの学びの機
会を支援しています。公益社団法人 チャンス・フォー・チルドレン（CFC）
は、震災で家庭の経済状況が大きく影響を受けた子どもたちに、塾や習
い事などで利用できる「教育クーポン」をご提供することで、子どもたちが
夢に向かって学ぶ環境を提供しています。JALグループはCFCと協働で
現在までに多くの子どもたちに「JAL/CFC教育クーポン」をお贈りするこ
とができました。
　JALチャリチィー・マイルにご寄付いただいたマイルと同額をＪＡＬが加
算して活動を支援しており、お客さまとともに被災地の発展に向けた取り
組みを進めています。

http://www.jal.co.jp/kengaku/
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JALグループのCSR

次世代育成

次世代育成プログラム

JALそらいく
https://www.jal.com/ja/csr/
soraiku
JALグループが実施するさまざまな次世代
プログラムの総称です。5つの講座をご用意
しています。
●JAL折り紙ヒコーキ教室
●JALそらエコ教室
●JALお仕事講座
●ジャルCAによる安全教室
●ジャルお仕事インタビュー

JAL工場見学
～SKY MUSEUM～
http://www.jal.co.jp/kengaku/
無料で実施している工場見学です。格納庫では
整備中の航空機を間近にご覧いただけます。

日本の翼　育英奨学金
http://www.jees.or.jp/sc-
scholarship/doc/noryugaku.pdf
JALは奨学金の給付を通じて、私立大学パイ
ロット養成課程の学生を応援しています。

ユニセフ支援
https://www.jal.com/ja/csr/
important/bridge/unicef.html
ユニセフ外国コイン募金実行委員会のメン
バーとして、長年にわたりユニセフの活動に協
力しています。

JALスカラシッププログラム

　アジア・オセアニアの大学生を日本に招待
し、茶道・参禅などの文化体験や、日本人学
生を交えた研修を通じて相互理解を促進し、
将来を担う若者を育成することを目的とした
プログラムです。1975年に開始し、現在は
JAL財団とJALが協力して運営しており、こ
れまでに1,538人の学生が海外から参加し
ています。
　2015年は7月1日から約3週間、東京近郊
と石川県で開催。13の国・地域から24人が
参加しました。

ユニセフへの協力

　JALは、1991年より成 田＝ニューヨー
ク線にて、海外旅行で使い残した外国の
通貨をユニセフ募金として集める機内募金

「Change for Good」を開始しました。
　2006年からは、国際線自社運航便の全
便に拡大して、旅行中に使い残した外貨通
貨を任意で募金していただいています。こ
の活動を通じて集められる外国通貨は、ユ
ニセフ募金として、子どもたちの命と健康、
権利を守るためのユニセフの活動に活用さ
れてます。また、日本国内の空港税関エリア
やラウンジなどの募金箱に集まった外国の
通貨を、無償で各国へ輸送する支援も続け

　近年では同窓会組織も各地で立ち上げ、
広く世界で活躍する卒業生のネットワークづ
くりにも取り組んでいます。また、2015年
には新たな取り組みとして日韓中学生の交
流プログラムも開始しています。

ています。
　毎年年末には、日本ユニセフ協会が主催
する、街頭募金イベントに客室乗務員も参加
し、ユニセフ募金を呼び掛ける活動も継続
しています。

世界こどもハイク

　世界で最も短い詩
であるハイク（俳句）の
楽しさを広め、その創
作を通じて感性を養う
とともに、日本文化や
日本への理解と関心
を深めてもらうことを

目的に行っているプロジェクトです。はじま
りは1964年にJALがアメリカのラジオ番組
で呼び掛けた「ハイクコンテスト」で、1990
年のJAL財団設立以降は、日本および全世
界の15歳以下の子どもたちを対象に、絵と

ハイクで構成した作品による「世界こどもハ
イクコンテスト」を2年に1回開催していま
す。優秀作品を集めた絵本を「地球歳時記」
として出版して、国内外の教育機関や図書
館などに寄贈しています。これまでに52カ
国・地域から68万を超える作品が寄せられ
ています。

86

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6

https://www.jal.com/ja/csr/soraiku
https://www.jal.com/ja/csr/soraiku
http://www.jal.co.jp/kengaku/
http://www.jees.or.jp/sc-scholarship/doc/noryugaku.pdf
http://www.jees.or.jp/sc-scholarship/doc/noryugaku.pdf
https://www.jal.com/ja/csr/important/bridge/unicef.html
https://www.jal.com/ja/csr/important/bridge/unicef.html


TOP へ戻る

Corporate Governance

JALグループのコーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンス ………………………… 88
リスクマネジメントの体制 ………………………… 92
筆頭独立社外取締役が語る
JALのコーポレート・ガバナンス …………………… 94
取締役のご紹介 …………………………………… 95
監査役、執行役員のご紹介 ………………………… 96

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6

87



コーポレート・ガバナンスの体制

選任・解任 選任・解任

指導・助言

会計監査

監査

選任・解任

報告連携

連携
連携

報告指示・権限委譲

リスクマネジメント委員会
財務リスク委員会
JALフィロソフィ委員会
CSR委員会

選解任・
指示命令

重要事項
の報告

諮問

答申

答申

指示・権限委譲

取 締 役 会

グループ
業績報告会

コーポレート
ブランド推進会議

グループ
安全対策会議

グループ航空
安全推進委員会

経営連絡会

執 行 役 員

各 部 門 、子 会 社

社 長 経 営 会 議

監査部

監査役会

指名委員会
コーポレート・ガバナンス委員会

報酬委員会
人事委員会

役員懲戒委員会

会計監査人

株 主 総 会

弁護士など

JALグループは、経営の透明性を高め、経営監視機能を強化するため
過半数が社外取締役で構成される5つの任意の委員会を設置し、
企業価値の向上に努めています。

コーポレート・ガバナンスの状況

　JALグループは、輸送分野における安全のリーディングカンパニー
として、事業の存立基盤である安全運航を堅持しつつ、お客さまに最
高のサービスを提供するとともに、公正な競争を通じてよい商品を提
供し適正な利益を得るという経済的責任を果たすことにとどまらず、
広く社会の一員としてその責務を果たし、貢献する企業グループであ
ることを念頭に事業を展開しています。
　このことをふまえ、「全社員の物心両面の幸福を追求し、一、お客さ
まに最高のサービスを提供します。一、企業価値を高め、社会の進歩
発展に貢献します。」という企業理念のもと、「JALフィロソフィ」を定
め、適切な経営判断を迅速に行うと同時に、高い経営の透明性と強い
経営監視機能を発揮するコーポレート・ガバナンス体制を確立し、企
業価値の向上に努め、説明責任を果たします。
　取締役会は、会社法、関連法令および定款に次ぐ重要なものとして

「コーポレート・ガバナンスの基本方針」を定め、コーポレート・ガバ
ナンスを確立し、少なくとも年1回の見直しを行っています。

コーポレート・ガバナンスの体制

取締役会
　取締役会は、企業価値向上のため、取締役候補および監査役候補
の選任、執行役員の選任、報酬の決定、ならびに重要な意思決定を通
じて、高い経営の透明性と強い経営監視機能を確保します。
　また、取締役会は、経営監視機能と業務執行機能を明確化し、業務
執行取締役でない取締役から取締役会議長を選任するとともに、3名
以上の適切な人数の独立性の高い社外取締役候補を選任します。社
外取締役は適切な助言機能を発揮します。
　取締役会は、効率的な意思決定を行うため、取締役会にて決議した

「決裁及び職務権限に関する規程」に基づき、職務権限基準表に定め
る事項に関する意思決定を社長に委ねています。また、取締役会およ
び社長による適切かつ機動的な意思決定に資することを目的として
経営会議を設置しています。
　取締役会は、取締役会議長と社外取締役で構成する「コーポレート・
ガバナンス委員会」を設置し、毎年、各取締役の自己評価なども参考
にしつつ、取締役会の実効性を評価し、運営などについて適切に見直
しを行い、その結果の概要を開示します。「コーポレート・ガバナンス
委員会」の委員長は筆頭独立社外取締役とします。

JALグループのコーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス
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取締役
　取締役に対しては、法的留意事項などを説明し、「忠実義務」「善管
注意義務」を含む取締役の義務について周知徹底を図ります。また、
取締役の任期は1年として、各事業年度に対する経営責任の明確化を
図ります。
　社外取締役は、その多様性確保に留意し、さまざまな分野に関する
豊富な経験と高い見識や専門知識を有する者から選任するとともに、
当社の定める社外役員の「独立性基準」（後述）に基づき、実質的な独
立性を確保し得ない者は社外取締役として選任いたしません。また、
社外取締役のうち1名を筆頭独立社外取締役として選任し、監査役な
らびに社内各部門との連携強化を図ります。
　社外取締役については、当社に対する理解を深めるため、空港・営
業・整備・運航・客室・貨物などの各現場の視察や安全に関する教育
を行います。

監査役会
　監査役会は、取締役の職務の執行の監査、会計監査人の選解任や
監査報酬に関わる権限の行使などの役割・責務を果たすに当たって、
株主に対する受託者責任をふまえ、独立した客観的な立場において
適切な判断を行います。

監査役
　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、重要な決
裁書類などの閲覧により、会社経営および事業運営上の重要事項な
らびに業務執行状況を監査します。また、監査役室スタッフとともに、
各事業所、子会社に毎年監査を行い、その結果を代表取締役に報告
します。さらに内部監査部門や会計監査人との情報交換にも努める
ほか、子会社の監査役との会議を定期的に開催し、グループ全体で
の監査の充実強化を図ります。
　当社は、監査役に対して会社情報の提供に加え、社外研修や外部
団体への継続的参加などにより、監査役に求められる役割と責務を十
分に理解する機会を提供し、必要な費用を負担します。
　社外監査役は、さまざまな分野に関する豊富な知識、経験を有する
者から選任するとともに、当社の定める社外役員の「独立性基準」（後
述）に基づき、実質的な独立性を確保し得ない者は社外監査役として
選任いたしません。社外監査役は、他の監査役とともに内部監査部
門、会計監査人と連携し、より中立的、客観的な視点から監査を実施
することにより、経営の健全性を確保します。
　社外監査役については、当社に対する理解を深めるため、空港・営
業・整備・運航・客室・貨物などの各現場の視察や安全に関する教育
を行います。

任意の各種委員会

　当社は、高い経営の透明性と強い経営監視機能を発揮するコーポ
レート・ガバナンス体制を構築するため、取締役会のもとに、以下の
各種委員会を設置しています。いずれも委員の過半数は社外取締役
で構成しています。

コーポレート・ガバナンス委員会（委員長: 岩田 喜美枝 社外取締役）
　JALグループ「コーポレート・ガバナンスの基本方針」について、少
なくとも年1回取り組み状況を確認して、会社の持続的な成長と中長
期的な企業価値の向上に資するものであるかどうか分析・評価し、取
締役会に必要な答申・報告を行います。3名の社外取締役（岩田、小
林、伊藤）および取締役会議長（大西）が委員を構成しています。

指名委員会（委員長: 伊藤 雅俊 社外取締役）
　取締役候補および監査役候補の選任に関する議案を株主総会に提
出する場合、指名委員会は、取締役会から諮問を受け、当該候補の人
格、知見、能力、経験、実績などを総合的に判断し、取締役会に答申し
ます。また、指名委員会は、当社の企業理念、中長期的な経営戦略、
経営計画の実現を目標とした社長などの経営陣幹部の後継者の計画
について検討を行っています。3名の社外取締役（岩田、小林、伊藤）、
社長（植木）および副社長（藤田）が委員を構成しています。

報酬委員会（委員長: 小林 栄三 社外取締役）
　報酬委員会は、取締役、執行役員および監査役の報酬に関して、取締
役会からの諮問事項について協議し、その結果を取締役会に答申しま
す。また、報酬委員会は持続的な成長に向けた健全なインセンティブと
なる報酬制度について検討を行っています。委員の構成は指名委員会
と同様です。

人事委員会（委員長: 植木 義晴 社長）
　執行役員の選任および解任を行う場合、取締役会は、人事委員会
に諮問し、その答申をふまえ、決議します。委員の構成は指名委員会
と同様です。

役員懲戒委員会（委員長: 岩田 喜美枝 社外取締役）
　取締役および執行役員の懲戒を行う場合、役員懲戒委員会で決定
します。委員の構成は指名委員会と同様です。
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ガバナンスに関する社内機関、
社長直轄のガバナンス機関

経営会議　（新設）
　取締役会および社長による適切かつ機動的な意思決定に資するこ
とを目的とした機関とし、取締役会決議案件および社長決裁案件のう
ち経営会議による確認が必要なものの審議を行います。
　なお、経営会議は2016年2月に新設した機関です。監督と執行の
機能分離をより明確にするため、従来設置していた常務会に変えて新
設しました。

グループ業績報告会　（2015年度12回開催）
　取締役、執行役員、主要関連会社社長が参加し、グループの業績
の状況を共有すると同時に、業績向上のための検討を行います。

コーポレートブランド推進会議　（2015年度12回開催）
　JALグループの企業理念・方針に基づき、コーポレートブランド（企
業価値）に関わる重要な方針の策定を行い、企業活動の実態を把握
し、コーポレートブランド向上に関する各施策の進捗管理および情報
共有を行います。

グループ安全対策会議　（2015年度13回開催）
　「安全」を徹底して推進するため、社長直下に安全推進本部を設置
しています。安全推進本部が事務局となるグループ安全対策会議
は、日常運航上の安全に関わる情報共有、対応策の決定ならびに安
全に関わる重要施策の検討、方針確認を行います。

経営連絡会　（2015年度24回開催）
　役員間で経営に関わる案件の進捗確認および情報共有を行います。

内部監査部門
　社長直轄の独立組織である監査部が担当しており、監査部長を内
部監査責任者、監査部所属員を内部監査担当者の体制で実施してい
ます。内部監査を通じて把握した内部統制に関わる重要な事象に関し
ては、監査法人や監査役へも情報を提供し、必要に応じ指導、助言を
得るなど、相互連携にも努めています。

社外役員の独立性基準

　当社の社外役員については、高い経営の透明性と強い経営監視機
能を発揮するコーポレート・ガバナンス体制を高いレベルで確立し、
企業価値の向上を図るため、その独立性を判断する基準（原則とし
て、以下のいずれにも該当しない者を独立性を有する者と判断する）
を以下のとおり定めています。

1.  現在または過去10年間において、当社および当社の連結子会社
の業務執行者※1であった者。

2.   過去3年間において下記a〜fのいずれかに該当していた者。
a.   当社との一事業年度の取引額が、当社または当該取り引き先

のいずれかの連結売上高の1％を超える取り引き先またはその
業務執行者。

b.   当社への出資比率が5％以上の大株主またはその業務執行者。
c.   当社の主要な借入先またはその業務執行者。
d.   当社より年間1,000万円を超える寄付を受けた者、または受け

た団体に所属する者。
e.   当社より役員報酬以外に年間1,000万円を超える報酬を受け

た者、またはその連結売上高の1%を超える報酬を受けた団体
に所属する者。

f.   当社の業務執行者が他の会社の社外役員に就任している場合
における当該他の会社の業務執行者。

3.   上記1および2に掲げる者の配偶者または二親等以内の親族。

※1 業務執行者とは業務執行取締役、執行役員をいう。

JALグループのコーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

取締役会および監査役会の開催と出席状況

会議体 開催回数
平均出席率

取締役 監査役

取締役会 19回 93% 89%

監査役会 12回 — 100%
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氏名 独立役員

社
外
取
締
役

岩田 喜美枝 ◯
行政および企業経営における長期の経験のなかで、女性の活躍支援・企業の社会的責任（CSR）などの豊富な経験・実績と
高い見識を有し、社外取締役として当社経営に資するところが大きいと考えています。公益財団法人21世紀職業財団会長、
東京都監査委員などを兼職。

小林 栄三 ◯
総合商社の経営のトップとして、グローバルな経営と多角的なグループ企業の統率において豊かな経験と経営に関する高
い見識を有し、社外取締役として当社経営に資するところが大きいと考えています。伊藤忠商事株式会社会長、オムロン株
式会社社外取締役、朝日生命保険相互会社社外監査役などを兼職。

伊藤 雅俊 ◯
お客さま視点のマーケティングに長けたグローバル企業の経営トップとして、豊かな経験と経営に関する高い見識を有し、
社外取締役として当社経営に資するところが大きいと考えています。味の素株式会社代表取締役　取締役会長、公益社団
法人日本アドバイザーズ協会理事長を兼職。

社
外
監
査
役

熊坂 博幸 ◯ 公認会計士としての豊富な経験・実績と、会計に関する高度な見識を有していることから、2011年3月より社外監査役を務
めています。松田産業株式会社社外取締役（監査等委員）を兼職。

八田 進二 ◯
「会計監査論」および「企業の内部統制」の権威として豊富な経験と高い見識を有していることから、2012年7月より社外監
査役を務めています。青山学院大学大学院教授、株式会社日本政策投資銀行社外監査役、金融庁企業会計審議会委員など
を兼職。

加毛 修 ◯ 1973年4月の弁護士登録以降、コンプライアンス、企業統治に関する豊かな経験と見識を有しています。銀座総合法律事
務所弁護士、政府調達苦情検討委員会委員長（内閣府）などを兼職。

コーポレート・ガバナンスについての課題

　当社は、東京証券取引所が定めるコーポレートガバナンス・コード
の各原則の趣旨をふまえ、コーポレート・ガバナンス体制を確立し、
企業価値の向上に努めており、各原則の以下の2項目について改め
て重要課題であると認識し、当社「コーポレート・ガバナンスの基本方
針」のなかで明記の上、取締役会が設置する各種委員会において検
討を行うこととしました。

最高経営責任者などの後継者の計画
指名委員会は、当社の企業理念、中長期的な経営戦略、経営計画の
実現を目標とした社長などの経営陣幹部の後継者計画について、検
討しています。

取締役の役割・責務および経営陣の報酬
報酬委員会は、経営陣の報酬について、当社の持続的かつ堅実な成
長と中長期的な企業価値の向上を目的として、企業理念および経営
戦略に合致した経営陣の職務の遂行を強く動機づけるため、業績連
動強化、自社株式報酬導入を含めた新たな役員報酬制度について、
次期中期経営計画の初年度である2017年度からの導入を検討して
います。

社外役員の選任理由

　当社は、社外役員の選任に当たり、多様性確保に留意し、さまざまな分野に関する豊富な経験と高い見識や専門知識を有する者から選任する
とともに、前述の社外役員の「独立性基準」に基づき候補者を選定しています。各社外役員の選任理由は以下のとおりです。

内部統制システムの基本方針（抜粋）

　JALグループは、「コーポレート・ガバナンスの基本方針」の実効性の
向上を目指して、以下に関する「内部統制システムの基本方針」を定め
ています。これによって、会社法および会社法施行規則に基づく業務
の適正性を確保いたします。また、内部統制システムの整備・運用状
況を評価検証し、是正が必要な場合は改善措置を講じることとします。

1.  取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制

2.  取締役の職務の執行に関わる情報の保存および管理に関する体制
3.  損失の危険の管理に関する規程その他の体制
4.  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
5.  JALグループにおける業務の適正を確保するための体制
6.  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事
項、監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

7.  監査役への報告などに関する体制
8.  監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続き

その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に関わ
る方針に関する事項

9.  その他監査役会または監査役の監査が実効的に行われることを確保す
るための体制

※ 内部統制システムの整備運用状況の詳細についてはリンク先をご参照く
ださい。

http://www.jal.com/ja/outline/corporate/
governance/internal_control.html
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リスクマネジメント体制図

取締役会

経営会議

リスクマネジメント委員会

主管部対応

安全管理
保安管理

事務局：総務部（リスク統括管理）

企業リスク　オペレーションリスク　戦略リスク

安全・保安推進

経営連絡会

情報セキュリティ部会

安全対策会議

航空安全推進

コンプライアンス推進

　企業活動における関連法令・規則の遵守を徹底すべく、日本航空
総務部をJALグループのコンプライアンス総括部門と位置づけ、さま
ざまな施策展開を通じて社員の意識啓発に注力しています。
　グループ各社の役員を統括者とする「JALグループ コンプライアン
ス・ネットワーク」を組織し、関連情報の迅速な共有を図るとともに、コ
ンプライアンス情報誌やメールマガジンの定期的な発行や、イントラ
ネットを通じた情報発信などによりグループ全体のコンプライアンス
風土の醸成に取り組んでいます。
　また、コンプライアンス教育、法務部門による各種法令セミナー
を、対面教育ならびにe-learning方式で幅広く実施し、全体で関連知
識を積極的に向上させることにより、社会規範に則した行動と法的リ
スクの未然防止の促進に努めています。

リスクマネジメント体制

　JALグループでは、リスクを①航空運送に関わるリスクを除く企業
運営全般に関わる「企業リスク」、②航空安全、航空保安その他航空運
送遂行に関わる「オペレーションリスク」、③事業運営に当たり、収支に
重要な影響を及ぼす「戦略リスク」の3つに分類し管理しています。
　これらのリスクを把握、分析・評価し、その対応方法を策定するた
めに、JALグループでは次の5つの会議体を設けています。

①リスクマネジメント委員会
　リスクマネジメント委員会は、総務本部長を議長とし、現業部門を
主管する各本部を中心とした本部長により構成されています。同委員
会は、企業リスク、オペレーションリスク、戦略リスクに関して、これら
のリスクを総括的に管理することにより、グループ経営の安定化を図
る役割を担っています。また、リスクマネジメント基本方針の策定、リ
スク発生時の対応などについて経営連絡会を通じて、経営陣への進
捗報告・情報共有を行う場として機能しています。

②情報セキュリティ部会
　情報セキュリティ部会は、総務本部長およびIT企画本部長を長と
し、関係部門長により構成されています。同委員会は、情報管理に特
化した取り組みを行っており、情報セキュリティを向上させ、企業リス
クの低減を実現する役割を担っています。

③グループ安全対策会議
　「安全」を徹底して推進するため、社長直下に安全推進本部を設置し
ています。安全推進本部が事務局となるグループ安全対策会議は、日
常運航上の安全に関わる情報共有、対応策の決定ならびに安全に関
わる重要施策の検討、方針確認を行います。

JALグループのコーポレート・ガバナンス

リスクマネジメントの体制

情報開示や強固なリスクマネジメント体制の整備・運用を通じて
ガバナンス上の課題解決と、より健全な経営体制の確立を目指していきます。
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④グループ航空安全推進委員会
　グループ安全対策会議の下部会議体として、各本部間およびグルー
プ航空会社間の安全に関わる連携の維持・強化を図ることでグループ
全体の航空運送における安全性を向上させることを目的として、日本
航空安全推進本部長(委員長)、委員長が指名する日本航空の安全管理
担当部門長、および各グループ航空会社の安全担当役員をもって構成
される会議体です。
⑤財務リスク委員会
　財務リスク委員会は、財務・経理本部長を財務リスク責任者とし、
社長、副社長および関係部門長などにより構成されています。同委
員会は、財務上のリスクを適切に把握し、会社経営に役立てる役割を
担っています。具体的には、定期的に財務状況のシミュレーションを
実施し、その内容を確認します。また、経済危機や大規模災害などの
リスクイベントが発生し、会社業績に重大かつ定量的な影響を与える
と判断した場合は、当該リスクの影響額を試算し、必要に応じてリスク
マネジメント委員会と共同してリスクに対応します。

情報セキュリティ対策

　JALグループでは、2014年9月にJALマイレージバンクへの不正
ログインと顧客情報管理システムへの不正アクセスによる個人情報
漏えいが発生しました。多くのお客さまとご関係者の皆さまにご迷惑
やご心配をおかけしましたことを、深くお詫び申し上げます。これを受
け、より一層の情報セキュリティ強化を最重要課題とし、再発防止に
努めています。
　具体的には、従来から計画していた情報セキュリティ強化対策を前
倒しして進め、ますます高度化・複雑化する外部からの攻撃に対して
も、十分な検知・監視体制を整えるとともに、予防対策も常に進化さ
せながら、万全な対策を講じています。また、その進捗状況は、リスク
マネジメント委員会でフォローアップし、確実な実施に努めています。

BCP（Business Continuity Plan:
事業継続計画)

　新型インフルエンザを含む未知の感染症や震災など、公共交通機
関としての責務を脅かす特定リスクに関して、監督官庁・関係諸機関
との連携のもとに対応指針を事業継続計画（BCP）として整備し、有事
の際にも適切に業務を遂行できる体制を構築しています。これらBCP
は、社員とその家族の安全を守るとともに、JALグループの重要業務
である予約、案内業務を含む航空運送業務と、支払い・精算業務を継
続するために必要な方針、体制などの基本事項を定めており、より実
践的なBCPを目指し定期的な見直しを行うとともに、必要に応じ随時
改定を行っています。
　2014年の西アフリカの一部のエボラ出血熱流行拡大にあたって
は、この新型インフルエンザ・未知の感染症対策BCPに基づき対応を
行い、政府関連機関と連携するとともに必要な体制を整備し、「エボ
ラ出血熱への対応方針（国際線）」として同BCPに追加しました。
　JALグループでは、2007年より震災発生時などにJALグループ全
社員とその家族の安否を迅速に確認するために「安否確認システム」
を導入しており、2014年には、より短時間に情報把握するため、全社
的にシステムのバージョンアップを実施。また、定期的な通報演習な
ど、不測の事態に備え社員一人一人の危機管理意識の向上に努めて
います。
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JALは社外取締役に対する情報開示の度合いが非常に高く、
経営の透明性の向上に真摯に取り組んでいます。
私はJALグループの成長を支える一員として、
役員および社員の皆さんを鼓舞していきます。

社外取締役に対する情報開示度の高さと
有効に機能している任意の委員会

　JALでは、社外取締役は、取締役会だけではなく経営会議にも出席
して発言することができます。また、業績報告会などの重要会議への
出席も可能であり、社外取締役に対しての情報開示の度合いが非常
に高く、経営の透明性という観点から高く評価しています。
　また、監査役会設置会社ですが、任意の委員会を設けています。
コーポレートガバナンス・コードの施行を受けて、2015年の10月に
は、従来の指名、人事、報酬、役員懲戒の4委員会に加えて、コーポ
レート・ガバナンス委員会を新設し、5委員会体制としました。
　人事委員会以外の4委員会委員長は社外取締役が務め、また、各
委員会の委員の過半数は社外取締役で構成され、経営執行からの独
立性が担保されています。また、各委員会の検討結果が具体的な施
策に反映されており、実効性ある運営がなされていると評価してい
ます。
　例えば、コーポレート・ガバナンス報告書において取り上げられた

「最高経営責任者などの後継者の計画」や「業績連動強化、自社株式
報酬導入などを含めた新たな役員報酬制度」という課題については、
それぞれ指名委員会および報酬委員会が、検討に着手しています。
コーポレート・ガバナンス委員会は、取締役会の実効性評価にも取り
組み、その結果を取締役会での決議を経て5月に開示しました。さら
に、人事委員会においては、執行役員候補者を含め、経営幹部の任命
について早期から継続的に検討が行われています。

取締役会のガバナンス機能を
強化する取り組み

　JALの取締役会に関しては、経営環境や経営課題の認識と、それに
基づく事業計画や戦略について、より時間をかけて議論する必要があ
ると感じていました。この時間の確保のために、今年2月に、取締役会
の議決対象項目の一部を執行側に委譲するとともに、従来、取締役会
に次ぐ決議機関であった常務会を廃止し、社長が執行の最高責任者で
あることを明確にしたうえで、その諮問機関としての経営会議を新設
しました。また、この6月の株主総会において、社外取締役の人数を2
名から3名へ増員しました。各社外取締役が外部で培った豊富な経験
や知識を軸に、取締役会において、今まで以上に自由闊達に議論がで
きると考えています。

社外取締役としての自身の役割と
JALに期待すること

　私自身は、独立社外取締役として、社外経験によって培われた価値
観や判断の軸に基づく意見を率直に言うことをこれからも心がけてい
きます。また、株主から負託を受けた者として、中長期的な株主価値
を向上させるためにJALの役員および社員の皆さんを鼓舞していくつ
もりです。
　何よりも、JALグループのコーポレート・ガバナンスを支えている
のはJALグループの役員・社員一人一人の誠実さであり、その基盤と
なっているのがJALフィロソフィ。JALグループの皆さんには、JALフィ
ロソフィに息づく謙虚な心と誠実さと情熱を忘れずに、再生を完遂す
るとともに、さらなる飛躍を実現してほしいと心から願っています。

JALグループのコーポレート・ガバナンス

筆頭独立社外取締役が語るJALのコーポレート・ガバナンス

社外取締役
岩田　喜美枝
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植木　義晴
代表取締役社長
経営会議議長、グループ安全対策
会議議長、コーポレートブランド推
進会議議長、JALフィロソフィ委員会
委員長、CSR委員会委員長

大西　賢
取締役会長

⻫藤　典和
取締役専務執行役員
財務・経理本部長

進　俊則
取締役専務執行役員
運航本部長、安全統括管理者

伊藤　雅俊
社外取締役

藤田　直志
代表取締役副社長執行役員
社長補佐

乘田　俊明
取締役専務執行役員
経営企画本部長、事業創造戦略部担当

岩田　喜美枝
社外取締役

大川　順子
代表取締役専務執行役員
コミュニケーション本部長

菊山　英樹
取締役専務執行役員
路線統括本部長

小林　栄三
社外取締役

取締役のご紹介

再任

再任

再任

再任 再任社外 社外 社外独立 独立 独立

再任

新任 新任

新任

再任

再任
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常務執⾏役員 執⾏役員

山村　毅 貨物郵便本部長

大貫　哲也 (株)ジェイエア社長

江利川　宗光 中国地区総代表(兼)中国地区総代表室北京支店長(兼)北京営業所長

丸川　潔 日本トランスオーシャン航空(株)社長

米澤　章 路線統括本部国際路線事業本部長

岡　敏樹 調達本部長

加藤　淳 路線統括本部商品・サービス企画本部長

日岡　裕之 総務本部長

植田　英嗣 人財本部人事教育担当(兼)人事部長

西尾　忠男 路線統括本部国内路線事業本部長

中野　星子 西日本地区支配人

加藤　洋樹 日本エアコミューター(株)社長

西畑　智博 路線統括本部旅客システム推進部担当

阿部　孝博 空港本部長

大島　秀樹 路線統括本部国際提携部担当

安部　映⾥ 客室本部長

屋敷　和子 東京空港支店長、(株)JALスカイ社長

小田　卓也 人財本部長

柏　頼之 旅客販売統括本部副本部長・国際旅客販売本部長・Web販売本部長、
東日本地区支配人

（2016年7月1日現在）

清水　新一郎
秘書室長

権藤　信武喜
安全推進本部長、ご被災者相談室長

赤坂　祐二
整備本部長、（株）JALエンジニアリング社長

石関　佳志
IT企画本部長

二宮　秀生
旅客販売統括本部長・国内旅客販売本部長、

（株）ジャルセールス社長

豊島　滝三
経営管理本部長

監査役

JALグループのコーポレート・ガバナンス

監査役、執行役員のご紹介

鈴鹿　靖史
監査役

入社以来、主に整備企画や技術な
どの整備関連業務に従事し、生産
関連の幅広い見識で当社のグルー
プ経営に貢献してきました。2012
年7月より監査役。ジャパンSAP
ユーザーグループ会長を兼職。

田口　久雄
監査役

入社以来、営業・人事・運航など
のさまざまな業務に従事し、2007
年4月より執行役員米州支社長、
2010年2月より副社長執行役員を
務めました。2012年2月より監査
役を務めています。

熊坂　博幸
社外監査役

公認会計士としての豊富な経験・
実績と、会計に関する高度な見識
を有していることから、2011年
3月より社外監査役を務めていま
す。松田産業株式会社社外取締役

（監査等委員）を兼職。

八田　進二
社外監査役

「会計監査論」および「企業の内部統
制」の権威として、2012年7月より
社外監査役を務めています。青山学
院大学大学院教授、株式会社日本
政策投資銀行社外監査役、金融庁
企業会計審議会委員などを兼職。

加毛　修
社外監査役

1973年4月の弁護士登録以降、コ
ンプライアンス、企業統治に関す
る豊かな経験と見識を有していま
す。銀座総合法律事務所弁護士、
政府調達苦情検討委員会委員長

（内閣府）などを兼職。

再任 再任 再任 再任社外 社外 社外独立 独立 独立新任
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財政状態および経営成績の分析

経済環境

　2016年3月期におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続いて
おり、個人消費は総じて見れば底堅い動きとなりました。海外経済に
ついては、中国をはじめとするアジア新興国などにおいて一部に弱さ
が見られましたが、米国をはじめとして、全般的には回復傾向にありま
した。他方で、当社の旅客収入に影響を与える訪日旅客数は、前年同
期比45.6％増と大幅に増加し、2,136万人となりました。また、当社の
燃料調達コスト、国際線旅客および国際線貨物収入に影響を与える原
油価格については、前年と比較して低水準で推移しましたが、米ドル
の為替レートについては、円安傾向が継続しました。

JALグループの状況

　JALグループは、日本航空（株）（以下、当社）、子会社87社および関
連会社59社により構成されています。
　当社は上記経済環境のもと、2015年2月18日に発表した「JALグ
ループ中期経営計画ローリングプラン2015」で掲げた目標を達成す
るべく、安全運航の堅持を基盤としたうえで、JALフィロソフィと部門
別採算制度によって採算意識を高め、経営の効率化を図り、お客さま
に最高のサービスを提供できるよう努めました。
　以上の結果、2016年3月期の営業収益は1兆3,366億円（前年同
期比0.6％減少）、営業費用は1兆1,274億円（前年同期比3.2％減少）
となり、営業利益は2,091億円（前年同期比16.4％増加）、経常利益
は2,092億円（前年同期比19.4％増加）、親会社株主に帰属する当期
純利益は1,744億円（前年同期比17.1％増加）となりました。

連結経営成績分析（概略）

　2016年3月期の業績概要の営業収益につきましては、前年対比
0.6%減少の1兆3,366億円となりました。
　営業費用については、燃油市況が大幅に下落したことなどから、前
年対比3.2%減少し1兆1,274億円となりました。引き続き、売上最
大・経費最小に努めていきます。
　結果、2016年3月期の営業利益は2,091億円となり、EBITDAR
マージンは24.0%、営業利益率については15.7％となり、2015年度
も引き続き財務目標である10％以上を達成しています。

連結経営成績 （単位：億円）
2015年3月期 2016年3月期 前年度比

営業収益 13,447 13,366 ▲0.6%
航空運送連結 11,962 12,052 ＋0.7%

営業費用 11,650 11,274 ▲3.2%
航空運送連結 10,346 10,143 ▲2.0%

営業利益 1,796 2,091 ＋16.4%
航空運送連結 1,615 1,908 ＋18.1%

営業利益率（%） 13.4 15.7 ＋2.3pt
経常利益 1,752 2,092 ＋19.4%
当期純利益※1 1,490 1,744 ＋17.1%
ASK（百万席キロ）※2 84,003 84,196 ＋0.2%
RPK（百万人キロ）※3 60,103 62,411 ＋3.8%
EBITDAマージン（%）※4 19.8 22.3 ＋2.5pt
EBITDARマージン（%）※5 21.8 24.0 ＋2.3pt
ユニットコスト（円）※6 8.9 9.3 ＋0.5

燃油費含む 12.3 12.0 ▲0.3
※1 親会社株主に帰属する当期純利益
※2  座席キロ（Available Seat-Kilometers）旅客輸送容量の単位。総座席数×輸送

距離（キロ）。
※3  旅客キロ（Revenue Passenger-Kilometers）有償旅客が搭乗し、飛行した距

離の合計。有償旅客数×輸送距離（キロ）。
※4 EBITDAマージン＝EBITDA/営業収益
 EBITDA＝営業利益＋減価償却費
※5 EBITDARマージン＝EBITDAR/営業収益
 EBITDAR＝営業利益＋減価償却費＋航空機材賃借料
※6  ユニットコスト＝航空運送連結費用（燃油費、収入費用両建ての関連会社向け取

引を除く）/ASK

財務情報

財務状況と業績の評価および分析
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2015年
3月期

2016年
3月期

2,091

1,796

▲60 ▲68 ▲228

▲73 ▲10 ▲97
▲222

＋137 ＋139 ＋235

＋543

国
際
旅
客

国
内
旅
客

貨
物・郵
便

そ
の
他
収
入

旅
行
売
上・商
事
流
通
等※

旅
行
原
価・商
事
流
通
等※

燃
油
費

整
備
費

機
材
費

人
件
費

そ
の
他
費
用

※関連会社に対する
　燃油転売を含む

295億円
（＋16.4%）

収入　▲80億円 費用　＋375億円

売上高増減分析

　収入面では国内旅客が好調だったものの、前年対比80億円の減収
となりました。
　収入のうち、国際旅客は燃油サ−チャ−ジ収入が減少し、海外発需
要の好調に伴う旅客数の増加があったものの、前年対比60億円の減
収となりました。国内旅客は、レベニューマネジメントによる需要構
成変化と需要喚起策の実施により旅客数が増加したため、前年対比
137億円の増収となりました。
　費用面では、燃油市況が大幅に下落したことなどから、前年対比
375億円減少しました。
　国際旅客事業においては、ASKは前年対比1.3%増加するなか、
RPKは同5.4%増加した結果、座席利用率は同3.1ポイント上昇し
78.8%となりました。単価については4.8%下落いたしましたが、燃油
サーチャージの減収により単価が約11%下落したことを考慮すると、
燃油サーチャージを除いた単価は約6%上昇したものと試算していま
す。単価要因では、燃油サーチャージ収入などの減少により215億円
の減少となりますが、レベニューマネジメントなどにより、純単価は上
昇しています。旅客数要因では、北米、東南アジア、中国線を中心に、
引き続きインバウンド需要が増加したため、154億円の増加となりま
した。以上より、国際旅客収入は、前年対比60億円減少の4,487億
円となりました。

国際旅客事業（輸送実績）
2015年3月期 2016年3月期 前年度比

旅客収入（億円） 4,548 4,487 ▲1.3%
ASK（百万席キロ） 47,696 48,327 ＋1.3%
RPK（百万人キロ） 36,109 38,069 ＋5.4%
有償旅客数（千人） 7,793 8,080 ＋3.7%
座席利用率（%） 75.7 78.8 ＋3.1pt
イールド（円）※1 12.6 11.8 ▲6.4%
ユニットレベニュー（円）※2 9.5 9.3 ▲2.6%
単価（円）※3 58,362 55,537 ▲4.8%
※1 イールド＝旅客収入/RPK
※2 ユニットレベニュー＝旅客収入/ASK
※3 単価＝旅客収入/有償旅客数

　国内旅客事業においては、ASKは前年対比1.2%減少したもの
の、RPKが1.5%増加した結果、座席利用率は同1.8ポイント上昇の
67.9%となりました。レベニューマネジメントの効果、需要喚起策の
実施などにより、イールドは前年対比1.3%増加、単価が同1.3%増加
したため、国内旅客収入は前年対比2.8%増加の5,012億円となりま
した。

国内旅客事業（輸送実績）
2015年3月期 2016年3月期 前年度比

旅客収入（億円） 4,875 5,012 ＋2.8%
ASK（百万席キロ） 36,306 35,869 ▲1.2%
RPK（百万人キロ） 23,993 24,341 ＋1.5%
有償旅客数（千人） 31,644 32,114 ＋1.5%
座席利用率（%） 66.1 67.9 ＋1.8pt
イールド（円）※1 20.3 20.6 ＋1.3%
ユニットレベニュー（円）※2 13.4 14.0 ＋4.1%
単価（円）※3 15,407 15,609 ＋1.3%
※1 イールド＝旅客収入/RPK
※2 ユニットレベニュー＝旅客収入/ASK
※3 単価＝旅客収入/有償旅客数

　単価要因では、レベニューマネジメントによる需要構成の変化など
から、前年対比64億円の増加となりました。旅客数要因では、ASKが
前年対比1.2%減少したにもかかわらず、「ウルトラ先得」の新設や訪
日外国人旅行者の増加などにより、前年対比73億円の増加となりま
した。

営業費用増減分析

　燃油費が大幅に下落したことなどから、燃油費は前年対比543億円
減少の2,281億円となりました。整備費については、主として円安に
伴い前年対比73億円増加しました。人件費は、ベースアップの実施や
賞与の増加、為替影響などにより、前年対比97億円増加しました。
　旅行原価・商事流通等は収入とほぼ同額となっていますが、前年
対比235億円の減少については、整備系子会社で行っていた航空機
部品の商事流通業務の大幅な縮小、および関連航空会社に対する燃
油転売を昨年度よりネット計上に変更したことにより減少しました。な
お、2016年度以降は変更後の会計処理が通年化するので、こうした
対前年差異は発生しません。「その他の費用」が222億円増加した要
因は、主にサービス強化のための費用の増加および円安です。

営業利益増減の推移
（単位：億円）
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キャッシュフローの状況

　当社では、厳格な投資規律に基づき、適切な設備投資を実施して
います。また、適正な投資リタ−ンを確保し、フリ−キャッシュフロ−の
極大化を目指しています。
2016年3月期のキャッシュフローの状況

（営業活動によるキャッシュフロー）
税金等調整前当期純利益2,073億円に減価償却費等の非資金項目、
営業活動に関わる債権・債務の加減算等を行った結果、営業活動によ
るキャッシュフロー（インフロー）は3,123億円（前年同期比512億円
の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュフロー）
固定資産の取得による支出を主因として、投資活動によるキャッシュ
フロー（アウトフロー）は△2,889億円（前年同期比583億円の増加）
となりました。（定期預金の入出金を含む）

（財務活動によるキャッシュフロー）
配当金の支払いや有利子負債の返済を行ったことから、財務活動に
よるキャッシュフロー（アウトフロー）は△496億円（前年同期比176
億円の減少）となりました。

キャッシュフロー （単位：億円）
2015年3月期 2016年3月期 増減

税金等調整前当期純利益 1,699 2,073 ＋374
減価償却費 858 885 ＋26
その他 53 164 ＋111
営業キャッシュフロー合計 2,611 3,123 ＋512

設備投資額※1 ▲1,986 ▲2,106 ▲120
その他 ▲6 34 ＋40
投資キャッシュフロー合計※2 ▲1,992 ▲2,072 ▲79

フリーキャッシュフロー※3 618 1,051 ＋432

有利子負債返済※4 ▲511 ▲333 ＋177
配当金・その他 ▲162 ▲162 ▲0
財務キャッシュフロー ▲673 ▲496 ＋176

キャッシュフロー合計※5 ▲54 555 ＋609

EBITDA 2,655 2,977 ＋321
EBITDAR 2,927 3,211 ＋284
※1 固定資産の取得による支出
※2 定期預金の入出金を除く
※3 営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー
※4 長期借入金の返済＋リース債務の返済
※5 営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー＋財務キャッシュフロー

財政状態

　当期末の総資産は、航空機の購入や航空機前払金の支払いなどを
主因として、前期末比1,055億円増加の1兆5,789億円となりました。
　負債は、退職給付に関わる負債の増加などにより、前期末比357億
円増加の7,083億円となりました。
　純資産は、その他の包括利益累計額の減少や配当金の支払いの
一方、親会社株主に帰属する当期純利益の計上を主因として、前期
末比698億円増加の8,705億円となりました。以上の結果、自己資
本は8,430億円となり、自己資本比率は前期末比0.7ポイント上昇し
て53.4％となり、中期経営計画における目標値である自己資本比率
50％以上を達成しました。

設備投資

　当連結会計年度の設備投資については、総額212,435百万円（含
む無形固定資産）です。セグメント別の設備投資額は次のとおりです。
　航空運送事業においては、運航効率を改善するための新型航空機
導入に関する設備投資や、多様化する顧客ニーズに対応するための
競争力投資、利便性向上・効率化を目的としたシステム投資を含む無
形固定資産に関する設備投資を行っています。当連結会計年度に実
施した設備投資の主な内容は、航空機11機（ボーイング787-8型3
機、ボーイング787-9型3機、ボーイング737-800型1機、エンブラ
エルE170型2機、ボンバルディアDHC-8-400CC型2機）の新規購
入、リース機買取および航空機購入のための前払金の支払いであり、
設備投資金額は208,925百万円です。
　その他として当連結会計年度に実施した設備投資は主としてソフト
ウエアに対する支出であり、総額3,510百万円です。

設備投資と減価償却費

財政状態および経営成績の分析

財務情報

財務状況と業績の評価および分析
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※設備投資は無形固定資産含む

減価償却費
（億円）
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3月期
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利益還元

　当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営の最重要事項のひとつ
として捉えており、将来における企業成長と経営環境の変化に対応
するための投資や強固な財務体質構築に資する内部留保を確保しつ
つ、継続的に配当を行うことにより、株主の皆さまへの利益還元を積
極的に行うことを基本方針としています。
　なお、当社は、配当金総額として、親会社株主に帰属する当期純利
益から法人税等調整額の影響を除いた額の25％程度を株主の皆さ
まへの配当に充てる方針としています。
　2016年3月期の配当につきましては、当期の業績や財務状況、今
後の経営環境等を総合的に勘案し、1株につき120円の配当とします。
　2017年3月期の配当金予想につきましては、業績見通しがより明
らかになった段階で、随時開示する予定です。

今後の事業環境と課題

　当社を取り巻く環境については、このように、航空事業にとってプ
ラス、マイナス要素が入り交じっていると認識していますが、着実に
ビジネスチャンスを捉え、課題を一つ一つクリアしていき、企業成長
につなげてまいりたいと考えています。
　また、2018年3月期以降、いたずらに規模のみを追わず、収益性に
重きを置くという現在の方向性を大きく変えることはありません。こ
れまでの5年間で培ってきた収益性と安定性に、成長性をもっと皆さ
まに感じていただけるような経営を目指したいと考えています。
　そのために、まず2016年度は、
　• 今の中期経営計画を完遂すること
　•  新たな成長に向けた新経営計画を策定し、2017年度からの実行

に向けた準備を行うこと
に注力していきます。

格付けの状況

当社の現在の格付けは以下のとおりです。

格付投資情報センター(R&I) 発行体格付 A‐(安定的)

日本格付研究所(JCR) 長期発行体格付 A‐（ポジティブ）

リスクヘッジについて

＜方針＞
【燃油】当社グループの業績は、燃油価格の変動により多大な影響を
受けます。2016年3月期の当社グループの燃油費は約2,280億円で
したが、これは2016年3月期の当社グループの連結の営業費用の約
20％程度に相当します。航空業界における競争が激しいため、当社グ
ループは、燃油価格の上昇分を、運賃の値上げまたは燃油特別付加
運賃という形で当社グループの顧客にすべて転嫁することは困難で
す。また、当社グループは、燃油価格の変動リスクを軽減するため、原
油のコモディティ・デリバティブを利用したヘッジ取引を行っています。

【為替】当社グループは、日本国外においても事業を展開しており、外
貨建により、収益の一部を受領し費用の一部を支払っています。特に
当社グループにおける最大の費用である航空機燃料の価格の大半は
米ドルに連動した金額となることから、当社グループにおいては米ド
ルの為替変動による影響は収益よりも費用が大きくなっています。こ
れら為替変動による収支変動を軽減する目的で、収入で得た外貨は
外貨建の支出に充当することを基本とし、加えてデリバティブ取引を
行っています。また航空機価格の大半は米ドルに連動した金額となる
ことから、資産計上額および減価償却費が為替変動により増減するリ
スクがあります。これら為替変動によるリスクを軽減する目的で為替
取得機会の分散を図るべくデリバティブ取引を行っています。

＜ヘッジ率＞
燃油費に対する年度別ヘッジ概況はグラフのとおりです。

（2016年3月末時点）

＜感応度＞
燃油費への感応度（ヘッジなし）は以下のとおりです。

燃油費への影響（2017年3月期）

原油（1USD/bblの変動） 約27億円

為替（1円/USDの変動） 約10億円

2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期

約5%約5%
約10%約10%

約50%

約40% 燃油 為替

2017年度以降の環境認識と次期中期経営計画に向けた課題認識

課題の認識

当社を取り巻く環境の変化
今後も着実にビジネスチャンスを捉え、企業成長につなげる

2016年 2020年
日本の生産年齢人口減少・高齢化の進展
世界経済の成長（特にアジア太平洋地域）

顧客満足や生産性の向上に資するテクノロジーの進展

2030年

マクロ
環境の
変化

競争
環境の
変化

国際線 •大きな成長が見込まれる国や地域における需要を着実に取り込み
 成長のドライバーに

国内線 •成熟した市場における選好性向上の仕組みを構築・インバウンド旅客需要の拡大
•地域活性化への貢献

事業運営 •長期的視野に立った新しいビジネス（航空運送領域以外の領域）の開拓
•日本の良さを生かし世界をマーケットに（市場、人財・組織、顧客基盤  など）

顧客の
変化

顧客の求める価値の多様化
インバウンド旅客の増加・定着

LCC利用の拡大・外国航空会社の日本進出の拡大

首都圏空港発着枠拡大 リニア新幹線開通
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連結財務諸表

連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
（2015年3月31日）

当連結会計年度
（2016年3月31日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 364,988 420,333

　　受取手形及び営業未収入金 142,150 128,148

　　貯蔵品 19,754 20,314

　　繰延税金資産 12,448 16,725

　　その他 76,931 44,429

　　貸倒引当金 △817 △709

　　流動資産合計 615,455 629,242

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物（純額） 33,686 32,720

　　　機械装置及び運搬具（純額） 7,714 9,105

　　　航空機（純額） 491,295 560,601

　　　土地 1,793 1,330

　　　建設仮勘定 97,752 116,929

　　　その他（純額） 7,016 7,985

　　　有形固定資産合計 639,258 728,673

　　無形固定資産

　　　ソフトウエア 61,668 79,866

　　　その他 1,505 651

　　　無形固定資産合計 63,174 80,518

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 93,185 84,931

　　　長期貸付金 9,343 8,169

　　　繰延税金資産 3,860 6,172

　　　退職給付に係る資産 1,974 1,090

　　　その他 47,362 40,376

　　　貸倒引当金 △258 △245

　　　投資その他の資産合計 155,466 140,494

　　固定資産合計 857,899 949,686

　資産合計 1,473,354 1,578,928

財務情報
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2015年3月31日）

当連結会計年度
（2016年3月31日）

負債の部
　流動負債
　　営業未払金 144,846 145,413
　　短期借入金 106 5,792
　　1年内返済予定の長期借入金 7,807 10,851
　　リース債務 25,123 13,254
　　割賦未払金 174 178
　　未払法人税等 7,443 19,333
　　前受金 78,770 83,365
　　繰延税金負債 181 0
　　関係会社事業損失引当金 3,889 —
　　資産除去債務 — 234
　　その他 104,730 90,128
　　流動負債合計 373,074 368,552

　固定負債
　　長期借入金 43,809 51,331
　　リース債務 22,548 10,373
　　長期割賦未払金 1,025 847
　　繰延税金負債 2,317 358
　　独禁法関連引当金 5,858 6,294
　　退職給付に係る負債 191,635 236,310
　　資産除去債務 3,419 3,723
　　その他 28,914 30,578
　　固定負債合計 299,528 339,818
　負債合計 672,603 708,371

純資産の部
　　株主資本
　　　資本金 181,352 181,352
　　　資本剰余金 183,042 183,042
　　　利益剰余金 421,137 557,905
　　　自己株式 △538 △538
　　　株主資本合計 784,992 921,761
　　その他の包括利益累計額
　　　その他有価証券評価差額金 24,334 14,767
　　　繰延ヘッジ損益 △15,612 △24,777
　　　為替換算調整勘定 △4,101 427
　　　退職給付に係る調整累計額 △13,136 △69,079
　　　その他の包括利益累計額合計 △8,516 △78,662
　　非支配株主持分 24,275 27,457
　　純資産合計 800,751 870,557
　負債純資産合計 1,473,354 1,578,928
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連結損益および包括利益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自　2014年4月1日
至　2015年3月31日）

当連結会計年度
（自　2015年4月1日
至　2016年3月31日）

　営業収益 1,344,711 1,336,661
　事業費 986,723 931,902
　営業総利益 357,988 404,759
　販売費及び一般管理費
　　販売手数料 25,617 25,826
　　貸倒引当金繰入額 111 68
　　人件費 61,866 65,348
　　退職給付費用 3,962 3,627
　　その他 86,741 100,695
　　販売費及び一般管理費合計 178,298 195,567
　営業利益 179,689 209,192
　営業外収益
　　受取利息 808 887
　　受取配当金 1,097 1,556
　　航空機材売却益 3,154 5,798
　　為替差益 1,889 —
　　その他 3,376 4,408
　　営業外収益合計 10,326 12,651
　営業外費用
　　支払利息 1,665 1,172
　　航空機材処分損 6,954 3,978
　　為替差損 — 3,837
　　持分法による投資損失 2,609 —
　　その他 3,510 3,636
　　営業外費用合計 14,740 12,624
　経常利益 175,275 209,219
　特別利益
　　航空機購入補助金 — 7,063
　　施設返却精算金 — 2,201
　　受取補償金 846 1,198
　　その他 328 716
　　特別利益合計 1,175 11,179
　特別損失
　　航空機圧縮損 — 6,972
　　減損損失 881 2,714
　　関係会社事業損失引当金繰入額 3,889 —
　　その他 1,778 3,330
　　特別損失合計 6,549 13,017
　税金等調整前当期純利益 169,901 207,381
　法人税、住民税及び事業税 14,656 26,834
　法人税等調整額 1,319 △436
　法人税等合計 15,976 26,398
　当期純利益 153,925 180,983
　（内訳）
　　親会社株主に帰属する当期純利益 149,045 174,468
　　非支配株主に帰属する当期純利益 4,880 6,514
　その他の包括利益
　　その他有価証券評価差額金 17,610 △9,461
　　繰延ヘッジ損益 △22,515 △9,005
　　為替換算調整勘定 1,333 4,588
　　退職給付に係る調整額 1,058 △55,877
　　持分法適用会社に対する持分相当額 355 △453
　　その他の包括利益合計 △2,157 △70,209
　包括利益 151,768 110,773
　（内訳）
　　親会社株主に係る包括利益 146,572 104,323
　　非支配株主に係る包括利益 5,196 6,449

連結財務諸表

財務情報
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連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2014年4月1日　至　2015年3月31日） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 181,352 183,043 332,067 △130 696,332
会計方針の変更による累積的影響額 △30,965 △30,965
会計方針の変更を反映した当期首残高 181,352 183,043 301,102 △130 665,367
当期変動額
　剰余金の配当 △29,010 △29,010
　親会社株主に帰属する当期純利益 149,045 149,045
　自己株式の取得 △408 △408
　持分変動差額 △0 △0
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 — △0 120,034 △408 119,625
当期末残高 181,352 183,042 421,137 △538 784,992

その他の包括利益累計額 非支配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 6,450 6,887 △5,187 △14,193 △6,044 20,775 711,064
会計方針の変更による累積的影響額 △30,965
会計方針の変更を反映した当期首残高 6,450 6,887 △5,187 △14,193 △6,044 20,775 680,099
当期変動額
　剰余金の配当 △29,010
　親会社株主に帰属する当期純利益 149,045
　自己株式の取得 △408
　持分変動差額 △0
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,883 △22,499 1,085 1,056 △2,472 3,499 1,026
当期変動額合計 17,883 △22,499 1,085 1,056 △2,472 3,499 120,651
当期末残高 24,334 △15,612 △4,101 △13,136 △8,516 24,275 800,751

当連結会計年度（自　2015年4月1日　至　2016年3月31日） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 181,352 183,042 421,137 △538 784,992
当期変動額
　剰余金の配当 △37,700 △37,700
　親会社株主に帰属する当期純利益 174,468 174,468
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 — — 136,768 — 136,768
当期末残高 181,352 183,042 557,905 △538 921,761

その他の包括利益累計額 非支配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 24,334 △15,612 △4,101 △13,136 △8,516 24,275 800,751
当期変動額
　剰余金の配当 △37,700
　親会社株主に帰属する当期純利益 174,468
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,566 △9,165 4,529 △55,942 △70,145 3,182 △66,962
当期変動額合計 △9,566 △9,165 4,529 △55,942 △70,145 3,182 69,805
当期末残高 14,767 △24,777 427 △69,079 △78,662 27,457 870,557
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（自　2014年4月1日
至　2015年3月31日）

当連結会計年度
（自　2015年4月1日
至　2016年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益 169,901 207,381
　減価償却費 85,897 88,528
　固定資産除売却損益及び減損損失（△は益） 6,108 3,526
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △5,686 △10,741
　受取利息及び受取配当金 △1,905 △2,444
　支払利息 1,665 1,172
　為替差損益（△は益） 943 △421
　持分法による投資損益（△は益） 2,609 △651
　受取手形及び営業未収入金の増減額（△は増加） 1,975 14,193
　貯蔵品の増減額（△は増加） 851 △449
　営業未払金の増減額（△は減少） △4,392 731
　その他 15,730 21,152
　小計 273,700 321,977
　利息及び配当金の受取額 2,360 2,975
　利息の支払額 △1,768 △1,259
　施設返却精算金の受取額 — 2,190
　法人税等の支払額 △13,152 △13,489
　営業活動によるキャッシュ・フロー 261,139 312,394
投資活動によるキャッシュ・フロー
　定期預金の預入による支出 △427,960 △400,309
　定期預金の払戻による収入 396,645 318,607
　固定資産の取得による支出 △198,635 △210,660
　固定資産の売却による収入 3,538 7,642
　投資有価証券の取得による支出 △5,287 △6,345
　投資有価証券の売却及び償還による収入 243 273
　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 76 39
　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 169 —
　貸付けによる支出 △287 △319
　貸付金の回収による収入 1,859 1,669
　その他 △920 486
　投資活動によるキャッシュ・フロー △230,559 △288,915
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少） △84 5,686
　長期借入れによる収入 15,342 19,002
　長期借入金の返済による支出 △18,465 △7,952
　配当金の支払額 △28,989 △37,695
　非支配株主への配当金の支払額 △2,046 △3,264
　リース債務の返済による支出 △32,638 △25,411
　その他 △441 —
　財務活動によるキャッシュ・フロー △67,323 △49,636
現金及び現金同等物に係る換算差額 1,037 △141
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35,705 △26,299
現金及び現金同等物の期首残高 155,252 119,287
合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 4 —
連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △264 △36
現金及び現金同等物の期末残高 119,287 92,951

連結キャッシュ・フロー計算書

連結財務諸表
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グループ会社

コーポレートデータ

航空運送事業（当社、連結子会社30社、非連結子会社2社、持分法適用関連会社3社）

その他（連結子会社25社、非連結子会社30社、持分法適用関連会社11社、持分法非適用関連会社45社）

グループ全体

JALグループ

航空運送事業 その他
子会社数 87（うち連結 55）
関連会社数 59（うち持分法適用 14）

子会社数 32（うち連結 30）
関連会社数 3（うち持分法適用 3）

子会社数 55（うち連結 25）
関連会社数 56（うち持分法適用 11）

お客さま、お取引先

航空運送事業

空港旅客サービス

整  備

グランドハンドリング

空港周辺事業

整  備 貨  物

その他

旅客販売

貨  物

旅客販売

空港周辺事業

（株）JALスカイ　（株）JALスカイ札幌
（株）JALスカイ大阪　（株）JALスカイ九州

（株）JALエアテック

（株）JALグランドサービス
JALスカイエアポート沖縄（株）

（株）JALエービーシー　沖縄給油施設（株）

（株）JALエンジニアリング
（株）JALメンテナンスサービス

（株）JALカーゴサービス　日航関西エアカーゴ・システム（株）
（株）JALカーゴサービス九州

（株）JALインフォテック　（株）アクセス国際ネットワーク　
（株）ジャルカード

（株）JALナビア　（株）JALマイレージバンク

JUPITER GLOBAL LIMITED

（株）ジャルパック　（株）ジャルセールス

ジャルロイヤルケータリング（株）

日本航空（株）
日本トランスオーシャン航空（株）　日本エアコミューター（株）　（株）ジェイエア

（株）北海道エアシステム　琉球エアーコミューター（株）

役務の提供、物品の供給

役務の提供、物品の供給

他

他

他

（2016年3月31日現在）
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名称 資本金
(百万円)

議決権の所有割合
直接(%) 間接(%) 合計(%)

航空運送事業セグメント
●航空運送事業

　　日本トランスオーシャン航空株式会社 4,537 72.8 — 72.8

　　日本エアコミューター株式会社 300 60.0 — 60.0

　　株式会社ジェイエア 200 100.0 — 100.0

　　株式会社北海道エアシステム 490 57.3 — 57.3

　　琉球エアーコミューター株式会社 396 — 74.5 74.5

●空港旅客サービス

　　株式会社JALスカイ 100 100.0 — 100.0

　　株式会社JALスカイ大阪 30 100.0 — 100.0

　　株式会社JALスカイ九州 30 100.0 — 100.0

　　株式会社JALスカイ札幌 30 100.0 — 100.0

　　株式会社JALスカイ那覇※1 30 51.0 49.0 100.0

　　JTAサザンスカイサービス株式会社※1 20 — 100.0 100.0

　　株式会社JALスカイ金沢 10 100.0 — 100.0

　　株式会社JALスカイ仙台 10 100.0 — 100.0

　　JAL HAWAII, INCORPORATED 千米ドル 100 100.0 — 100.0

●グランドハンドリング

　　株式会社JALグランドサービス※2 100 99.8 0.2 100.0

　　株式会社JALグランドサービス東京※2 20 — 100.0 100.0

　　株式会社JALグランドサービス大阪 10 — 100.0 100.0

　　株式会社JALグランドサービス九州 10 — 100.0 100.0

　　株式会社JALグランドサービス札幌 10 — 97.7 97.7

　　JALスカイエアポート沖縄株式会社※1、3 33 70.6 29.4 100.0

●整備

　　株式会社JALエンジニアリング 80 100.0 — 100.0

　　株式会社JALメンテナンスサービス 10 100.0 — 100.0

●貨物

　　日航関西エアカーゴ・システム株式会社 100 69.2 — 69.2

　　株式会社JALカーゴサービス 50 100.0 — 100.0

　　株式会社JALカーゴハンドリング 50 — 100.0 100.0

　　株式会社JALカーゴサービス九州 20 40.0 40.0 80.0

●旅客販売

　　株式会社JALナビア 50 100.0 — 100.0

　　株式会社JALマイレージバンク 40 100.0 — 100.0

　　 JAL PASSENGER SERVICES 
AMERICA INCORPORATED 千米ドル 205 100.0 — 100.0

●空港周辺事業

　　ジャルロイヤルケータリング株式会社 2,700 51.0 — 51.0

名称 資本金
(百万円)

議決権の所有割合
直接(%) 間接(%) 合計(%)

その他セグメント
●整備

　　株式会社JALエアテック 315 66.6 3.4 70.0

●貨物

　　JUPITER GLOBAL LIMITED 千香港ドル 1,960 46.4 4.6 51.0

●旅客販売

　　株式会社ジャルパック※4 80 96.4 1.2 97.7

　　株式会社ジャルセールス 460 100.0 — 100.0

　　株式会社JALJTAセールス 30 16.7 83.3 100.0

　　 JALPAK INTERNATIONAL HAWAII, 
INC. 千米ドル 1,000 — 100.0 100.0

　　日航国際旅行社(中国)有限公司 千米ドル 600 — 100.0 100.0

　　 JALPAK 
INTERNATIONAL(EUROPE)B.V. 千ユーロ 1,600 — 100.0 100.0

　　 JALPAK 
INTERNATIONAL(FRANCE)S.A.S. 千ユーロ 160 — 100.0 100.0

　　 EURO-CREATIVE TOURS(U.K.)LTD. 千英ポンド 100 — 100.0 100.0

　　 JALPAK INTERNATIONAL ASIA 
PTE. LTD.

千シンガポールドル 
146 — 100.0 100.0

　　 JAL SATELLITE TRAVEL CO., LTD. 千香港ドル 750 — 100.0 100.0

　　 PT. TAURINA TRAVEL DJAYA※5 千インドネシアルピア 
500,000 — 49.0 49.0

●空港周辺事業

　　沖縄給油施設株式会社 100 40.0 20.0 60.0

　　株式会社JALエービーシー 100 51.0 — 51.0

●その他

　　株式会社JALインフォテック 702 100.0 — 100.0

　　株式会社アクセス国際ネットワーク 700 100.0 — 100.0

　　株式会社ジャルカード 360 50.6 — 50.6

　　株式会社JALファシリティーズ 180 85.0 — 85.0

　　株式会社JALブランドコミュニケーション 100 100.0 — 100.0

　　JTAインフォコム株式会社 50 — 100.0 100.0

　　株式会社JALサンライト 20 100.0 — 100.0

　　株式会社オーエフシー 10 50.0 4.0 54.0

　　株式会社ジェイプロ 10 — 100.0 100.0

　　 JLC INSURANCE COMPANY 
LIMITED 千米ドル 2,000 100.0 — 100.0

※1  株式会社JALスカイ那覇とJTAサザンスカイサービス株式会社と沖縄エアポー
トサービス株式会社は2016年7月1日に沖縄エアポートサービス株式会社を存
続会社として合併しています。

※2  株式会社JALグランドサービスと株式会社JALグランドサービス東京は、2016
年4月1日に株式会社JALグランドサービスを存続会社として合併しています。

※3  JALスカイエアポート沖縄株式会社は、2016年7月1日に沖縄エアポートサービ
ス株式会社より社名変更しています。

※4  株式会社ジャルパックについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除
く）の連結売上高に占める割合が100分の10を超えています。

※5  持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社として
います。

連結子会社一覧 （2016年3月31日現在）

JA
P

A
N

 A
IR

L
IN

E
S

 R
E

P
O

R
T

 2
0

1
6

109TOP へ戻るChapter TOPへ戻る



▶環境データ（E）
2013年度 2014年度 2015年度 単位

環境
CO₂排出量 820 840 854 万トン
CO₂排出量/有償トン・キロ（2005年度比） 89.6 86.6 85.1 ％
NOx（LTOサイクル） 6.26 6.12 5.78 千トン
CO（LTOサイクル） 4.39 4.38 4.43 千トン
HC（LTOサイクル） 0.72 0.70 0.72 千トン

電力使用量※1 129 125 120 百万kWh
熱使用量（原油換算）※1 49,633 48,494 46,770 キロリットル
水使用量※1 452 445 430 千m³

産業廃棄物発生量※1 3,720 3,415 3,475 トン
最終処分率※1 1.2 1.2 1.2 ％

※1 空港・オフィス・整備工場（国内）
▶社会性データ（S）

2013年度 2014年度 2015年度 単位
人財

連結従業員数※2 31,472 31,534 31,986 人
　地上社員 23,084 23,093 23,367 人
　運航乗務員 2,405 2,446 2,519 人
　客室乗務員 5,983 5,995 6,100 人

平均年齢※2 37.4 38.3 37.4 歳
　地上社員 37.5 38.7 37.7 歳
　運航乗務員 42.1 42.7 41.1 歳
　客室乗務員 35.0 35.1 35.0 歳

男性比率※2 53.3 53.2 52.3 ％
女性比率※2 46.7 46.8 47.7 ％

管理職※2 15.6 15.9 16.0 ％
一般職※2 84.4 84.1 84.0 ％
障がい者雇用率※3 2.00 2.04 2.28 ％
女性管理職比率※2 14.1 15.1 15.6 ％

1人当たりの研修時間※4 62.5 60.2 62.8 時間/人
1人当たりの研修費用※4 311,704 318,249 380,997 円/人

育児休職制度利用者 702 779 782 人
介護休職制度利用者 62 51 42 人

海外事業所での海外雇用社員比率※2 92.0 90.8 90.4 ％
海外事業所での海外雇用社員管理職比率※2 62.1 62.8 60.8 ％

地域貢献
ボランティア参加人数 915 1,044 909 人
ボランティア合計時間 3,144 4,436 3,182 時間

※2 年度末時点　※3 各年度の翌年度6月1日時点、日本航空株式会社と持例子会社 株式会社JALサンライトとの合算値
※4 集計精度向上に伴い過年度数値について修正しています。

▶ガバナンスデータ（日本航空株式会社）（G） （年度末時点）
2013年度 2014年度 2015年度 単位

ガバナンス
取締役 7 9 9 人
　女性取締役 2 2 2 人
　社外取締役 2 2 2 人

監査役 5 5 5 人
　社外監査役 3 3 3 人

役員報酬 294 386 414 百万円
　取締役合計（社外取締役含む） 228 320 339 百万円
　監査役合計（社外監査役含む） 66 66 75 百万円

※ 第67期定時株主総会（2016年6月22日開催）以降取締役は11名（うち社外取締役3名）、監査役は5名（うち社外監査役3名）です。

ESGデータ

コーポレートデータ
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国内線ルートマップ 

小松隠岐
（隠岐世界ジオパーク）

隠岐
（隠岐世界ジオパーク）

大阪（伊丹）

大阪（関西）
岡山

広島

出雲（出雲縁結び）出雲（出雲縁結び）

高松 徳島（徳島阿波おどり）
松山 高知

（高知龍馬）大分
福岡

長崎

天草

宮崎（宮崎ブーゲンビリア）

種子島

屋久島

鹿児島鹿児島

北九州

南紀白浜

名古屋（小牧）名古屋（小牧）

山形
（おいしい山形）

函館奥尻

旭川

帯広
（とかち帯広）

女満別

札幌（新千歳）

三沢

秋田

仙台
新潟

利尻

名古屋（中部）
静岡

（富士山静岡）

沖縄
（那覇）

与那国
石垣

（南ぬ島石垣）

多良間

宮古

久米島

与論
沖永良部（えらぶゆりの島）沖永良部（えらぶゆりの島）

南大東

徳之島（徳之島子宝）

奄美大島
喜界島

釧路（たんちょう釧路）

東京
（成田）東京

（羽田）

松本
（信州まつもと）
松本
（信州まつもと）

札幌（丘珠）

青森

但馬
（コウノトリ但馬）

徳之島（徳之島子宝）

北大東

沖縄
（那覇）

与那国
石垣

（南ぬ島石垣）

多良間

宮古

久米島

与論

南大東

北大東

天草

宮崎（宮崎ブーゲンビリア）

熊本（阿蘇くまもと）熊本（阿蘇くまもと）

山口宇部山口宇部 徳島（徳島阿波おどり）

南紀白浜

大阪（関西）

大阪（伊丹）

但馬
（コウノトリ但馬）

小松
東京
（成田）

山形
（おいしい山形）

釧路（たんちょう釧路）

奥尻 函館

花巻（いわて花巻）花巻（いわて花巻）

●  静岡ー札幌（新千歳）、静岡ー福岡、松本ー札幌（新
千歳）、松本ー福岡、名古屋（小牧）ー福岡、名古屋

（小牧）ー山形、名古屋（小牧）ー新潟、名古屋（小
牧）ー出雲、名古屋（小牧）ー高知、名古屋（小牧）ー
北九州、名古屋（小牧）ー熊本、新潟ー福岡の区間は
フジドリームエアラインズ（FDA）とのコードシェア
便です。FDAの機材および乗務員にて運航します。

●  札幌（丘珠）ー利尻、札幌（丘珠）ー釧路、札幌（丘
珠）ー函館、札幌（丘珠）ー三沢、函館ー奥尻、函
館ー三沢の区間は北海道エアシステム（HAC）との
コードシェア便です。HACの機材および乗務員に
て運航します。

●  福岡ー天草、熊本ー天草の区間は天草エアライン
（AMX）とのコードシェア便です。AMXの機材お
よび乗務員にて運航します。

※  大阪（伊丹）ー熊本の区間の一部便においても、
AMXとのコードシェア便がございます。

※  一部路線は運航していない期間がございます。

（2016年6月14日現在）
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コーポレートデータ

国際線ルートマップ
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●上記ルート図は、コードシェア便を含みます。

●上記地図は、JALのオンライン都市を中心に都合上変形デフォルメしています。
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（2016年6月28日現在）
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株式情報
●上場証券取引所 東京証券取引所 市場第一部
●証券コード 9201
●1単元の株式数 100株
●決算期日 3月31日
●定時株主総会 毎年6月
●同総会権利⾏使
 株主確定日 3月31日

●期末配当金受領
 株主確定日 3月31日 ※中間配当金制度は採用しておりません。

●株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
●同連絡先
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
TEL 0120-232-711（通話料無料）

（土日祝・年末年始を除く 9：00〜17：00）
ホームページ http://www.tr.mufg.jp/daikou/
●公告の方法
電子公告により行います。
公告掲載URL http：//www.jal.com/ja/corporate/publicnotices/
ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事
由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。
●外国人等の株主名簿への記載・記録の制限
航空法第120条の2に関連して当社定款には次の規定がある。

第12条  当会社は、次の各号のいずれかに掲げる者からその氏名及び住所を株主名
簿に記載又は記録することの請求を受けた場合において、その請求に応ず
ることにより次の各号に掲げる者の有する議決権の総数が当会社の議決権
の3分の1以上を占めることとなるときは、その氏名及び住所を株主名簿に
記載又は記録することを拒むものとする。

 （1）日本の国籍を有しない人
 （2）外国又は外国の公共団体若しくはこれに準ずるもの
 （3）外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体
 2.  当会社は、社債、株式などの振替に関する法律第151条第1項又は第8項に

基づく振替機関からの通知に係る株主のうち前項各号のいずれかに掲げる
者の有する株式のすべてについて株主名簿に記載又は記録することとした
場合に前項各号に掲げる者の有する議決権の総数が当会社の議決権の3分
の1以上を占めることとなるときは、前項各号に掲げる者の有する議決権の
総数が当会社の議決権の3分の1以上を占めることとならないように当該株
式の一部に限って株主名簿に記載又は記録する方法として国土交通省令で
定める方法に従い、株主名簿に記載又は記録する。

●発⾏可能株式総数 750,000,000株
　（普通株式）（700,000,000株）
　（第1種優先株式）（12,500,000株）
　（第2種優先株式）（12,500,000株）
　（第3種優先株式）（12,500,000株）
　（第4種優先株式）（12,500,000株）
●発⾏済株式総数
　普通株式 362,704,000株（1単元は100株）
　株主数 105,163人
●大株主

氏名または名称 株式数（株）
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 21,048,400 5.80

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 16,050,600 4.42

京セラ株式会社 7,638,400 2.10

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 5,470,700 1.50

株式会社大和証券グループ本社 5,000,000 1.37

MSCO CUSTOMER SECURITIES 4,541,100 1.25

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 4,464,400 1.23

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口6） 3,924,500 1.08

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 3,922,100 1.08

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 3,904,400 1.07

●株価・出来高推移

会社情報
企業名 日本航空株式会社

本社 住所　東京都品川区東品川二丁目4番11号
野村不動産天王洲ビル
電話番号　03(5460)3121
ホームページ http://www.jal.com/jp

創立 昭和26年8月1日

代表取締役社長 植木　義晴

資本金 181,352百万円

従業員数 連結　31,986名
単体　11,224名

資本金および
資本準備金

355,845百万円 ※百万円未満切り捨て

事業内容 1.  定期航空運送事業および不定期航空運送事業
2. 航空機使用事業
3. その他附帯するまたは関連する一切の事業

（2016年3月31日現在）

株式情報／会社情報

コーポレートデータ
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※出来高については、月間の1日当たりの平均出来高です。
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用語集

●ＡＳＫ ........................................................

available seat kilometerの略。旅客輸送
容量の単位。総座席数×輸送距離（キロ）。

●ＬＣＣ ........................................................

ローコストキャリアの略。サービスの簡素化
や手荷物の制限など徹底したコスト削減に
より、低価格の運賃で運航する格安航空会
社。航空規制緩和が進むなかで、世界各国
に登場している。

●ＲＯＡ .......................................................

return on assetの略。総資産利益率。営業
利益を総資産（純資産＋負債）で割った数値。
事業に投下した資産がどれだけ利益を上げ
ているかを示す。

●ＲＯＥ .......................................................

return on equityの略。株主資本利益率。
当期純利益を株主資本で割った数値。株主
の投資に対する収益率を表す。

●ＲＰＫ ........................................................

revenue passenger kilometersの 略。各
有償旅客が搭乗し、飛行した距離の合計。有
償旅客数×輸送距離（キロ）。

●ＳＭＳ（安全管理システム） ........................

航空会社の全分野において、事故の要因
となるリスクを事前に認識し、そのリスク
を適切に管理することによって、事故の発
生を予防するものであり、経営トップから
現場までが安全方針や安全情報を共有し、
互いの信頼関係に基づき、組織的に取り
組むべき活動。安全管理システム。Safety 
Management System。

●アライアンス ..........................................

航空連合とも呼ぶ。同一アライアンスの加
盟会社間で、コードシェア便の相互乗り入れ
や、乗り継ぎ空港での手続きの簡略化、マイ
レージプログラムの相互利用、上級会員向
け空港ラウンジサービスの共有などの業務
提携を実施している。
いわゆる３大航空アライアンスとしては、「ワ
ンワールド・アライアンス」「スター・アライ
アンス」「スカイチーム」がある。

●フリートマネジメント ..............................

需要動向に柔軟に応じて収入を最大化、費
用を最小化するために航空機を運用する管
理手法。

●フルサービスキャリア .............................

広範囲の路線ネットワークを持ち、従来から
の各種サービスを実施する航空会社。複数
の座席クラス（ファースト、ビジネス、エコノ
ミーなど）を持ち、食事、飲み物、エンターテ
インメントをはじめ、サービスを運賃に含め
ている。ネットワークキャリア、レガシーキャ
リアとも呼ばれる。

●マーシャラー ...........................................

誘導。地上の航空機を所定の場所まで、手
信号により誘導する専門職。

●ユニットコスト .........................................

航空運送連結費用（燃油費、収入費用両建
ての関連会社向け取引を除く）/ASK。

●ユニットレベニュー .................................

旅客収入/ASK。

●レベニューマネジメントシステム ............

需要の変動を予測したうえで、レベニュー
（収入）の最大化を目指し、適切な販売管理
を図る手法。段階的な早期割引運賃の設定
などにより、最適な搭乗数を確保することが
これに当たる。

●ロードコントロール .................................

航空機の重量管理。重心位置、許容搭載量
および積おろし順序を考慮して貨客を搭載
すること。

●ロードファクター .....................................

有償座席利用率。総座席数に対して、有償
旅客がどのくらい搭乗したかを表し、座席の
販売状況を計る指標となる。RPK(有償旅客
キロ)/ASK(有効座席キロ)で計算する。無
償旅客を含めないため、搭乗率とは異なる。

●イレギュラー運航 ....................................

航空機システムの不具合等が発生し、目的
地などが変更される事態。ただちに運航の
安全に影響を及ぼすものではない。

●インシデント ...........................................

航空法第76条の２で「航空機の事故が発生
する恐れがあると認められる事態」。発動機
の損傷、機内火災など16項目および「準ず
る事態」が航空法施行規則によって定義され
ている。

●オープンスカイ協定 ................................

国・地域間で締結する航空協定において、人
や物の往来が自由になるようにしたもの。こ
れにより、航空会社による便数や運航地点な
どの設定の自由度が高まる。

●コードシェア ...........................................

航空会社間の合意のもとに、相手の運航す
る便に自社の便名を付け、予約システムや
時刻表に表示し、自社の運航便として運航す
ること。共同運送便。

●重大インシデント ....................................

航空事故には至らないものの、事故が発生
する恐れがあったと認められるもので、滑
走路からの逸脱、非常脱出、機内における
火災・煙の発生および気圧の異常な低下、
異常な気象状態との遭遇などの事態が該当
し、国土交通省が認定する。

●ダイバーシティ .......................................

多様性を意味する言葉。性別、年齢、人種、
国籍、信仰、価値観、障がいの有無などの差
異を超え、均等な雇用機会を設けて、それ
ぞれの能力を最大限に発揮していこうとい
うマネジメントの考え方。

●ノーマル・ライン・
　オペレーション・モニタリング .................

日常運航や通常業務（ノーマル・オペレー
ション）における不具合の潜在要因を見出
し、予防的対策を講じるための未然防止型
プログラム。
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日本航空株式会社
財務部・コーポレートブランド推進部
〒140-8637
東京都品川区東品川二丁目4番11号 野村不動産天王洲ビル
TEL：03-5460-3068（財務部）　03-5460-6837（コーポレートブランド推進部）

ホームページ www.jal.co.jp
企業情報 http://www.jal.com/outline/corporate/
CSR情報 http://www.jal.com/ja/csr/
投資家情報 http://www.jal.com/ja/investor/

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

www.jal.co.jp 
http://www.jal.com/outline/corporate/
http://www.jal.com/ja/csr/
http://www.jal.com/ja/investor/



